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第１ 性犯罪に関する施策検討に向けた実態調査ワーキンググループについて 

平成２９年６月１６日，第１９３回国会において，強姦罪の構成要件及び

法定刑の見直し，監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪の新設，強盗強姦罪

の構成要件の見直し，強姦罪等の非親告罪化等を内容とする「刑法の一部を

改正する法律」（平成２９年法律第７２号。以下「改正法」という。）が成

立し，同年７月１３日施行された（別紙１）。 

改正法の国会審議においては，性犯罪に関する施策の在り方に関して様々

な指摘がなされ，改正法附則９条は，政府に対し，改正法の施行後３年を目

途として，性犯罪における被害の実情，改正後の規定の施行の状況等を勘案

し，性犯罪に係る事案の実態に即した対処を行うための施策の在り方につい

て検討を加え，必要があると認めるときは，その結果に基づいて所要の措置

を講ずることを求めている。 

また，改正法の国会審議に際し，衆参両議院の法務委員会において，捜査

機関における証拠保全や被害者への説明の在り方，被害者支援，性犯罪者の

再犯防止など，幅広い事項について，附帯決議が付された（別紙２及び３）。 

そこで，法務省においては，改正法附則９条に基づく検討に資するよう，

性犯罪の実態に関する各種調査・研究を着実に実施すること等を目的として，

平成３０年４月，関係局部課の担当者を構成員とする「性犯罪に関する施策

検討に向けた実態調査ワーキンググループ」（以下「本ワーキンググループ」

という。）を設置した（別紙４）。 

本ワーキンググループは，性犯罪の実態を着実に把握するため，合計１４

回の会合を開催し，被害実態，被害者心理，被害者支援，加害者の再犯防止

等の様々な観点から，性犯罪被害者，犯罪被害者支援に携わる弁護士，被害

者心理学の専門家や性犯罪加害者処遇に携わる専門家等の関係者からのヒア

リングを実施するとともに，ワンストップ支援センターの視察を実施した（別

紙５）。また，併せて，性犯罪被害者の心理等についての調査研究，性犯罪

等被害の実態把握のための調査研究，性犯罪者に対する多角的な調査研究，

性犯罪に関する罰則の運用状況等についての調査等の各種調査研究を有機的

に連携させながら実施してきた（別紙６）。 
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本ワーキンググループがこれまで実施したヒアリングや各種調査研究等に

より，性犯罪被害の実情や改正法施行後の運用状況等の様々な実態が明らか

になるとともに，ヒアリング等においては，刑事法に関連する事項や加害者

の再犯防止に関する事項のほか，被害申告をめぐる実情，被害者支援の在り

方，子どもに対する教育や教育現場での対処の在り方に関する事項など，幅

広い観点からの指摘を受けた。 

そこで，本ワーキンググループは，今後の施策の在り方の検討に資するよ

う，これらのヒアリング及び各種調査研究等の結果を取りまとめ，公表する

こととした。  
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第２ 調査結果 

１ 性犯罪被害の概況と被害者心理等に関する研究 

(1) 認知・検挙・処理・裁判の状況等 

ア 性犯罪に係る認知・検挙の状況等 

性犯罪の実態を把握するに当たり，まず，改正法の施行（平成２９年

７月１３日）をまたいだ過去５年間の性犯罪に係る認知・検挙の状況等

を俯瞰することとした。１－１表は，強制性交等の罪，すなわち，平成

２９年改正前の強姦罪，準強姦罪，集団強姦罪及び集団準強姦罪並びに

同改正後の強制性交等罪，準強制性交等罪及び監護者性交等罪（各罪の

未遂罪及び致死傷罪を含む。）に係る平成２７年から令和元年までの認

知・検挙件数，起訴・不起訴人員及び起訴率並びに通常第一審（地裁）

における終局実人員及びその内訳を，把握できた範囲で一覧化したもの

である。 
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１－１表※ 

 

 

次に，１－２表は，強制わいせつの罪，すなわち，強制わいせつ罪，

準強制わいせつ罪及び平成２９年改正後の監護者わいせつ罪（各罪の未

遂罪及び致死傷罪を含む。）に係る平成２７年から令和元年までの認知

・検挙件数，起訴・不起訴人員及び起訴率並びに通常第一審（地裁）に

おける終局実人員及びその内訳を，把握できた範囲で一覧化したもので

ある。 

                                                                                                                                                         

※¹ 表の注記は以下のとおり。 
・ 「認知件数」及び「検挙件数」については警察庁の統計，「起訴人員」，「不起訴人員」及

び「起訴率」については検察統計年報,「通常第一審（地裁）における終局実人員」について

は最高裁判所事務総局調べによる。なお，実人員とは，同一被告人について複数の起訴があ

っても，弁論終結時において弁論が併合されている限り１人として計上したものをいう。 
・ 「起訴率」は，(「起訴人員」/「起訴人員」＋「不起訴人員」)×100 の計算式で得た百分

比である。 
・ 「起訴人員」及び「不起訴人員」は検挙件数の内訳ではなく，また，「有罪」及び「全部無

罪」の人員は起訴人員の内訳ではないことに留意する必要がある。 
・ 「通常第一審（地裁）における終局実人員」のうち「有罪」は，一部免訴，一部公訴棄却及

び一部無罪を含む。 
・ 有罪の場合は処断罪名が，全部無罪の場合は終局時において当該事件について掲げられて

いる訴因の罪名のうち法定刑が最も重い罪名が，それぞれ「強制性交等の罪」であるものを

計上した。 
・ 令和元年の数値は，速報値である。 

※² 令和元年（平成 31 年）における強制性交等の罪と強制わいせつの罪による処理数を合算した

数値は，以下のとおり。  

起訴人員  1,619 名 

不起訴人員 3,206 名 

起訴率   33.6％ 

有罪 全部無罪

平成27年 1,167 1,114 453 832 35.3 341 2

平成28年 989 970 370 656 36.1 285 1

平成29年 1,109 1,027 354 730 32.7 249 3

平成30年 1,307 1,190 492 760 39.3 330 1

令和元年
(平成31年)

1,405 1,311 359 6

強制性交等の罪　認知件数・検挙件数・起訴人員・不起訴人員・起訴率・通常第一審（地裁）に
おける終局実人員（有罪・全部無罪）の推移（平成27年～令和元年）※¹

年次 認知件数 検挙件数 起訴率

通常第一審（地裁）
における終局実人員起訴人員 不起訴人員

※²
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１－２表※ 

 

  

(2) 被害申告等に関する各種調査の状況等 

性犯罪については，かねてより，その性質上，被害者が被害を申告しに

くく，潜在化しやすいと指摘されていることから，本ワーキンググループ

においては，その実態を把握するため，関連する調査結果を収集した。 

ア 犯罪被害実態（暗数）調査の状況等（別紙７） 

法務総合研究所においては，無作為抽出により選定した全国１６歳以

上の男女６，０００人を対象として，第５回犯罪被害実態（暗数）調査

を実施した。 

                                                                                                                                                         

※¹ 表の注記は以下のとおり。 

・ 「認知件数」及び「検挙件数」については警察庁の統計，「起訴人員」，「不起訴人員」及

び「起訴率」については検察統計年報，「通常第一審（地裁）における終局実人員」について

は最高裁判所事務総局調べによる。なお，実人員とは，同一被告人について複数の起訴があ

っても，弁論終結時において弁論が併合されている限り１人として計上したものをいう。 

・ 「起訴率」は，（「起訴人員」／「起訴人員」＋「不起訴人員」）×100 の計算式で得た百

分比である。 

・ 「起訴人員」及び「不起訴人員」は検挙件数の内訳ではなく，また，「有罪」及び「全部無

罪」の人員は起訴人員の内訳ではないことに留意する必要がある。 

・ 「通常第一審（地裁）における終局実人員」のうち「有罪」は，一部免訴，一部公訴棄却及

び一部無罪を含む。 

・ 有罪の場合は処断罪名が，全部無罪の場合は終局時において当該事件について掲げられて

いる訴因の罪名のうち法定刑が最も重い罪名が，それぞれ「強制わいせつの罪」であるもの

を計上した。 

・ 令和元年の数値は，速報値である。 

※² 令和元年（平成 31 年）における強制性交等の罪と強制わいせつの罪による処理数を合算した

数値は，１－１表の「※²」に同じ。 

有罪 全部無罪

平成27年 6,755 4,129 1,394 1,820 43.4 965 5

平成28年 6,188 4,207 1,308 1,955 40.1 928 3

平成29年 5,809 4,320 1,295 2,127 37.8 891 4

平成30年 5,340 4,288 1,288 2,458 34.4 892 7

令和元年
(平成31年)

4,900 3,999 891 4

年次 認知件数 検挙件数 起訴率

通常第一審（地裁）
における終局実人員

※²

不起訴人員起訴人員

強制わいせつの罪　認知件数・検挙件数・起訴人員・不起訴人員・起訴率・通常第一審(地裁）に
おける終局実人員（有罪・全部無罪）の推移（平成27年～令和元年）※¹
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この調査の項目や方法は別紙７に記載したとおりであり，性的な被害

に関するものなど，民間事業者の調査員による訪問調査での聴き取り方

式では回答がしにくいと考えられた調査項目については，調査対象者に

調査票を記入し提出してもらう方式により回答を得ることとし，前記対

象者のうち３，５００人（うち女性１，８１２人，男性１，６８８人）

から回答を得た。 

このうち，過去５年間に「性的な被害」1に遭ったことがあると回答し

た者は３５人（うち女性３０人，男性５人）であり，母数の制約はある

ものの， 

〇 捜査機関に被害を届け出なかったと回答した者 ２８人 

〇 捜査機関に被害を届け出たと回答した者     ５人 

であった2。 

捜査機関に届け出なかった理由（複数回答可）のうち主なものは，以

下のとおりであった。 

捜査機関に届け出なかった理由 人数 

それほど重大ではない（損失がない，大したことではない） 10 

どうしたらよいのか分からなかった（被害を届け出る方法

が分からなかった） 

8 

自分で解決した（加害者を知っていた） 4 

被害に遭ったことを知られたくなかった（恥ずかしくて言

えなかった） 

4 

捜査機関は何もできない（証拠がない） 4 

 

 

 

                                                                                                                                                         
1  「性的な被害」については，調査票上，「職場での性的な嫌がらせ」を含む一方，言葉に

よる性的な嫌がらせや，別項目による調査対象としたＤＶ及び児童虐待に当たる性的被害は

含めないものとされている。 
2   35 人中，2 人からは，捜査機関への届け出の有無につき回答がなかった。  
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さらに，犯罪被害者支援機関等への連絡の有無については， 

〇 連絡しなかった者 ３０人 

〇 連絡した者     ２人 

であった。 

イ その他の各種調査の状況等 

(ｱ) 内閣府における調査等 

① 男女間における暴力に関する調査3 

内閣府が平成２９年１２月に実施した「男女間における暴力に関

する調査」においては，回答の有効回収数３，３７６人（うち，女

性１，８０７人，男性１，５６９人）のうち，４．９％（女性の７．

８％，男性の１．５％）が，過去に「無理やりに性交等された被害

経験」があるとされ，そのうち， 

○ 「どこ（だれ）にも相談しなかった」と回答した者 ５６．１

％（女性の場合は５８．９％，男性の場合は３９．１％） 

○ 「警察に連絡・相談した」と回答した者 ３．７％（女性の場

合は２．８％，男性の場合は８．７％） 

などとされている。 

また，被害についてどこ（だれ）にも相談しなかった理由（複数

回答可）については，回答割合が多い順に，以下のとおりとされて

いる。 

 

 

 

 

 

 

                                                                                                                                                         
3   内閣府ホームページ  

http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/h29_boryoku_cyousa.html  
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被害について相談しなかった理由 割合（％） 

恥ずかしくてだれにも言えなかったから 52.2 

自分さえがまんすれば，なんとかこのままやっていける

と思ったから 

28.3 

そのことについて思い出したくなかったから 22.8 

相談するほどのことではないと思ったから 20.7 

どこ（だれ）に相談してよいのかわからなかったから 19.6 

相談してもむだだと思ったから 19.6 

 

② 性犯罪・性暴力被害者のためのワンストップ支援センターを対象

とした支援状況等調査4 

内閣府が令和元年６月１日から同年８月３１日までの間，全国の

ワンストップ支援センターを対象として行った支援状況等調査にお

いては，同期間中に全国のワンストップ支援センターに電話又は面

談の方法により相談した被害者は，電話相談が２，７５５人，面談

が８１８人であり，その相談に係る被害内容は，電話相談をした被

害者の中で 

○ 強制性交等・準強制性交等       ４１．１％ 

○ 強制わいせつ・準強制わいせつ     ２３．６％ 

○ 監護者からの強制性交等・強制わいせつ  ６．１％ 

などとされており，面談をした被害者の中では 

○ 強制性交等・準強制性交等       ５０．１％ 

○ 強制わいせつ・準強制わいせつ     ２７．４％ 

○ 監護者からの強制性交等・強制わいせつ  ９．６％ 

などとされている。 

また，同調査においては，ワンストップ支援センターが把握でき

                                                                                                                                                         
4   内閣府ホームページ  

http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/r02_top.html  
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た限りではあるものの，同センターに相談した被害者の警察への相

談状況は， 

○ 同センターへの相談以前に警察に相談した被害者 １８．９％ 

○ 同センターへの相談後に警察に相談した被害者   ３．９％ 

などとされている。 

(ｲ) 警察庁による調査等 

① 平成２９年度犯罪被害類型別調査5 

警察庁が平成３０年１月１９日から同月２８日までに実施した

「平成２９年度犯罪被害類型別調査」においては，有効回答数１，

６９６人のうち，「性的な被害」に遭ったと回答した者は１６９人

（うち，「痴漢等」が１００人，「無理やりにされた性交等」が６

９人）であり，１６９人のうち，警察への通報状況につき， 

○ 「あなたが通報した」と回答した者        ７．７％ 

○ 「あなた以外の人（第三者, 加害者等）が通報した」と回答し 

た者                      １２．４％ 

○ 「警察には通報しなかった」と回答した者   ７５．７％ 

などとされている。 

同調査においては，前記の被害を警察に通報しなかった者の割合

は，配偶者からの暴力（ＤＶ）（８７．２％）や児童虐待（８６．

４％）よりは低いものの，殺人，殺人未遂又は傷害等の暴力被害（４

３．４％）や交通事故（４．７％）より相当程度高いとされている。 

② 性犯罪被害に係る実態把握等 

警察庁においては，被害届の受理に関する警察の取扱いについ

て，被害者から全国のワンストップ支援センター等に寄せられた意

見の提供を受けて今後の警察における指導教養等に活用すること

としており，令和元年６月以降現在までに，このうち２０か所のワ

                                                                                                                                                         
5   警察庁ホームページ 

https://www.npa.go.jp/hanzaihigai/kohyo/report/h29-1/index.html 
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ンストップ支援センターと２か所の被害者支援団体の職員等と面

会し，協力依頼を行ったところである。 

ウ 被害申告の実情等についてヒアリング等で指摘された内容は，後記５

(1)のとおりである。 

(3) 被害者の心理に関する心理学的・精神医学的知見等（別紙８） 

改正法の国会審議に当たっては，衆参両議院の法務委員会において，「刑

法第１７６条及び第１７７条における「暴行又は脅迫」並びに刑法第１７

８条における「抗拒不能」の認定について，被害者と相手方との関係性や

被害者の心理をより一層適切に踏まえてなされる必要があるとの指摘がな

されていることに鑑み，これらに関連する心理学的・精神医学的知見等に

ついて調査研究を推進するとともに，司法警察職員，検察官及び裁判官に

対して，性犯罪に直面した被害者の心理等についてこれらの知見を踏まえ

た研修を行うこと。」（衆議院法務委員会附帯決議第２項，参議院法務委

員会附帯決議第２項に同旨）との附帯決議が付された。 

そこで，法務省においては，捜査・公判において，被害者の心理等に関

する専門的知見を活用し，より一層適切な事実認定・立証を行うための参

考とすることができるよう，平成３０年６月から１２月にかけ，性犯罪の

捜査・公判の十分な経験を有する検事が研究員となり，精神科医・臨床心

理士の指導・助言を受け，被害者の心理等につき，心理学的・精神医学的

知見を収集するとともに，暴行・脅迫，心理的抗拒不能又は被害者の同意

が争点となった有罪・無罪の事例等を収集し，前記知見を踏まえた分析等

を内容とする研究を行った。 

同研究においては，まず，性犯罪被害者の反応や対処行動に関する諸外

国の研究等に関する文献を収集し，性犯罪被害者が相手方に対して必ずし

も強い反応や行動を示すわけではなく，身体的抵抗より言葉による抵抗が

多い傾向が見られ，全く抵抗していない者が相当数いたといった各研究結

果をまとめた。また，性犯罪被害者の反応や対処行動の原因・機序に関す

る研究等に関する文献等を収集し，①被害の最中又は直後（周トラウマ期）

における反応等（周トラウマ期解離，Ｔｏｎｉｃ Ｉｍｍｏｂｉｌｉｔｙ
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（擬死状態）等），②被害に直面する前の心理やリスク認知に関する知見

（正常性バイアス，楽観主義バイアス等），③被害後の精神症状（心的外

傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ），解離等），④継続的な被害にさらされた

者の心理等に関する知見（複雑性ＰＴＳＤ，性的虐待順応症候群等）につ

いてまとめた。 

その上で，強制性交等罪（強姦罪）・準強制性交等罪（準強姦罪）の判

決等を収集し，前記の各知見を踏まえ，性犯罪に直面した被害者の心理や

対処行動に着目し，被害者供述の信用性の判断（同意の有無に関するもの

を含む。），暴行・脅迫の程度の判断，被告人の故意の認定等がどのよう

になされているかを分析・検討した。また，同様の観点から，捜査・公判

における専門的知見の活用，被害者への配慮の在り方についても，検討を

行った。 

本研究内容については，既に，捜査・公判の豊富な経験を有する検察官

に対する研修において講義を実施したところであり，今後，検察官に対し

て広く周知し，捜査・公判等の実務に活用させる予定である。  
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２ 刑事実体法に関連する事項 

(1) 平成２９年改正に至る経緯 

ア 過去の刑事法改正の際の附帯決議 

平成１６年に，一定の犯罪について法定刑を見直すなどの刑法の改正

等がなされた際（平成１６年法律第１５６号），「性的自由の侵害に係

る罰則の在り方については，強盗罪等の法定刑の適正化を図りつつ，そ

れらとの権衡を考慮し，さらに検討に努めること。」（衆議院法務委員

会附帯決議第４項），「性的自由の侵害に係る罰則の在り方については，

被害の重大性等にかんがみ，さらに検討すること。」（参議院法務委員

会附帯決議第４項）との各附帯決議が付された。 

また，平成２２年に，一定の犯罪の公訴時効等について，刑事訴訟法

の改正等がなされた際（平成２２年法律第２６号），「性犯罪やひき逃

げ事案等，人を死亡させた犯罪以外の犯罪についても，事案の実態や犯

罪被害者等を含めた国民の意識を十分に踏まえつつ，公訴時効を含めた

処罰の在り方について更に検討すること。」（衆議院法務委員会附帯決

議第４項），「性犯罪については，被害者等の声を十分に踏まえつつ，

罰則の在り方及び公訴時効期間について更に検討すること。」（参議院

法務委員会附帯決議第５項）との各附帯決議が付された。 

イ 第３次男女共同参画基本計画6 

平成２２年に閣議決定された第３次男女共同参画基本計画において，

「女性に対するあらゆる暴力の根絶」の一項目として，「強姦罪の見直

し（非親告罪化，性交同意年齢の引上げ，構成要件の見直し等）など性

犯罪に関する罰則の在り方を検討する」との内容が盛り込まれた。 

ウ 性犯罪の罰則に関する検討会 

このような背景等を踏まえ，法務大臣の指示により，平成２６年１０

月，罰則の在り方について検討するに当たり，論点を抽出・整理し，そ

                                                                                                                                                         
6   第３次男女共同参画基本計画（平成 22 年 12 月 17 日決定） 

http://www.gender.go.jp/about_danjo/basic_plans/3rd/index.html 
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の検討の方向性について幅広く意見を募るため，法務省に，刑事法研究

者，法曹三者，被害者支援団体関係者等を構成員とする「性犯罪の罰則

に関する検討会」（以下「検討会」という。）が設置された。検討会は，

平成２７年８月まで１２回にわたり開催され，その結果が報告書として

取りまとめられた。 

検討会では， 

㋐ 強姦罪等を非親告罪化すること 

㋑ 強姦罪の行為者及び被害者について性差を解消し，男性器の女性器

への挿入以外の行為（肛門性交等）についても，強姦罪と同様の刑で

処罰すること 

㋒ 地位又は関係性を利用した性的行為に関する規定を設けること 

㋓ 強姦罪及び強姦致死傷罪の法定刑の下限を引き上げること 

㋔ 強姦犯人が強盗を犯した場合についても，強盗強姦罪と同様に処罰

する規定を設けること 

については，法改正を要するとする意見が多数であった。 

これに対し， 

㋕ 年少者が被害者である性犯罪について，一定の期間は公訴時効が進

行しないものとすること 

㋖ 配偶者間においても強姦罪が成立することを明示する規定を置くこ

と 

㋗ 強姦罪等における暴行・脅迫要件を撤廃ないし緩和すること 

㋘ 刑法における性犯罪に関する条文の位置を変更すること 

㋙ 暴行・脅迫を用いなくとも強姦罪等が成立するものとされる被害者

の年齢（いわゆる性交同意年齢）を引き上げること 

については，法改正を要するとの意見が多数を占めるに至らなかった7。 

エ 法制審議会 

                                                                                                                                                         
7   性犯罪の罰則に関する検討会 

http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji12_00090.html 
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前記取りまとめ結果を踏まえ，平成２７年１０月，法務大臣から法制

審議会に対し，検討会において法改正を要するとの意見が多数を占めた

前記㋐～㋔を内容とする刑法の一部改正に関する諮問がなされた8。 

これを受け，法制審議会の刑事法（性犯罪関係）部会において，同年

１１月から平成２８年６月まで，７回にわたり調査審議が行われ，諮問

に係る要綱（骨子）を一部修正した上で，修正後の要綱（骨子）のとお

り法整備をすることが相当であるとの結論に達した。同年９月，法制審

議会において，前記部会の調査審議結果を受けて審議が行われ，部会長

から報告された修正後の要綱（骨子）のとおり法整備することが相当で

ある旨，法務大臣に対し，答申がなされた9。 

オ 国会審議 

前記答申を受けて，平成２９年３月，「刑法の一部を改正する法律案」

が第１９３回通常国会に提出され，同年６月，衆議院法務委員会におい

て，附則に９条として検討条項を追加する修正案が提出され，修正案及

びその修正部分を除く政府提出の原案が可決された。衆議院本会議，参

議院法務委員会，参議院本会議においても，修正のとおり可決され，「刑

法の一部を改正する法律」が成立した（別紙１）。 

また，前記第１のとおり，衆参両議院の法務委員会において，それぞ

れ附帯決議が付されており，捜査・公判に関する事項として，性犯罪に

直面した被害者の心理等に関する検察官等への研修，適切な証拠保全，

二次被害防止のための被害者の心情への配慮，児童の特性等に配慮した

聴取等について指摘がなされている（別紙２及び３）。 

 

 

 

                                                                                                                                                         
8   法制審議会第 175 回会議（平成 27 年 10 月 9 日） 

http://www.moj.go.jp/shingi1/housei02_00314.html 
9   法制審議会第 177 回会議（平成 28 年 9 月 12 日） 

http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi03500027.html 
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(2) 現行法の規定の概要等 

ア  強制性交等罪（刑法１７７条） 

  

 

 

 

 

(ｱ) 規定の概要 

１３歳以上の者に対し，暴行又は脅迫を用いて，性交，肛門性交

又は口腔性交（以下「性交等」という。）をした者は，５年以上２

０年以下の懲役に処するものとされている（同条前段。なお，有期

の懲役の上限につき更に１２条１項（以下同じ。））。 

「暴行又は脅迫」の該当性判断については，昭和２４年５月１０

日最高裁判決が，「論旨は，被告人が被害者に暴行脅迫を加えた事

実はなく，仮りにそのような事実があつたとしても，被害者が抗拒

不能に陥つたという事実は全記録の何処にも発見することができな

いと主張しているけれども，刑法第１７７条にいわゆる暴行又は脅

迫は相手方の抗拒を著しく困難ならしめる程度のものであることを

以て足りる」とし，その判断に当たっては，昭和３３年６月６日最

高裁判決が，「なるほど，所論引用の当裁判所判例（注：前記昭和

２４年最高裁判決）は，刑法１７７条にいわゆる暴行脅迫は相手方

の抗拒を著しく困難ならしめる程度のものであることを以つて足り

ると判示している。しかし，その暴行または脅迫の行為は，単にそ

れのみを取り上げて観察すれば右の程度には達しないと認められる

ようなものであつても，その相手方の年令，性別，素行，経歴等や

それがなされた時間，場所の四囲の環境その他具体的事情の如何と

相伴つて，相手方の抗拒を不能にし又はこれを著しく困難ならしめ

るものであれば足りると解すべきである」としている。 

また，１３歳未満の者に対し，性交等をした者についても，５年

十三歳以上の者に対し，暴行又は脅迫を用いて性交，肛
こう

門性交又

は口腔
くう

性交（以下「性交等」という。）をした者は，強制性交等の

罪とし，五年以上の有期懲役に処する。十三歳未満の者に対し，性

交等をした者も，同様とする。 
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以上２０年以下の懲役に処するものとされており（１７７条後段），

この場合，暴行・脅迫がなく，相手方の承諾があっても，犯罪が成

立する。 

(ｲ) 平成２９年改正時における議論 

平成２９年改正前の強姦罪等の暴行・脅迫要件を撤廃ないし緩和

すべきか否かについては，検討会でも議論された。 

検討会においては，暴行・脅迫要件を撤廃・緩和すべきでないと

いう意見が多数であり，例えば， 

○ 暴行・脅迫要件は，具体的な状況に即して判断されており，そ

の際には，周囲の状況，従前からの人間関係，被害者の属性，年

齢，能力，事件に至るまでの経緯など様々な要素を考慮しており，

暴行の程度もそのような要素の一つとして考慮している 

○ 判例・実務においては，被害者の意思に反する性交であったか

どうかを，行われた暴行・脅迫を状況証拠として用いつつ認定し

ていると考えられ，被害者の意思に反することが間違いなく確信

できるという事例（被害者の同意の有無に関する被告人の故意を

含め，合理的な疑いを容れない程度に立証ができている場合）に

ついてのみ強姦罪を成立させようとしている 

○ 実務においては，かなり広く暴行・脅迫を認めているのが現状

であり，また，暴行・脅迫はなくても抵抗できなかった事案につ

いては，抗拒不能として準強姦の成立を認めている 

○ 暴行・脅迫要件を撤廃して不同意性交を処罰するものとすれば，

外形的な証拠がない場合に被害者の主観を証明するのはかなり難

しい 

といった意見が述べられた。 

他方で， 

○ 暴行・脅迫要件を撤廃することが望ましいが，撤廃までは難し

いということであれば，例えば，不意打ち，偽計，威力，薬物の

使用，被害者の知的障害など，不同意の性交を類型化して要件と
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すべきである 

○ 暴行・脅迫要件の認定が，犯罪に遭遇したことのない人の感覚

を基に行われており，被害者が実際に体感していることとの間の

落差が大きい。心理学や精神医学における解離や麻痺といった精

神状態の有様を加味してほしい 

○ 暴行・脅迫要件の認定が個々の判断者に任されているため，ば

らつきが生じており，ばらつきを解消するためには，事実認定を

行う者に何らかの基準を示す必要がある 

といった意見も述べられた。 

イ 準強制性交等罪（刑法１７８条２項） 

 

 

 

人の心神喪失若しくは抗拒不能に乗じ，又は心神を喪失させ，若し

くは抗拒不能にさせて，性交等をした者は，５年以上２０年以下の懲

役に処するものとされている（１７８条２項，１７７条）。 

「心神喪失」とは，精神的な障害によって正常な判断力を失った状

態をいい，「抗拒不能」とは，心理的又は物理的に抵抗ができない状

態をいうとされている（例えば，昭和５６年１月２７日東京高裁判決

は，「心神喪失以外の意味において社会一般の常識に照らし，当該具

体的事情の下で身体的または心理的に反抗の不能または著しく困難と

認められる状態をいい，暴行及び脅迫による場合を除きその発生原因

を問わない」としている。）。 

暴行・脅迫によって被害者を心神喪失又は抗拒不能の状態にして性

交等をした場合には，１７７条前段の罪が成立し，本条の問題とはな

らない。同様に，１３歳未満の者の心神喪失又は抗拒不能に乗じて性

交等をした場合には，１７７条後段が適用される。 

心神喪失・抗拒不能の程度については，最高裁判決がなく，見解が

分かれているが，多くの見解は，反抗が完全に不可能であることを要

人の心神喪失若しくは抗拒不能に乗じ，又は心神を喪失させ，若し

くは抗拒不能にさせて，性交等をした者は，前条の例による。 
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求しておらず，１７７条と同様に反抗が著しく困難な状態で足りるな

どとしている。 

心神喪失・抗拒不能の原因として，裁判例で認められたものとして，

重度の知的障害，熟睡中，泥酔状態であることを利用した場合，睡眠

薬を飲ませて抗拒不能にした場合，継続的な性的虐待や第三者の暴行

・脅迫によって抗拒不能の状態にあるのを利用した場合，正常な医療

行為が行われるものと被害者を誤信させた場合などがある。 

ウ 監護者性交等罪（刑法１７９条２項） 

 

 

 

 

１８歳未満の者に対し，その者を現に監護する者であることによる

影響力があることに乗じて性交等をした者は，５年以上２０年以下の

懲役に処するものとされている（１７９条２項）。 

「その者を現に監護する者」（監護者）とは，１８歳未満の者を現

に監督し，保護している者であり，法律上の監護権に基づかなくても，

事実上，現に監督し，保護する者であればよい。 

「現に監護する者」の該当性については，同居の有無，居住場所に

関する指定等の状況，指導状況，身の回りの世話等の生活状況，生活

費の支出などの経済的状況，未成年者に関する諸手続等を行う状況等

の諸事情を考慮して判断するとされている。 

「現に監護する者であることによる影響力」とは，監護者が，被監

護者の生活全般にわたって，衣食住などの経済的な観点や生活上の指

導・監督などの精神的な観点から，現に被監護者を監督し，保護する

ことにより生ずる影響力であるとされ，「乗じて」とは，影響力を及

ぼしている状態で性交等を行ったことで足りるとされている。 

本罪では，暴行・脅迫の有無や１８歳未満の者の同意の有無は問題

とならない。 

十八歳未満の者に対し，その者を現に監護する者であることによ

る影響力があることに乗じて性交等をした者は，第百七十七条の例

による。 
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エ 強制わいせつ罪（刑法１７６条） 

 

 

 

 

１３歳以上の者に対し，暴行又は脅迫を用いて，わいせつな行為を

した者は，６月以上１０年以下の懲役に処するものとされている（同

条前段）。 

「暴行」の程度については，わいせつ行為と性交等という目的とす

る行為の性質の差から，必ずしも強制性交等罪におけるように反抗を

著しく困難ならしめる程度に達する必要はなく，被害者の意思に反し

てわいせつ行為を行うに足りる程度の暴行であれば足りるという考え

方と，強制性交等罪と同様，反抗を著しく困難にする程度のものを要

するとの考え方がある。強制わいせつ罪について，「力の大小強弱は

必ずしも問わない」とする判例（大正１３年１０月２２日大審院判決）

は，強制性交等罪につき反抗を著しく困難ならしめる程度を要求する

判例と矛盾するものではなく，強制わいせつの場合には，被害者の隙

を突いてわいせつ行為を行うことができることから，当該行為を行う

について必要とされる程度・態様の暴行が必要であるとして，強制性

交等罪と強制わいせつ罪を統一的に理解すべきとの考え方がある。 

１３歳未満の者に対し，わいせつな行為をした者についても，６月

以上１０年以下の懲役に処するものとされており（同条後段），暴行

・脅迫がなく，相手方の承諾があっても，犯罪が成立する。 

    オ 準強制わいせつ罪（刑法１７８条１項） 

 

 

 

 

人の心神喪失若しくは抗拒不能に乗じ，又は心神を喪失させ，若し

十三歳以上の者に対し，暴行又は脅迫を用いてわいせつな行為を

した者は，六月以上十年以下の懲役に処する。十三歳未満の者に対

し，わいせつな行為をした者も，同様とする。 

人の心神喪失若しくは抗拒不能に乗じ，又は心神を喪失させ，若

しくは抗拒不能にさせて，わいせつな行為をした者は，第百七十六

条の例による。 
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くは抗拒不能にさせて，わいせつな行為をした者は，６月以上１０年

以下の懲役に処するものとされている（１７８条２項，１７６条）。 

    カ 監護者わいせつ罪（刑法１７９条１項） 

 

 

 

 

１８歳未満の者に対し，その者を現に監護する者であることによる

影響力があることに乗じてわいせつな行為をした者は，６月以上１０

年以下の懲役に処するものとされる（１８１条１項）。 

本罪では，暴行・脅迫の有無や１８歳未満の者の同意の有無は問題

とならない。 

    キ 強制わいせつ等致死傷罪（刑法１８１条） 

 

 

 

 

 

 

 

強制わいせつ罪，準強制わいせつ罪若しくは監護者わいせつ罪又は

これらの罪の未遂罪を犯し，人を死傷させた者は，無期又は３年以上

の懲役に処するものとされている（同条１項）。 

また，強制性交等罪，準強制性交等罪若しくは監護者性交等罪又は

これらの罪の未遂罪を犯し，人を死傷させた者は，無期又は６年以上

の懲役に処するものとされている（同条２項）。 

本罪は，強制性交等罪などの結果的加重犯であり，強制性交等罪な

どを犯したことと死傷結果との間に因果関係が必要である。死傷の原

因となった行為は，わいせつ行為・性交等の行為それ自体のほか，手

十八歳未満の者に対し，その者を現に監護する者であることによ

る影響力があることに乗じてわいせつな行為をした者は，第百七十

六条の例による。 

１ 第百七十六条，第百七十八条第一項若しくは第百七十九条第

一項の罪又はこれらの罪の未遂罪を犯し，よって人を死傷させ

た者は，無期又は三年以上の懲役に処する。 

２ 第百七十七条，第百七十八条第二項若しくは第百七十九条第

二項の罪又はこれらの罪の未遂罪を犯し，よって人を死傷させ

た者は，無期又は六年以上の懲役に処する。 

十八歳未満の者に対し，その者を現に監護する者であることによ

る影響力があることに乗じてわいせつな行為をした者は，第百七

十六条の例による。 
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段としての暴行・脅迫行為でもよく，また，わいせつ行為・性交等の

行為の機会に行われた，それと密接に関連する行為であってもよいと

されており，例えば，被害者が逃走しようとして受傷した場合であっ

ても，本罪に当たり得る。 

ク 児童福祉法違反 

 

 

 

 

 

 

 

児童福祉法は，何人も「児童に淫行をさせる行為」をしてはならな

いとし（同法３４条１項６号），この規定に違反した者は，１０年以

下の懲役若しくは３００万円以下の罰金に処し，又はこれを併科する

ものとされている（同法６０条１項）。 

「淫行」の意義について，平成２８年６月２１日最高裁決定は，「児

童の心身の健全な育成を阻害するおそれがあると認められる性交又

はこれに準ずる性交類似行為をいうと解するのが相当であ（る）」と

し，児童を単に自己の性的欲望を満足させるための対象として扱って

いるとしか認められないような者を相手方とする性交又はこれに準

ずる性交類似行為は，「淫行」に含まれるとしている。 

「児童に淫行をさせる行為」の意義については，昭和４０年４月３

０日最高裁決定が，「児童に淫行をさせる行為のうちには，直接たる

と間接たるとを問わず児童に対して事実上の影響力を及ぼして児童が

淫行をなすことを助長し促進する行為をも包含するとした原審の判断

は相当である」とし，その該当性判断に当たっては，前記平成２８年

最高裁決定が，「そのような行為に当たるか否かは，行為者と児童の

関係，助長・促進行為の内容及び児童の意思決定に対する影響の程度，

３４条１項 

何人も，次に掲げる行為をしてはならない。 

六 児童に淫
いん

行をさせる行為 

６０条１項 

 第三十四条第一項第六号の規定に違反した者は，十年以下の懲役

若しくは三百万円以下の罰金に処し，又はこれを併科する。 
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淫行の内容及び淫行に至る動機・経緯，児童の年齢，その他当該児童

の置かれていた具体的状況を総合考慮して判断するのが相当である」

としている。 

「淫行をさせる行為」には，行為者が，児童に第三者と「淫行」を

させる場合のほか，児童に自己と「淫行」をさせる場合を含む。 

ケ 青少年保護育成条例違反 

全都道府県に，青少年の健全な育成を図ること等を目的とする，い

わゆる青少年保護育成条例がある。 

都道府県により，要件は異なるが，例えば，東京都青少年の健全な

育成に関する条例は，「何人も，青少年とみだらな性交又は性交類似

行為を行つてはならない」とし（同条例１８条の６），これに違反し

た者を２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処するものとされ

ている（同条例２４条の３）。 

同条例における「みだらな性交又は性交類似行為」とは，青少年を

誘惑し，威迫し，欺罔し又は困惑させる等その心身の未成熟に乗じた

不当な手段により行う性交又は性交類似行為のほか，青少年を単に自

己の性的欲望を満足させるための対象として扱っているとしか認めら

れないような性交又は性交類似行為をいうとされており，婚約中の青

少年又はこれに準ずる真摯な交際関係にある場合は除かれるとされて

いる。 

(3) 各種調査結果 

ア 改正後の規定の施行状況についての調査（別紙９） 

(ｱ) 調査の概要 

ａ 改正後の規定を適用した事件の状況等を把握するため，各地方

検察庁から，①強制性交等罪又は準強制性交等罪を適用した事件

で，公訴事実において，肛門性交のみ，口腔性交のみ又は口腔性

交及び肛門性交のみを実行行為とする事件，②強制性交等罪又は

準強制性交等罪を適用した事件で，被害者が男性である事件，③

監護者わいせつ罪又は監護者性交等罪を適用した事件について，



 

- 23 - 

事案の概要や裁判結果等の報告を受ける方法により，調査を行っ

た（各罪につき，いずれも，未遂罪及び致死傷罪を含む。後記イ

（裁判例調査）及びウ（不起訴事件調査）において同じ。）。 

改正法の施行日である平成２９年７月１３日から令和元年１

２月３１日までに報告がなされた事件について，調査結果の概要

は，別紙９のとおりである（なお，①につき，いずれの罪名につ

いても，口腔性交及び肛門性交のみを実行行為とする事件はなか

った。）。 

ｂ ①につき，強制性交等罪（致死傷罪を除く。）について，公訴

事実において実行行為とされた行為類型ごとの内訳は，以下のと

おりであり，これらのうち，無罪判決が言い渡された事件はなか

った。 

公訴事実において実行行為とされた行為 人員 

肛門性交のみ 4 

口腔性交のみ 91 

 

また，準強制性交等罪（致死傷罪を除く。）について，前記類

型ごとの内訳は，以下のとおりであり，これらのうち，無罪判決

が言い渡された事件はなかった。 

公訴事実において実行行為とされた行為 人員 

肛門性交のみ 0 

口腔性交のみ 12 

 

強制性交等罪及び準強制性交等罪（いずれも致死傷罪を除く。）

に係る有罪判決の量刑は，おおむね以下のとおりである。 

○ 懲役３年以上４年未満 実刑１０名，全部執行猶予１８名 

○ 懲役４年以上５年未満 実刑２１名 

○ 懲役５年以上６年未満 実刑２６名 
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○ 懲役６年以上７年未満 実刑１１名 

また，強制性交等致死傷罪及び準強制性交等致死傷罪について，

前記類型ごとの内訳は，以下のとおりであり，これらのうち，無

罪判決が言い渡された事件は１件であった10。 

公訴事実において実行行為とされた行為 人員 

肛門性交のみ 0 

口腔性交のみ 9 

 

ｃ ②について11，強制性交等罪（致死傷罪を除く。）を適用して公

判請求した事件で，被害者が男性である事件の起訴人員は２２名

（うち性交１名，肛門性交１名，口腔性交２０名）であり，準強

制性交等罪（致死傷罪を除く。）を適用して公判請求した事件で，

被害者が男性である事件の起訴人員は７名（いずれも口腔性交）

であった。 

なお，被害者が男性であって，強制性交等致死傷罪又は準強制

性交等致死傷罪を適用して公判請求した事件はなかった。 

ｄ ③について，監護者わいせつ罪を適用して公判請求した事件の

起訴人員は６０名，監護者性交等罪を適用して公判請求した事件

の起訴人員は１０４名であった。 

また，被告人が監護者として起訴された事件で，被害者から見

た被告人の立場（続柄等）は，実親，養親，親の配偶者，親と内

縁関係にある者，その他（祖父，おじ，親の交際相手）であった。 

(ｲ) 改正事項に関するヒアリング等における指摘事項 

ａ  口腔性交等が強制性交等罪の対象とされたことについて 

                                                                                                                                                         
10  無罪事件の内容については，後記イ（裁判例調査）参照。 
11   被害者が男性である事件の多くは，肛門性交又は口腔性交を実行行為とする事件であり，

②に該当する事件の多くは，①にも該当することとなる（ただし，例えば，女性が，暴行・

脅迫を用いるなどして，男性の陰茎を自己の膣に入れさせる場合は，②に該当するが，①に

該当しないこととなる。）。 
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〇 口腔性交の事案で，弁護人は，口腔性交が今までの強姦（膣

性交）と同じ量刑なのはおかしいと主張していたが，検察官が，

法律上，同じ法定刑とされていることをきちんと主張してくれ

た例があった。また，口腔性交の被害者で，「こんなに傷つい

ているけれども，自分の被害はレイプではないんですよね」と

言ってきた方に，今の法律ではレイプだと説明したところ，「自

分の被害をちゃんと分かってもらえた感覚がします」と言って

いた。〔第７回・被害者支援に携わる臨床心理士〕 

○ 口淫の被害の実態は姦淫と変わらないが，改正前は，罪名が

強姦ではなく強制わいせつだと，強姦を上回ってはいけないと

いう意識が働くのか，行為態様が悪質でも刑が軽いと感じてい

た。改正後の量刑に注目したい。〔第２回・弁護士〕 

ｂ 強姦罪（強制性交等罪）の法定刑の下限引上げについて 

○ 改正前であれば執行猶予がついていたと思われる事件につい

て，執行猶予がつかなくなった（実刑になるようになった）と

感じる。〔第７回・被害者支援に携わる臨床心理士〕 

○ 被害者は，加害者が社会で自由に生活していることに恐怖を

感じるため，（判決の見通しについて）被害者に説明する際，

よほどの事情がない限り執行猶予はつかない，基本的には刑務

所に入る，と説明すると，非常に安心してくれる。〔第２回・弁

護士〕 

ｃ 監護者わいせつ及び監護者性交等罪の新設について 

○ 児童相談所では性虐待の事案として把握されているものが，

必ずしも監護者性交等罪として立件されていないように思わ

れ，福祉と司法の現場に意識のギャップがあるのかもしれない

と感じる。〔第７回・被害者支援に携わる臨床心理士〕 

○ 大阪ＳＡＣＨＩＣＯにおいて調べたところでは，平成２７年

の協同面接（代表者聴取）の通達と，平成２９年の刑法改正と

を受けて，加害者が監護者である場合における，加害者の逮捕
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が増えている（性虐待のうち，監護者である加害者が逮捕され

たのは，平成２２年から平成２６年では７．５パーセントであ

ったのに対し，平成２９年は９．７パーセント，平成３０年は

１８パーセントであった。）。〔第１３回・ワンストップ支援セン

ター〕 

ｄ 非親告罪化について12 

○ （告訴がなくても起訴できるようになったことで，）加害者

側との示談交渉のときに，損害賠償を受ける代わりに被害届を

取り下げることを求められることが少なくなって，被害者にと

って心理的負担が減った。〔第７回・被害者支援に携わる臨床心理

士〕 

○ 改正前は，被害により，体調が悪化したり会社や学校に行け

なくなったりしている中，被害者自身が事件化するかどうかを

決めなければならないという事実に直面することで，更に精神

不安定になったり，警察や司法に対して不信感を抱いたりする

ことが多かったため，非親告罪化した点は実務に影響があった

と感じる。もっとも，悪質な弁護活動や被害届の取下げを前提

とする示談交渉は今でもある。〔第２回・弁護士〕 

イ 裁判例調査（別紙１０） 

近時の強制性交等罪などの適用状況を明らかにするため，平成３０

年度（平成３０年４月から平成３１年３月）に第一審判決が言い渡さ

れた事件のうち，以下の事件につき，判決書の送付を受けてその内容

を精査する方法により，調査を行った。 

○ 強制性交等罪，準強制性交等罪又は監護者性交等罪で公判請求さ

れ，無罪が言い渡された事件 

○ 強制性交等罪又は児童福祉法違反（自己を相手方とする性交等の

事案に限る。）で公判請求され，有罪が言い渡された事件のうち，

                                                                                                                                                         
12   非親告罪化された罪の不起訴理由に関する統計は，別紙９の第２を参照。 
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被告人が被害者との間に身分上又は業務上の関係を有する事件 

○ 強制性交等罪で公判請求され，有罪が言い渡された事件のうち，

被害者が障害を有する事件及び二人以上の者が現場において共同し

て犯した事件 

○ 監護者性交等罪で公判請求され，有罪判決が言い渡された事件 

調査を行った判決書は，無罪事件８件（うち強制性交等罪４件，準

強制性交等罪２件，監護者性交等罪２件），有罪事件１７２件（うち

強制性交等罪４５件，準強制性交等罪６０件，監護者性交等罪４４件，

児童福祉法違反２３件）であり，計１８０件である。 

調査結果は別紙１０のとおりであり，以下に概要を示す。 

(ｱ) 無罪事件（８件） 

ａ 強制性交等罪（４件） 

強制性交等罪の無罪判決は４件であり（うち１件は，強制わい 

せつ罪の成立が認められて有罪），その理由の内訳は，  

○ 性交等の事実が認められないとされたもの １件（控訴審係

属中） 

○ 暴行の事実が認められないとされたもの １件（確定） 

○ 被告人が，自己の行為が被害者の反抗を著しく困難にする程

度の暴行であることを認識していたと認められないとされた

もの １件（確定） 

○ 性交等が未遂に終わった事案で，被告人に性交等に及ぶ意図

があったとは認められないとされ，強制わいせつの限度で有罪

とされたもの １件（確定） 

であった（なお，このほかに，暴行の事実が認められず，強制性

交等罪の成立は認められなかったが，準強制性交等罪の成立が認

められたものが１件あった。）。 

ｂ 準強制性交等罪（２件：いずれも上告審係属中） 

準強制性交等罪の無罪事件は２件であり，その理由の内訳は，  

○ 被害者が抗拒不能状態にあったと認められなかったもの 
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１件（控訴審は，抗拒不能状態にあったと認め，一審判決を破

棄して有罪の判決を言い渡した。） 

○ 被告人が，被害者が抗拒不能状態にあることを認識していた

と認められなかったもの １件（控訴審は，被告人が，被害者

が抗拒不能状態にあることを認識していたものと認め，一審判

決を破棄して有罪の判決を言い渡した。） 

であった。 

ｃ 監護者性交等罪（２件：いずれも確定） 

監護者性交等罪の無罪判決は２件であり，いずれも，性交等の

有無が争点となり（うち１件は，監護者性も争点となった。），

客観的証拠との不整合などを理由として，被害者供述の信用性が

否定され，性交等の事実が認められずに無罪となったものであっ

た。 

(ｲ) 有罪事件（１７２件） 

ａ 被告人が被害者との間に身分上又は業務上の関係を有する事件

（判決書の罪となるべき事実，犯行に至る経緯や量刑事情に係る

事実が記載されている部分に，被告人と被害者との関係性に関す

る記載がなされているものに限る。） 

被告人が被害者との間に身分上又は業務上の関係を有する事

件は，強制性交等罪３７件，準強制性交等罪８件，監護者性交等

罪４４件，児童福祉法違反２３件（計１１２件）であり，これら

について，被害者から見た被告人の立場は，以下のとおりである

13。 

 

 

                                                                                                                                                         
13  被告人一人に対し，被害者が複数いる場合には，被害者ごとに，被告人が複数の場合は被

告人ごとに計上しているため，判決の件数と合計数が一致しない場合がある（以下，「被害

者から見た被告人の立場」について同じ。）。 
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被害者から見た被告人の立場 件数 

実父又は養父 58 

母親の夫，内縁の夫又は交際相手 19 

教師又は指導者 15 

雇用主又は勤務先の上司 10  

おじ 8 

その他 11 

 

以下，強制性交等罪（刑法１７７条前段・後段）及び準強制性

交等罪につき，罪名ごとに，被害者から見た被告人の立場の分布

を示す。 

○ 強制性交等罪（３７件） 

強制性交等罪３７件中１４件は，１７７条前段（１３歳以上

の者に対し，暴行又は脅迫を用いて性交等をしたもの）が適用

されたものであり，これらについて，被害者から見た被告人の

立場は，以下のとおりである。 

被害者から見た被告人の立場 件数 

雇用主又は勤務先の上司 4 

実父又は養父 3 

おじ 3 

母親の内縁の夫又は交際相手 2 

その他 2 

 

強制性交等罪３７件中２３件は，１７７条後段（１３歳未満

の者に対して性交等をしたもの）が適用されたものであり，こ

れらについて，被害者から見た被告人の立場は，以下のとおり

である。 
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被害者から見た被告人の立場 件数 

実父又は養父 12 

教師又は指導者 7 

おじ 3 

その他 5 

 

○ 準強制性交等罪（８件） 

準強制性交等罪８件につき，被害者から見た被告人の立場

は，以下のとおりである。 

被害者から見た被告人の立場 件数 

実父又は養父 2 

母親の夫又は内縁の夫 2 

その他 4 

 

ｂ 被害者が１８歳未満の児童である事件（１０６件） 

裁判例調査の調査対象事件のうち，被害者が１８歳未満の児 

童であった件数は，１０６件であり，その罪名の内訳は， 

・ 強制性交等罪    ３０件 

・ 準強制性交等罪    ９件 

・ 監護者性交等罪   ４４件 

・ 児童福祉法違反   ２３件 

であった。 

被害者の年齢分布は，以下のとおりである14。 

 

 

 

                                                                                                                                                         
14  被告人一人に対し，被害者が複数いる場合には，被害者ごとに計上しているため，判決の

件数と合計数が一致しない場合がある。  
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 ４

歳 

５

歳 

６

歳 

７

歳 

８

歳 

９

歳 

10

歳 

11

歳 

12

歳 

13

歳 

14

歳 

15

歳 

16

歳 

17

歳 

人数 1 1 2 0 1 1 3 9 9 10 18 21 25 14 

 

被害者から見た被告人の立場は，以下のとおりである。 

被害者から見た被告人の立場 件数 

実父母又は養父 54 

母親の夫又は交際相手等 18 

教師・指導者 15 

おじ 7 

勤務先である風俗店等の経営者 5 

出会ったばかりの者 4 

面識なし 2 

その他 10 

 

「出会ったばかりの者」とは，ナンパで知り合った者などであ

り，「その他」とは，学童保育支援員，警察官，友人，友人の父

親，モデル勧誘を行った者などであった。 

ｃ 被害者が障害を有する事件（判決書において被害者の障害に 

関する指摘がなされている事件に限る。）（８件） 

８件のうち，５件は準強制性交等罪，３件は児童福祉法違反で

あり，その障害の内訳は以下のとおりである。 

障害の内容 件数 

知的障害 5 

精神障害 2 

知的障害及び発達障害 1 

 

(ｳ) 準強制性交等罪（６０件） 
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有罪判決において認定された心神喪失又は抗拒不能の原因は，

以下のとおりである15。 

心神喪失又は抗拒不能の原因 件数 

飲酒による酩酊／飲酒による熟睡 29 

薬物の作用／薬物の作用による熟睡 18 

行為の意味を誤信／誤信と畏怖・困惑 7 

知的障害／知的障害及び加害者との関係性／ 

認知症 

5 

熟睡／熟睡と覚醒後の驚がく・畏怖・困惑 5 

継続的な虐待（性的虐待，身体的虐待を含む。）／加害

者との関係性及び継続的な性的虐待 

3 

畏怖，困惑 1 

 

ウ 不起訴事件調査（別紙１１） 

近時の強制性交等罪などの処理状況を明らかにするため，平成３０

年度（平成３０年４月から平成３１年３月）に不起訴処分がなされた

事件のうち，裁定主文が「嫌疑不十分」又は「嫌疑なし」であり，不

起訴処分に係る罪名が強制性交等罪，準強制性交等罪，監護者性交等

罪，児童福祉法違反又は青少年保護育成条例違反であるものにつき，

各地方検察庁から事件記録の送付を受けてその内容を精査する方法

により，調査を行った。 

送付を受け，調査を行った事件記録は，計５４８件（いずれも「嫌

疑不十分」。うち強制性交等罪３８０件，準強制性交等罪８５件，監

護者性交等罪１１件，児童福祉法違反１３件，青少年保護育成条例違

反５９件）である。調査結果は別紙１１のとおりである。以下に概要

を示す。 

                                                                                                                                                         
15  被告人一人に対し，被害者が複数いる場合には，被害者ごとに計上しているため，判決の

件数と合計数が一致しない。 
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(ｱ) 強制性交等罪について， 

送付を受けた事件記録のうち，不起訴処分に係る罪名が強制性

交等罪であるものは３８０件あり，そのうち，刑法１７７条前段の

強制性交等罪（１３歳以上の者に対し，暴行又は脅迫を用いて性交

等をしたもの）であるものが３６１件，同条後段の強制性交等であ

るもの（１３歳未満の者に対して性交等をしたもの）が１９件であ

った。 

ａ 不起訴処分に係る罪名が同条前段の強制性交等罪である３６

１件につき，嫌疑不十分と判断した理由として挙げられた犯罪

の成立要件等に関するもののうち，主なものは，以下のとおり

である（複数該当あり）。なお，「＊」は，うち，被害者供述の

信用性に疑問が残るとされた件数である。 

嫌疑不十分と判断した理由 件数 ＊ 

被害者が性交等に同意していた可能性を排斥することが

できない（ａ） 

180 161 

被疑者が，被害者が性交等に同意していると誤信していた

可能性を排斥することができない（ｂ） 

152 94 

暴行・脅迫があったと認めるに足りる証拠がない（ｃ） 137 115 

暴行・脅迫が被害者の反抗を著しく困難にさせる程度であ

ったと認めるに足りる証拠がない（ｄ） 

54 28 

性交等が行われたと認めるに足りる証拠がない 49 45 

 

「暴行・脅迫があったと認めるに足りる証拠がない（ｃ）」

とされた１３７件のうち，１１５件について，被害者供述の信

用性に疑問が残るとされた。この１１５件を除く２２件中，１

９件については，併せて，「被害者が同意していた可能性（ａ）」

又は「被疑者が同意を誤信していた可能性（ｂ）」が嫌疑不十分

の理由として挙げられていた。また，「暴行・脅迫が被害者の反
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抗を著しく困難にさせる程度であったと認めるに足りる証拠が

ない（ｄ）」とされた５４件のうち，２８件について，被害者供

述の信用性に疑問が残るとされた。この２８件を除く２６件中，

２３件については，併せて，「被害者が同意していた可能性（ａ）」

又は「被疑者が同意を誤信していた可能性（ｂ）」が嫌疑不十分

の理由として挙げられていた。 

３６１件のうち，２５９件について，被害者供述の信用性に

疑問が残るとされた。その理由として指摘された主な事項は，

以下のとおりである（複数該当あり）。 

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由 件数 

他の客観的な証拠等と整合しない 118 

被害者の供述する被害時や被害直後の言動等が，被害に遭

った者の言動等として不自然 

93 

虚偽の供述をしているか，又は，記憶の変容により事実と

異なる供述をしているなどの可能性がある 

86 

重要事実について供述に看過し難い変遷がある 45 

 

これらのほか，「被疑者との間で示談が成立したことなどか

ら，被害者から捜査協力が得られず，又は，被害者から十分な供

述を得られなかった」ものが７０件あった。 

ｂ 次に，不起訴処分に係る罪名が同条後段の強制性交等罪であ 

る１９件につき，嫌疑不十分と判断した理由として挙げられた犯

罪の成立要件等に関するもののうち，主なものは，以下のとおり

である（複数該当あり）。なお，「＊」は，うち，被害者供述の

信用性に疑問が残るとされた件数である。 
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嫌疑不十分と判断した理由 件数 ＊ 

性交等が行われたと認めるに足りる証拠がない 12 11 

犯行の日時・場所を含む具体的事実を特定するに足りる証

拠がない 

7 7 

被疑者が，被害者の年齢（１３歳未満であること）を認識

していたことを認定するに足りる証拠がない 

5 3 

被疑者が不明である 3 3 

 

１９件のうち，１６件について，被害者供述の信用性に疑問が

残るとされた。その理由として指摘された主な事項は，以下のと

おりである（複数該当あり）。 

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由 件数 

供述があいまいで具体性を欠く 10 

重要事実について供述に看過し難い変遷がある 5 

虚偽の供述をしているか，又は，記憶の変容により事実と

異なる供述をしているなどの可能性がある 

3 

 

これらのほか，「被疑者との間で示談が成立したことなどか 

ら，被害者から捜査協力が得られず，又は，被害者から十分な供

述を得られなかった」ものが６件あった。 

(ｲ) 準強制性交等罪について 

送付を受けた事件記録のうち，不起訴処分に係る罪名が準強制性

交等罪であるものは８５件であり，嫌疑不十分と判断した理由とし

て挙げられた犯罪の成立要件等に関するもののうち，主なものは，

以下のとおりである（複数該当あり）。なお，「＊」は，うち，被

害者供述の信用性に疑問が残るとされた件数である。 
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嫌疑不十分と判断した理由 件数 ＊ 

被害者が，心神喪失又は抗拒不能の状態にあったと認める

に足りる証拠がない（ａ） 

48 35 

被害者が性交等に同意していた可能性を排斥することが

できない（ｂ） 

32 25 

被疑者が，被害者が性交等に同意していると誤信していた

可能性を排斥できない，又は，被害者が心神喪失・抗拒不能

の状態にあることを認識していなかった可能性を排斥でき

ない（ｃ） 

31 22 

性交等が行われたと認めるに足りる証拠がない 21 19 

 

「被害者が，心神喪失又は抗拒不能の状態にあったと認めるに足

りる証拠がない（ａ）」とされた４８件のうち，３５件について，

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた。この３５件を除く１３

件中，６件については，併せて，「被害者が同意していた可能性（ｂ）」

又は「被疑者が同意を誤信又は心神喪失・抗拒不能状態を認識して

いなかった可能性（ｃ）」が嫌疑不十分の理由として挙げられてい

た。 

８５件のうち，７１件について，被害者供述の信用性に疑問が残

るとされた。その理由として指摘された主な事項は，以下のとおり

である（複数該当あり）。 
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被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由 件数 

他の客観的な証拠等と整合しない 36 

被害者の供述する被害時や被害直後の言動等が，被害に遭

った者の言動等として不自然 

22 

供述があいまいで具体性を欠く 19 

虚偽の供述をしているか，又は，記憶の変容により事実と

異なる供述をしているなどの可能性がある 

14 

重要事実について供述に看過しがたい変遷がある 11 

 

これらのほか，「被疑者との間で示談が成立したことなどから，

被害者から捜査協力が得られず，又は，被害者から十分な供述を得

られなかった」ものが２３件あった。 

(ｳ) 監護者性交等罪について 

送付を受けた事件記録のうち，不起訴処分に係る罪名が監護者性

交等罪であるものは１１件であり，嫌疑不十分と判断した理由とし

て挙げられた犯罪の成立要件等に関するもののうち，主なものは，

以下のとおりである（複数該当あり）。なお，「＊」は，うち，被

害者供述の信用性に疑問が残るとされた件数である。 

嫌疑不十分と判断した理由 件数 ＊ 

犯行の日時，場所を含む具体的事実を特定するに足りる証

拠がない 

6 6 

性交等が行われたと認めるに足りる証拠がない 5 5 

被疑者が「現に監護する者」であると認めるに足りる証拠

がない 

1 0 

 

１１件のうち，９件について，被害者供述の信用性に疑問が残る

とされた。その理由として指摘された主な事項は，以下のとおりで

ある（複数該当あり）。 
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被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由 件数 

他の客観的な証拠等と整合しない 4 

重要事実について供述に看過し難い変遷がある 3 

供述があいまいで具体性を欠く 3 

 

エ 海外法制調査（別紙１２） 

アメリカ合衆国（ミシガン州，ニューヨーク州，カリフォルニア州），

イギリス，フランス，ドイツ，韓国，フィンランド及びスウェーデン

の性犯罪規定を仮訳した16。 

このうち，アメリカ合衆国（ミシガン州，ニューヨーク州），イギ

リス，フランス，ドイツ，韓国，フィンランド及びスウェーデンの性

犯罪の規定の概要をまとめたものが，別紙１２である。 

なお，性犯罪の罰則の規定の仕方や刑事手続は，国によって様々で

あるため，罰則の要件や法定刑のみをもって，処罰範囲の広狭や刑罰

の軽重を単純に比較することはできないが，規定上見受けられる我が

国の罰則との差異等を踏まえ，一定の類型ごとに表形式とした。また，

別紙１２は，各国における性犯罪に関する罰則を網羅的に掲載したも

のではない。 

① 暴行・脅迫などを用いるもの又は被害者の不同意など内心に関わ

ることを要件とするもの 

我が国の強制性交等罪に相当する犯罪の要件の定め方を見ると，

犯罪の成立に一定の手段を必要とする国として，例えば，韓国は「暴

行又は脅迫」による場合，フィンランドは「暴力又は暴力を行使す

る旨の脅迫により強要」した場合，フランスは「暴行，強制，脅迫

又は不意打ちによって」実行した場合に処罰するとしている。 

                                                                                                                                                         
16  各国の条文の仮訳は，アメリカ合衆国（ミシガン州，ニューヨーク州，カリフォルニア州），

イギリス，フランス，ドイツ，韓国については，平成 31 年３月時点（第６回実態調査ワーキン

ググループの資料として掲載），フィンランド及びスウェーデンについては，令和元年 12 月

時点（第 14 回実態調査ワーキンググループの資料として掲載予定）。 
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これに対し，例えば，イギリスは「（被害者が）性交等に同意し

ていないこと」，ドイツは「（被害者の）認識可能な意思に反して」

性的行為を行ったこと，スウェーデンは「自発的に参加していない

場合」を犯罪成立の要件としている。 

② 心神喪失・抗拒不能などを要件とするもの 

我が国の準強制性交等罪に相当する犯罪の要件の定め方を見る

と，我が国と同様の規定を置く国として，韓国は，「人の心神喪失

又は抗拒不能の状態を利用」した場合を処罰するとしている（身体

的又は精神的な障害がある人に対して強姦の罪を犯したときは，刑

が加重される。）。 

また，例えば，イギリスは，精神障害が原因で拒絶できない者と

性的活動を行う罪，精神障害者を誘引，脅迫又は欺罔して性的活動

を行う罪を規定し，ミシガン州は，「行為者が被害者が（精神的）

心神喪失者，（物理的）心神喪失者若しくは身体無能力である者で

あることを知り，又は知るべき理由があること」を犯罪成立要件の

一つとして規定している。ドイツは，「反対意思を形成し又は表明

することができない状態を利用」，「身体的又は精神的な状態に基

づき，意思の形成又は表明が著しく限定されている状況を利用」し

て性的行為をした場合を処罰するとしている。フランスは，①にお

いて記載したとおり，「暴行，強制，脅迫又は不意打ち」により性

的挿入行為を行った者を処罰するとし，「年齢，疾病，身体障害，

身体的若しくは精神的な欠陥又は妊娠によって著しく脆弱な状態に

あることが明白である者又は犯人がそれと認識している者に対して

実行したとき」については，そうでない場合より重い法定刑が定め

ている。フィンランドは，「意識がない状態，疾病，障害，畏怖状

態又はその他の無力な状態にあるために，被害者が自己防衛又は意

思の形成・表明をすることができないことに乗じて」性交をした場

合と規定している。 

③ 被害者の脆弱性，若年であること，地位・関係性に着目した要件
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が定められているもの 

我が国では，１８歳未満の者に対し，その者を監護する者である

ことによる影響力があることに乗じて性交等をした場合を処罰す

ることとしているほか，１８歳未満の児童に淫行をさせた場合，１

８歳未満の者と淫行した場合を処罰することとしている。 

〈被害者が若年者であることに着目したもの〉 

諸外国においては，(ｱ)被害者が一定の年齢未満であることに加

えて，加害者が被害者に対して一定の地位や権限を有しているこ

と（例えば，一定の親族であることや教育機関で教育をしている

ことなど）を要件としている規定（ミシガン州，イギリス，フラ

ンス，ドイツ，韓国，フィンランド，スウェーデン）があるほか，

(ｲ)被害者が一定の年齢未満であり，かつ，加害者が一定の年齢以

上であることを要件（の一つ）としている規定（イギリス，フラ

ンス）がある。 

〈被害者の脆弱性や加害者の地位・関係性に着目したもの〉 

また，諸外国においては，被害者の年齢に関わらず，被害者が

障害を有しており，加害者が被害者を誘引・脅迫・欺罔して性交

等について同意を得たことを要件とする規定（イギリス）や，加

害者が被害者に対して一定の地位や権限を有していること（矯正

施設の職員と被収容者，精神保健施設の従業員と入院患者等）を

要件としている規定（ニューヨーク州，イギリス，フランス，ド

イツ，韓国，フィンランド）がある。 

④ いわゆる性交同意年齢 

我が国では，１３歳未満の者に対する性交等が，暴行・脅迫を用

いなくても，又は，心神喪失・抗拒不能に乗じるなどしなくても，

強制性交等罪・準強制性交等罪と同等に扱われる（法定刑は，懲役

５年以上）一方，１３歳以上の者については，同意があればこれら

の罪が成立しないこととされており，その年齢が，いわゆる「性交

同意年齢」と呼ばれている。 
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諸外国において，これと同様の意味を持つ年齢を比較するため，

「一定の年齢未満の被害者との性交自体を犯罪とし，かつ，その法

定刑が，前記①又は②の類型と同じかそれ以上である場合における，

その年齢」を比較すると，ミシガン州は１３歳（①の類型より重い

法定刑：無期又は有期拘禁刑）又は１６歳（①の類型と同じ法定刑

：１５年以下の拘禁刑），イギリスは１３歳（①の類型と同じ法定

刑：最高で終身刑），スウェーデンは１５歳（①の類型と同じ法定

刑：２年以上６年以下の拘禁刑）などとしている。 

オ その他調査 

(ｱ) 目白大学人間学部心理カウンセリング学科専任講師齋藤梓氏及び

オックスフォード大学医療人類学研究室リサーチフェロー大竹裕子

氏による「性暴力の被害経験に関する質的調査報告」17 

本研究は，「望まない性交」を経験した女性３１名（当事者団体，

支援機関，調査研究用ウェブサイト等を通じたリクルートによる。）

に対し，インタビューを実施し，望まない性交の当事者である女性

の視点から見た「不同意性交」がどのようなプロセスで発生するか，

なぜ女性たちがそれを性暴力として認識できないのかなどを検討し

たものである。 

対象者３１名の計４１件の被害のうち，未成年の時の被害は２２

件であり，そのうち，１３歳未満の時の被害は８件であった。 

被害者から見た加害者の属性は， 

○ 顔見知り（友人・先輩等）     １５件 

○ 見知らぬ人（元々の知人ではない） １１件 

○ （元）パートナー          ５件 

                                                                                                                                                         
17   第７回実態調査ワーキンググループ（令和元年 5 月 24 日） 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00019.html 

なお，本研究の内容については，「当事者にとっての性交「同意」とは：性暴力被害当事

者の視点から望まない性交が発生するプロセスをとらえる」（北海道大学公共政策大学院，

年報公共政策学 13, 185-205(2019)）にもまとめられている。 

https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/bitstream/2115/74441/1/13-

12_Ronbun_Saito.pdf  

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00019.html
https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/bitstream/2115/74441/1/13-12_Ronbun_Saito.pdf
https://eprints.lib.hokudai.ac.jp/dspace/bitstream/2115/74441/1/13-12_Ronbun_Saito.pdf
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○ 父親・養父・母の恋人        ５件 

○ 上司                ３件 

○ きょうだい             ２件 

であった。 

不同意性交の型（性暴力が発生するプロセス（メインのもののみ））

は， 

○ 奇襲型          ９件 

○ 飲酒・薬物使用を伴う型  ６件 

○ 家庭内性暴力型      ７件 

○ エントラップメント型  １９件 

であった。 

このうち，エントラップメント型とは，日常会話を通じ，相手方

に対して，自分の価値を高めて権威付ける言動をしたり，相手方を

おとしめる言葉を使って弱体化させたりして，逃げ道をふさぎ，性

的な話題にすり替えて性交を強要するといったものである。もとも

と加害者の地位が高かったり，加害者への好意があったりすること

は，エントラップメント型の促進要因となるほか，女性の従順さを

よしとし，人間関係で波風を立てるべきではないといった文化規範

も，促進要因となり得る。上下関係がある場合における性被害発生

プロセスに関連する社会規範としては，職場での規範意識やジェン

ダーの規範意識が挙げられると思われる。また，地位・関係性を利

用した性被害には予兆的行動が見られるので，性加害の瞬間のみな

らず，その前からの関係性が重要であったことが分かる。 

(ｲ) 性暴力救援センター・大阪ＳＡＣＨＩＣＯによる統計18 

「ＳＡＣＨＩＣＯ」の取りまとめによれば，平成２２年４月から平

成３１年３月までの初診者２，１３０名の年齢分布は， 

                                                                                                                                                         
18   第 13 回実態調査ワーキンググループ（令和 2 年 3 月 3 日） 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00030.html 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00030.html
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○ １９歳以下   １，２８５名（６０％） 

○ ２０～２９歳    ４７６名（２３％） 

○ ３０～３９歳    ２３０名（１１％） 

などであった。 

また，平成３０年度の初診者３３９名につき，被害態様別の分布を

見ると， 

○ 他人からの被害       １６８名 

○ 性虐待（家族からの被害）   ８９名 

○ ＤＶ（パートナーからの被害） ２８名 

などであった。 

被害者の年齢と被害態様の類型については，未就学児及び小中学生

では，家族からの被害が多く，中学生・高校生では，家族からの被害

とともに，他人からの被害も多い。 

(ｳ) 性暴力救援センター日赤なごやなごみによる統計19 

「なごやなごみ」の取りまとめによれば，平成２８年１月５日から

令和元年１２月３１日までの新規受付実人数中，面談相談実人数（新

規来所者）４７４名の年齢分布は， 

○ １０歳未満  ２２名 

○ １０歳代  １５２名 

○ ２０歳代  １６６名 

○ ３０歳代   ６１名 

などであり，２０歳代までの被害が７１．７％（１８歳未満の被害は

１２４名であり，全体の２６．２％）を占めている。 

新規来所者４７４名につき，被害者から見た加害者の立場を見ると，

○ 知人    ５６％ 

○ 親族    ２７％ 

○ 見知らぬ人 １２％ 

                                                                                                                                                         
19   前注と同じ。 
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などであった。 

１８歳未満の新規来所者１２４名につき，被害者から見た加害者の

立場を見ると， 

○ 知人                  ５９名（４７．６％）

○ 親族（父親，兄，おじ，祖父，従兄を含む。） 

３３名（２６．６％） 

○ 見知らぬ人               １１名（８．９％） 

○ 権威ある人（コーチ，保育士，教師など）   ７名（５．６％） 

などであった。 

(ｴ) 東洋大学社会学部助教岩田千亜紀氏及び特定非営利活動法人しあわ

せなみだ中野宏美氏による「発達障害者への性暴力の実態に関する調

査」20 

本調査は，平成３０年３月，発達障害当事者の居場所である東京都

新宿区にあるカフェ内に調査票を設置し，希望者に回答してもらう方

法で実施し，３２名の回答を得たものである。さらに，同カフェにお

けるイベントの一環としてグループインタビューを実施するととも

に，個別インタビューを実施している。なお，調査対象者は，発達障

害と診断済みの者のほか，発達障害傾向にあると言われたものの診断

名がついていない者（男女）を含む。 

回答者３２名のうち，性暴力（望まない人（「望まない人」には，

他人だけでなく，友人，家族，親せき，夫，パートナーなど，顔見知

りの人も含む。）に性的な部位を触られる（痴漢等），キスされる，

セックスされる，裸や性器を撮影される等の，本人が望まなかった性

的な出来事）被害を「一度でも受けたことがある」と回答した者は２

３名（７１．９％），「ない」と回答した者は９名（２８．１％）で

                                                                                                                                                         
20   東洋大学社会学部紀要 56 巻 2 号 23 頁（2019 年（令和元年）3 月） 

第 9 回実態調査ワーキンググループ（令和元年 9 月 24 日） 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00023.html 
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あった。 

性暴力被害を一度でも受けたことがあると回答した２３名のうち，

１１名（４７．８％）は，複数の性暴力被害を経験していた。 

性暴力被害に遭った要因として，インタビュー調査からは，「言わ

れたことを信じる」「自己肯定感が低い」「孤独・孤立（しやすい）」

などの発達障害の特性が関係していることが示唆され，さらに，発達

障害の女性の場合は，（「女の子なんだから人には親切にしなさい」

などの）「ジェンダー規範に従わないといけないと感じる」傾向が高

いため，嫌だと思っても嫌と言えずに性暴力被害を回避できない場合

があったとされている。 

(ｵ) 東洋大学社会学部助教岩田千亜紀氏による「海外における障害者へ

の性暴力被害の状況【概要】」21 

「障害者へのＤＶなどの暴力についての国際的な動向と課題：文献

レビュー」によれば， 

① 健常者よりも障害者では性暴力被害の割合が高い 

② 障害者への性暴力被害においては，長期間，複数回にわたる被害

が多い 

③ 性暴力被害の多くは自宅で発生している 

④ 性暴力は，被害者の心身に甚大な影響を与える 

⑤ 障害者は性暴力被害から逃れることが困難である 

⑥ 性暴力被害を受けた障害者は，支援を求めることが困難である 

とされ，障害者の置かれた状況に配慮した支援体制を講じることが必

要であるとされている。 

(ｶ) 平成３０年９月内閣府男女共同参画局による「若年層における性的

な暴力に係る相談・支援の在り方に関する調査研究事業」報告書22 

                                                                                                                                                         
21   東洋大学社会学部紀要 55 巻 1 号 43 頁（2017 年（平成 29 年）） 

第 9 回実態調査ワーキンググループ（令和元年 9 月 24 日） 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00023.html 
22  内閣府男女共同参画局「若年層における性的な暴力に係る相談・支援の在り方に関する調

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00023.html
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本調査は，平成２９年８月から平成３０年３月までの間に，若年層

における性暴力に関する相談・支援を行っている民間の１７団体（相

談機関・保護施設，ワンストップ支援センター，いわゆるアダルトビ

デオ出演強要被害者等支援団体，教育の場等における性暴力被害者支

援団体，その他）の協力を得て行われた調査である。 

若年者における性暴力（被害時の年齢が３０歳未満である性交，性

交類似行為，わいせつ行為，（性的な行為や姿態の）画像・動画・音

声の記録，児童買春，その他）について，支援団体に対し，調査票を

用いた事例調査を依頼した結果，１４団体が選定した構成事例を含む

特徴的な事例２６８件のうち，被害者（相談者）の障害の有無につい

て回答があった事例１２７件について，障害「あり」と見受けられる

事例が７０件，「なし」が５７件であった。 

なお，被害の前から障害があったのか，被害の影響によって障害「あ

り」と見受けられる状態となったかについては，回答のあった調査票

からは把握できなかった。 

併せて実施された支援団体へのヒアリング調査も踏まえ，同報告書

においては，性暴力被害の背景要因のひとつとして，「障害」が掲げ

られ，「知的障害，発達障害の影響により，被害を「被害」と認識す

ることが難しいこと等から，繰り返し性暴力を受けたり，性風俗にお

いて経済的性的に搾取されたりする場合もあることが報告された。ま

た，たとえ医療機関や福祉サービス等につながっていたとしても，被

害者本人が，被害を明確に認識し，支援者等に適切に伝えることが難

しいこと等から，被害が潜在化し，再被害の防止に向けた適切な支援

につながりにくい状況にあることが報告された。」とされている。 

(4) ヒアリング等において指摘された課題 

ア 暴行・脅迫要件，不同意性交，地位・関係性利用に関連する事項（児

                                                                                                                                                         
査研究事業」報告書 

http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/pdf/jakunen_chousa_report.pdf  

http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/pdf/jakunen_chousa_report.pdf
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童の被害については，後記ウ） 

○ 平成２３年度の内閣府の調査でも，面識があった人からの被害は面

識なしの４．５倍近い割合となっている23。面識がある場合，加害者は

その地位や関係性を利用して犯罪に及ぶので，全てというわけではな

いが，暴行や脅迫を用いる必要がないのが実態ではないかと思われる。

このような場合，加害者は，暴行・脅迫はしていないと正当化し，現

行法では，暴行・脅迫があったと認定されなければ犯罪として認めら

れない現状があり，実態と法律とが乖離しているのではないかと思う。

〔第１０回・被害当事者〕 

○ 被害直後から現在まで，加害者の家について行き，お酒を飲んだ自

分が悪いという自責の念を持っている。支援してくれる人から，決し

てそうではないと言われたが，「女性が男性の家に入ったらセックス

してもいいサイン」という社会通念が根強くあると思う。お酒絡みの

事件や加害者の自宅が被害現場だと，二次被害が起こってしまう。家

について行ったからといって性行為に同意しているわけではないとい

うことや，性的同意がない性行為はレイプだということを法律で定め

ることが重要だと思う。〔前同〕 

○ 社会生活における上下関係がある場合には，地位・関係性を利用し，

また，社会的には対等でも，不平等・非対等の関係性を作り出し，不

同意の性交に追い込む場合があり，いわば「社会的抗拒不能」とでも

いうべき状況がある24。〔第７回・トラウマに関する国際保健政策学の専門

家〕 

○ 明確に同意性交といえるものと，明確に不同意性交といえるものは

                                                                                                                                                         
23  内閣府男女共同参画局「男女間における暴力に関する調査（平成 23 年度）」では，女性に

対し，これまでに異性から無理やりに性交されたことがあるかを尋ね，あったと回答した 134

人に加害者との面識の有無を聞いたところ，「よく知っている」「顔見知り程度の人」を合計

した「面識があった」が 76.9％となっており，「まったく知らない人」が 17.2％となってい

る。 

http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/h24_boryoku_cyousa.html 
24  望まない性交が起こるプロセスについては，前記(3)オ「その他調査」(ｱ)「性暴力の被害経

験に関する質的調査報告」参照。 

http://www.gender.go.jp/policy/no_violence/e-vaw/chousa/h24_boryoku_cyousa.html
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あるが，その間が非常に曖昧で，どのように分けるかという境目が難

しい。何らかの形での意思決定や意思確認があれば，明確な同意があ

ったといえるが，それがなければ全て不同意かというと，そうでもな

いように思われ，微妙な問題である。〔前同〕 

イ 心神喪失・抗拒不能要件に関連する事項 

○ いわゆるレイプドラッグや大量の飲酒による被害では，被害者の落

ち度が問題視されたり，同意があったとみなされたりして，被害届が

受理されず，又は，不起訴になる場合があるので，不適切な薬物等の

使用を準強制性交等罪に明記するべきである。〔第３回・ワンストップ支

援センター〕 

○ 障害者については，性的部位への接触を伴う介助が必要な場合があ

ること，自己肯定感の低さから相手方の要求を拒否することが難しい

場合があること，交友関係が限られており学びの機会が少ないことな

どから，そうした状況や特性を利用されて被害に遭いやすいという実

態がある。また，被害の時点では障害があることが分かっていなかっ

たが，調べてみたら障害があったということも多い。これらを踏まえ，

障害者の特性に配慮した規定を設けることが必要であり，障害の重さ

や行為者と障害者との関係性などによって，処罰の要件を定めること

も考えられる。〔第９回・啓発活動団体等〕 

ウ 児童の被害の実態に関する事項 

〈未成年者に対する被害の傾向等について〉 

○ 小学校低学年の被害の場合，加害者は，教師，中学生，年長の小

学生，スポーツクラブ講師，学習塾講師など，年長で，かつ，地域

の中で出会う機会が多い男性であることが多い。〔第３回・ワンスト

ップ支援センター〕 

○ 文部科学省の調査では，平成３０年度にわいせつ行為等に係る懲

戒処分等を受けた教育職員は２８２名であり，相手方の属性を見る

と，自校の児童・生徒・卒業生が半分近くを占める。もっとも，処

分を受けた者の人数と被害件数が合致するものではないため，被害
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の件数がその半分であるとはいえない。〔第１２回・ジェンダー法学の

専門家〕 

○ インターネットの普及に伴う新たな類型の性犯罪・性暴力が現れ

て，子どもの被害自体が増えているように思われるし，子どもに対

する教育の成果が上がって被害が顕在化してきた面もあるように思

われる。〔前同〕 

〈被害実態やその影響について〉 

○ 性教育もまともに受けていない１３歳のとき，中学生は「大人」

なのでセックスくらいするものだろうというぼんやりした考えか

ら，３２歳の男性に丸め込まれて同意をして，セックスをしたが，

その後，性依存症の状態になり，１３歳のときの性行為は性暴力で

はないかと最近気付いた。性交同意年齢は，身体的に性行為が可能

になったときではなく，（それが何歳かは難しいが，）同意を適切

に判断できる年齢まで引き上げる必要がある。〔第１０回・被害当事

者〕 

○ 小学生のときに目上の顔見知りから被害に遭ったが，被害の記憶

が思い出されたのは学生時代だった。司法に頼れない理由としては，

公訴時効もあるし，地域のコミュニティー内での被害だったため，

コミュニティーが壊れることに対する強い恐怖心が今でもある。〔前

同〕 

○ 見ず知らずの人からの被害は１０代に多く，長期にわたり重複し

て被害を受けている場合もあるなど，被害は深刻であるが，警察で

何を聞かれるか分からないから怖いなどといった理由から，警察に

行くことを拒否する人が多い。被害者の中には「自分は大丈夫だか

ら」と言う人もいるが，これは被害直後の急性期症状としての「回

避」であることが多く，このような場合には精神科を受診させるに

も困難を伴う。支援を行う者の実感として，性交同意年齢が１３歳

というのは被害実態からずれがあると感じており，学校における適

切な安全教育や性予防教育がなされておらず，１５～１９歳の若年
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女性が搾取される社会的状況からすれば，最低でも１６歳に引き上

げるのが適当である。〔第３回・ワンストップ支援センター〕 

エ 男性・ＬＧＢＴＱの被害者に関する事項 

○ 刑法改正により，強制性交等の態様として，肛門性交・口腔性交が

加わったことを機に，男性やＬＧＢＴＱの方の被害が認知され，被害

相談がしやすくなってきた結果，男性やＬＧＢＴＱの方の被害が顕在

化してきていると感じている。〔第１３回・ワンストップ支援センター〕 

○ 諸外国の調査を見ると，男性の被害は，女性の被害の１０分の１程

度と言われており，我が国の改正法の適用状況を見ると，まだ少ない

ので，これから更に顕在化してくると思われる。〔第８回・被害者支援に

携わる精神科医〕 

オ 配偶者間などにおける性犯罪に関する事項 

○ パートナーからの性被害（ＤＶ）の特徴として，当事者（加害者・

被害者）双方も，社会も，「夫婦間の性交は当たり前で同意は要らな

い」と思っている場合があり，被害が繰り返され，長期間継続するこ

とが多く，周囲に相談しづらい，取り合ってもらえないという現状が

ある。〔第１３回・ワンストップ支援センター〕 

○ ＤＶ被害者による相談では，妊娠してからワンストップ支援センタ

ーに来所するケースが半数近くおり，母体保護法上，人工妊娠中絶に

は配偶者の同意が必要とされているが，シェルター等に避難していて

離婚の話合いが進まない場合など配偶者の同意を得るのは難しいこと

も多く，本人の意思決定で妊娠継続や中絶を可能とする法整備が必要

である。〔前同〕 

カ 被害状況の撮影に関する事項 

(ｱ) 現行法の規定 

現行法上，裸体を撮影するなどの行為は，その撮影対象・部位，方

法，撮影場所等により，強制わいせつ罪，都道府県の迷惑防止条例違

反，児童ポルノ製造罪（児童買春，児童ポルノに係る行為等の規制及

び処罰並びに児童の保護等に関する法律違反）に該当する場合がある。 
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前記裁判例調査（別紙１０）により収集した有罪判決１７２件のう

ち，判決書上，被告人又は共犯者により犯行状況等の撮影が行われた

ことが明らかである事件は，４３件であった。 

この４３件の罪名は， 

〇 強制性交等罪   １４件 

〇 準強制性交等罪  １７件 

○ 監護者性交等罪   ４件 

〇 児童福祉法違反   ８件 

であり，４３件のうち２３件については，当該撮影行為につき児童ポ

ルノ製造罪で起訴され，有罪となっていた。 

(ｲ) ヒアリング等における指摘事項 

○ いわゆるレイプドラッグによる被害では，被害者は意識を失い，

目が覚めたら被害に遭っていることが多いが，被害中に盗撮される

場合もあり，その画像を消去させることは難しい。〔第３回・ワンス

トップ支援センター〕 
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３ 刑事訴訟手続に関連する事項 

(1) 改正法の附帯決議及びその対応 

ア 改正法の附帯決議 

前記第１のとおり，平成２９年改正に当たっては，衆参両議院の法務

委員会において，附帯決議が付され，刑事手続の運用に関することとし

て，以下の事項が盛り込まれた。 

○ 刑法第１７６条及び第１７７条における「暴行又は脅迫」並びに刑

法第１７８条における「抗拒不能」の認定について，被害者と相手方

との関係性や被害者の心理をより一層適切に踏まえてなされる必要が

あるとの指摘がなされていることに鑑み，これらに関連する心理学的

・精神医学的知見等について調査研究を推進するとともに，司法警察

職員，検察官及び裁判官に対して，性犯罪に直面した被害者の心理等

についてこれらの知見を踏まえた研修を行うこと（衆議院法務委員会

附帯決議第２項。参議院法務委員会附帯決議第２項に同旨）。 

○ 性犯罪に係る刑事事件の捜査及び公判の過程においては，被害者の

プライバシー，生活の平穏その他の権利利益に十分配慮し，偏見に基

づく不当な取扱いを受けることがないようにするとともに，二次被害

の防止に努めること。また，被害の実態を十分に踏まえた適切な証拠

保全を図ること（参議院法務委員会附帯決議第３項。衆議院法務委員

会附帯決議第３項に同旨。）。 

○ 強制性交等罪が被害者の性別を問わないものとなったことを踏ま

え，被害の相談，捜査，公判のあらゆる過程において，被害者となり

得る男性や性的マイノリティに対して偏見に基づく不当な取扱いをし

ないことを，関係機関等に対する研修等を通じて徹底させるよう努め

ること（参議院法務委員会附帯決議第４項）。 

○ 起訴・不起訴等の処分を行うに当たっては，被害者の心情に配慮す

るとともに，必要に応じ，処分の理由等について丁寧な説明に努める

こと（参議院法務委員会附帯決議第５項。衆議院法務委員会附帯決議

第３項に同旨。）。 



 

- 53 - 

イ 検察における研修等 

検察においては，これらの附帯決議等を踏まえ，各種研修を実施して

いる。 

性犯罪に直面した被害者の心理については， 

○ 経験年数等に応じた検察官に対する各種研修において，検察官が性

犯罪の被害者の心理等を適切に踏まえた事実認定ができるよう，性犯

罪に直面した被害者の心理に精通した臨床心理士や精神科医による講

義等を実施 

○ 令和元年９月には，捜査・公判の豊富な経験を有する検察官を対象

に，性犯罪被害者の心理等をテーマとした研修を実施し，精神科医，

産婦人科医等による講義のほか，事例研究等を実施（前記１⑶に記載

した，被害者の心理に関する心理学的・精神医学的知見に関する研究

結果の講義を含む。）  

○ 地方検察庁や高等検察庁においても，各庁の実情に応じて，性犯罪

に直面した被害者の心理に関する勉強会や講義を実施 

するなどしている。 

また，検察官に対して実施している研修においては，性的指向や性自

認の概念，性的マイノリティに対する偏見・差別によって苦しんでいる

方々がいること，そのような偏見・差別をなくし，理解を深めることが

必要であることについて講義を実施していることに加え，被害者等の年

齢，障害等の特性を把握し，それぞれの特性に応じた捜査・公判活動を

行うよう指導しているほか，障害者権利条約を含めた講義，精神科医に

よる精神障害や発達障害に関する講義を実施するなどしている。 

ウ 研修に関してヒアリング等において指摘された事項 

○ 刑法改正後，被害者の声をよく聞いてくれる警察官，検察官が増え

たと感じるが，それが認知件数や被害届の受理などにつながっている

とまではいえないように思える。捜査機関が被害者から聴取を行う際，

被害者の被害時の対処行動について，被害者に寄り添いながら聴いて

くれれば，捜査がもう少し前向きに進むと思う。海外では，警察官の
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事情聴取のトレーニングにスーパーバイザーがつくとのことであり，

日本でも，そのような研修を行うことで，被害者の側に立った対応，

捜査が可能になると思う。〔第３回・ワンストップ支援センター〕 

○ その事件を起訴するか，どのような求刑をするかは「検事次第」と

いう気もしており，頑張ってほしい。〔第２回・弁護士〕 

(2) 被害者の刑事手続への関与や被害者等の保護に関する制度等25 

ア 各種制度 

(ｱ) 被害者参加制度 

一定の犯罪に係る事件の被害者等は，裁判所の決定により，被害者

参加人として刑事裁判に参加し，公判期日に出席できるほか，検察官

の訴訟活動に意見を述べること，情状事項に関して証人を尋問するこ

と，自らの意見陳述のために被告人に質問すること，事実・法律適用

に関して意見を述べることなどができる（刑事訴訟法３１６条の３３

以下）。 

平成３０年に被害者参加の申出があった終局人員のうち，それぞれ

の被害者参加制度（証人尋問，被告人質問，事実・法律適用に関する

意見陳述等）において，被害者参加が許された被害者等の数（延べ人

員）は，通常第一審で１，４８５人であり，そのうち３６３人が，裁

判員の参加する合議体において審理及び裁判された事件におけるもの

であった（性犯罪以外の事件におけるものを含む。）。 

(ｲ) 心情に関する意見陳述 

被害者等は，公判期日において，被害に関する心情その他の被告事

件に関する意見を陳述し，又は，これに代え意見を記載した書面を提

出することができる（刑事訴訟法２９２条の２）。 

平成３０年に，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所において，

心情に関する意見陳述をした被害者等の数（延べ人員）は１，１６９

                                                                                                                                                         
25  各制度が利用されるなどした件数は，いずれも，令和元年版犯罪白書（法務総合研究所）

による。 
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人であり，意見陳述に代えた書面の提出をした被害者等の数（延べ人

員）は５４６人であった（いずれも性犯罪以外の事件におけるものを

含む。）。 

(ｳ) 損害賠償命令制度 

損害賠償命令制度は，一定の重大犯罪について，被害者等が刑事事

件の係属している裁判所に損害賠償命令の申立てを行い，裁判所が有

罪判決の言渡しを行った後に引き続き審理を行い，刑事裁判の訴訟記

録を取り調べるなどして申立てに対する決定を行う制度である（犯罪

被害者等の権利利益の保護を図るための刑事手続に付随する措置に関

する法律２３条）。 

平成３０年に，地方裁判所において，被害者等からの損害賠償命令

の申立てを受けた事件（性犯罪以外の事件を含む。）の終局件数は，

３０９件であった。 

(ｴ) 被害者特定事項秘匿 

裁判所は，性犯罪などの一定の事件について，氏名及び住所など被

害者を特定させることとなる事項を公開の法廷で明らかにしない旨の

決定をすることができる（刑事訴訟法２９０条の２）。 

平成３０年に終局した事件（性犯罪以外の事件を含む。）のうち，

高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所において被害者特定事項秘匿

決定がなされた被害者等の数（延べ人員）は，３，８４６人であった。 

(ｵ) 証人への付添い 

被害者などが証人として法廷で証言する場合などにおいて，証人の

年齢，心身の状態その他の事情を考慮し，証人が不安や緊張を覚える

おそれがあるときは，一定の要件の下，証人が証言している間，適当

と認める者（例えば，家族や心理カウンセラーなど）が証人のそばに

付き添うことができる（同法１５７条の４）。 

平成３０年に，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所において付

添いがなされた被害者等の数（延べ人員）は，１４４人であった（性

犯罪以外の事件におけるものを含む。）。 
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(ｶ) 証人尋問の際の遮蔽 

被害者などが証人として法廷で証言する場合などにおいて，犯罪の

性質，証人の年齢，心身の状態，被告人との関係その他の事情により，

証人が不安や緊張を覚えるおそれがあるときは，一定の要件の下，証

人と被告人との間，証人と傍聴人との間に，相手が認識できないよう

にする遮蔽の措置を採ることができる（同法１５７条の５）。 

平成３０年に，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所において遮

蔽がなされた被害者等の数（延べ人員）は，１，４６１人であった（性

犯罪以外の事件におけるものを含む。）。 

(ｷ) ビデオリンク方式による証人尋問 

裁判所は，性犯罪などの一定の事件の被害者等を証人として尋問す

る場合において，証人を別室に在席させ，映像と音声の送受信により

相手の状態を相互に認識しながら通話する方法（ビデオリンク方式）

により，尋問をすることができる（同法１５７条の６）。 

平成３０年に，高等裁判所，地方裁判所及び簡易裁判所においてビ

デオリンク方式による証人尋問がなされた被害者等の数（延べ人員）

は，３０２人であった（性犯罪以外の事件におけるものを含む。）。 

(ｸ) 証人等の氏名・住居の開示に係る措置 

検察官が被告人又は弁護人に対し，証人等（被害者を含む。）の氏

名・住居を開示する場合及び証拠書類等の閲覧をさせる場合において，

証人等の身体又は財産に対する加害行為等のおそれがあるときは，被

告人の防御に実質的な不利益を生ずるおそれがある場合を除き，検察

官が弁護人に氏名等を開示した上で，これを被告人に知らせない旨の

条件を付することができ，特に必要があるときは，弁護人にも開示せ

ず，代替的な呼称等を知らせることができる（同法２９９条の４）。 

(ｹ) 被害者等通知制度 

被害者等が希望する場合には，検察官は，事件の処理結果，公判期

日，裁判結果，懲役又は禁錮刑の執行終了予定時期，受刑中の刑事施

設における処遇状況に関する事項，仮釈放又は刑の執行終了による釈
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放に関する事項等及び刑の執行猶予の取消しに関する事項等につい

て，地方更生保護委員会は，仮釈放審理の開始・結果に関する事項に

ついて，保護観察所の長は，保護観察の開始・処遇状況・終了に関す

る事項について，被害者等に対し通知を行っている。 

平成３０年に通知がなされた件数は，事件処理結果については５５，

８４１件，公判期日については２２，２７６件，裁判結果については

３９，２４５件，刑の執行終了予定時期については１６，６１９件，

刑事施設における処遇状況については１８，７１５件，保護観察状況

については６，５９７件であった（いずれも延べ件数であり，性犯罪

以外の事件を含む。）。 

イ 刑事手続の運用等に関してヒアリング等において指摘された事項 

(ｱ) 事実認定に関する事項 

○ 性犯罪の被害に遭った場合の被害者の態度についての調査では，

外形上明確な行動（殴る，蹴る，騒ぐなど）をとる人より，消極的

な抵抗行動（泣く，避ける，懇願する，説得する）をとる人の方が

多く，また，積極的な行動を何もとらない人も一定程度いる。しか

し，消極的な抵抗が，抵抗として認識されていなかったり，全く無

動であるのに抗拒不能と認定されなかったりすることが問題であ

る。〔第８回・被害者支援に携わる精神科医〕 

○ 被害時に体が動かなくなる「フリーズ」などと言われる症状があ

るが，最近の研究で，「ＴＩ（トニック・イモビリティ，擬死反応）」

という，避けることのできない危険に対する意思とは無関係の反応

がある。研究途上であり，また，被害者全員に起こることではない

が，性犯罪被害者にＴＩが起きていると考えると説明がつく場合が

あるように思われる。恐怖や驚愕に対する反応，感情の麻痺，自責

感，長期にわたる虐待の影響など，被害者に生じる様々な症状や心

理状態を理解する必要がある。〔前同〕 

(ｲ) 捜査・公判手続に関する事項  

〈捜査・公判手続等に関する事項〉 
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○ 薬物や飲酒による被害が疑われる場合においては，被害者の採

尿や採血の早期実施を徹底すべきである。〔第３回・ワンストップ支

援センター〕 

○ 代理人弁護士をつけて，被害者参加をして在廷し，心情に関す

る意見陳述をした。被告人に対し，思っていることや言いたいこ

とを直接言えて，すっきりした。〔第４回・被害当事者〕 

○ 被害者は，加害者が身柄拘束されているという安心感を持って

いるため，保釈申請があった場合には，検察官は，すぐに被害者

側に連絡してほしい。被害者から裁判所には意見が言えなくても，

被害者側から検察官に報告書を出して，検察官の意見と一緒に裁

判所に出してもらうこともできる。〔第２回・弁護士〕 

○ 被告人の保釈中の制限住居は遠方であったが，公判の前々日く

らいに上京していたようで，偶然，路線バス内で会い，驚き，頭

が真っ白になった。その後も不安感があり，なぜ被害者家族であ

る我々がこのような思いをしながら日々生活しなければならない

のかと感じた。被告人に住所を知られており，生活圏も重なって

いるということもあるので，保釈の決定に当たっては，被害者の

意見も聴いてほしいと感じた。〔第９回・被害者家族〕 

○ 特に子どもが証言する場合，二次被害を生じさせないため，例

えば，ＰＴＳＤの治療期間や学校の長期休暇を考慮した期日指定

や，ビデオリンク方式の際に証人がいることになる部屋の下見，

被告人と同じ椅子に座らせないなど，できる限りの配慮，取組を

徹底してほしい。〔第２回・弁護士〕 

〈求刑・判決に関する事項〉 

○ 検察官の求刑が軽いと，「誰が被害者の代わりに闘ってくれる

のか」という気持ちを抱く被害者が多いため，そのような被害者

の気持ちを酌んでほしい。〔第２回・弁護士〕 

○ 介助が必要な娘が施設職員から準強制わいせつの被害に遭った

事件について，量刑相場ありきで，有利な事情として挙げられて
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いたことがとってつけたようにしか見えなかったし，被害者家族

が意見陳述で述べたことが判決では一言も拾われておらず，判決

が「コピペ」であると感じた。〔第９回・被害者家族〕 

(ｳ) その他の事項 

○ 被告人が保護観察付執行猶予の判決となり，被害者等通知制度に

よる通知を受けているが，何月に保護観察官や保護司との面接が何

回，としか書かれておらず，面接内容などが知りたいという希望に

合っていないので，被害者の心情に寄り添ったものにしてほしい（詳

しく知りたい場合の訪問先の案内があったが，仕事や生活もあるの

で断念した。）。〔第９回・被害者家族〕 

(3) 公訴時効制度 

ア 現行法の規定及び制度趣旨等 

公訴時効は，公訴権を消滅させるものであり，その制度趣旨は，時の

経過に応じて公訴権を制限する訴訟法規を通じて処罰の必要性と法的安

定性の調和を図ることにあるとされている。 

現行法上の公訴時効期間は，犯罪行為が終わったときから進行し，強

制性交等罪，準強制性交等罪及び監護者性交等罪は１０年，強制わいせ

つ罪，準強制わいせつ罪及び監護者わいせつ罪は７年，これらの罪の致

傷の罪は１５年，致死の罪は３０年とされている（刑事訴訟法２５０条）。 

イ 海外法制調査 

  ドイツでは，性的侵害，性的強要，強姦の公訴時効期間は，態様等に

より，５年，１０年又は２０年であるが，被害者が満３０歳になるまで

時効の進行は停止する。フランスは，強姦の公訴時効期間は２０年，強

姦以外の性的攻撃は６年であるが，被害者が未成年者であるときは，被

害者が成年（１８歳）に達したときから進行を開始し，公訴時効期間は，

強姦で３０年，強姦以外の性的攻撃で１０年である。イギリスは，正式

裁判については公訴時効制度がない。 

ウ その他調査 

(ｱ) 目白大学人間学部心理カウンセリング学科専任講師齋藤梓氏及びオ
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ックスフォード大学医療人類学研究室リサーチフェロー大竹裕子氏に

よる「性暴力の被害経験に関する質的調査報告」26 

前記２⑶オ(ｱ)のとおり，「望まない性交」を経験した女性３１名に

インタビューを実施したところ，被害認識形成までの期間は， 

○ 被害直後（１日以内）  ６件 

○ １年以内        ８件 

○ ５年以内        ９件 

○ １０年以内       ４件 

○ １０年以上       ９件 

○ 被害だと思いきれない  ４件 

○ 不明          １件 

であった。 

奇襲型の場合や見知らぬ人から突然襲われた場合は，性暴力と認識

されやすいが，飲酒・薬物の場合は，酒などを飲んだ自分が悪いと思

ったり，児童虐待の場合は，そもそも何が起きているか分からなかっ

たり，また，パートナーからの被害は，応じるのが当然であったよう

な感覚を持ったり，エントラップメント型では，断れなかった，抵抗

できなかった自分が悪いと考えたりして，性暴力と認識されにくい。 

自分の性暴力のイメージと適合していた場合や，以前に被害を受け

て，それが性暴力であると認識したことがあった場合は，被害認識が

形成されやすい様子が見られた。それに対し，幼い頃の性虐待や見知

った人から望まない性交を強いられた場合は，自分の中の性暴力のイ

メージと適合せず，「被害認識が形成されづらい場合」となっていた。

しかし，被害だと認識していない場合でも，被害の際に自分が「モノ」

                                                                                                                                                         
26   第 7 回実態調査ワーキンググループ（令和元年 5 月 24 日） 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00019.html 

なお，本研究の内容については，「性暴力被害が人生に与える影響と被害認識との関係－性

暴力被害の支援をどう整えるべきか－」（大阪教育大学，学校危機メンタルサポートセンター，

学校危機とメンタルケア，11,32-52）にもまとめられている。 

http://opac-ir.lib.osaka-kyoiku.ac.jp/webopac/g_mentalcare_11_32-52._?key=ZSMNNY 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00019.html
http://opac-ir.lib.osaka-kyoiku.ac.jp/webopac/g_mentalcare_11_32-52._?key=ZSMNNY
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扱いされたことや意思を無視されたという感覚はあるため，自殺や自

殺未遂，自傷行為を行ったり，対人関係に影響が出たりしていた。 

(ｲ) 性暴力救援センター日赤なごやなごみによる統計27 

「なごやなごみ」の取りまとめによれば，平成２８年１月５日から

令和元年１２月３１日までの間の新規来所者４７４名のうち，被害か

ら来所までの経過時間の内訳は， 

○ ７２時間以内（急性期） ２３７名 

○ １か月以内        ８６名 

○ 半年以内         ５３名 

○ １年以内         １４名 

○ １年超え（数年～４０年） ８４名 

であった。 

    (ｳ) 性暴力被害者支援センター・ふくおかによる統計28 

「ふくおか」の取りまとめによれば，平成３０年度の電話相談６０

７件のうち，被害から相談までの経過時間の内訳は， 

○ ２週間以内  ３７％ 

○ １年以内   ２１％ 

     ○ １年超    ２１％ 

     ○ 不明     ２１％ 

であった。 

エ ヒアリング等における指摘事項 

○ 被害を受けている最中から解離の症状が出始めて，それから２５年

間，記憶を封じ込めていた。記憶がよみがえってから様々な症状が出

て，弁護士にも相談したが，公訴時効があるため告訴できないと言わ

れた。訴えるか訴えないかの選択肢もないのだと絶望した。公訴時効

                                                                                                                                                         
27   第 13 回実態調査ワーキンググループ（令和 2 年 3 月 3 日） 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00030.html 
28   前注と同じ。 

http://www.moj.go.jp/hisho/saihanboushi/hisho04_00030.html
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が成人まで停止され，その後３０年間公訴提起が可能であったら，自

分は告訴していた。〔第１０回・被害当事者〕 

○ 住居侵入・強制わいせつの被害に遭い，すぐに警察に届け出た。生

活が一変し，精神科に通い，いつも「死にたい」と感じ，被害に遭っ

たきっかけは自分にあると思っていた。１０年ほど経ち，ふと，時効

を過ぎていたらどうしようと思い，警察に電話したところ，時効が過

ぎていて，社会的にこの事件が終わったことに茫然とした。回復への

第一歩を踏み出すために，時効７年は短すぎた。〔前同〕 

○ 家庭内の性暴力は，加害者との関係が良好であるときは，関係を崩

したくないと思って被害を開示できず，家族が不仲であったり多忙で

あったりすれば，心配を掛けたくないと思って開示できず，家族の仲

が良好であれば，家族関係を壊してはならないと思って開示できず，

すなわち，どのような状況にあっても被害を開示できないという状況

が見られた。多くの被害者が，途中で抵抗を試みたり，そのような行

為の意味を尋ねたりしていたが，聞き入れられなかったり回答がなか

ったりして，そのうちに無力感や諦めを感じ，又は感情を切り離すこ

とがある。行為の認識としては，性的な知識がない中，徐々に行為が

進んでいくので，理解が難しく，中学生あるいは高校生頃になって気

付き始めるが，性的な行為を家族と行うことに混乱し，高校生あるい

は卒業以降頃に性暴力であると気付き，やっと自分の苦しみが分かる

ということがある。性虐待に関しては，幼い頃から継続していく中で，

随分経たないと性虐待，性暴力であることの認識が持てないというこ

とがある。〔第７回・被害者支援に携わる臨床心理士〕 

(4) 司法面接的手法を用いた聴取 

ア 現在の運用状況 

検察においては，児童が被害者等である事件について，平成２７年１

０月に最高検察庁から発出された「警察及び児童相談所との更なる連携
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強化について（通知）」29に基づき，警察及び児童相談所との連携強化を

進めているところであり，児童の負担軽減及び児童の供述の信用性確保

の観点から，警察及び児童相談所の担当者と当該児童からの聴取の方法

等について協議を行った上で，その代表者が児童から聴取するなどの代

表者聴取の取組を進めている。 

平成２７年１０月から平成３１年３月までの実施状況は，以下のとお

りである30。 

○ 平成２７年１０月～平成２８年３月  ３９件 

○ 平成２８年 ４月～平成２８年９月 １４９件 

○ 平成２８年１０月～平成２９年３月 １５７件 

○ 平成２９年 ４月～平成２９年９月 ３４４件 

○ 平成２９年１０月～平成３０年３月 ４２３件 

○ 平成３０年 ４月～平成３０年９月 ６９９件 

○ 平成３０年１０月～平成３１年３月 ７９１件 

代表者聴取を行う際の具体的な聴取の方法は，事案に応じて異なり得

るが，児童が誘導や暗示の影響を受けやすいと指摘されていることなど

を踏まえ，児童の負担軽減及び児童の供述の信用性確保の観点から，誘

導や暗示を排除し，できる限り聴取回数を減らすなどした，司法面接的

手法が用いられる場合が一般である。 

このようにして実施した代表者聴取については，被害者の供述要旨を

記載した捜査報告書等の書面が証拠として提出されることが多いが，代

表者聴取の録音・録画記録媒体が，刑事訴訟法３２１条１項２号前段・

後段31に該当する証拠として採用された例もある。 

                                                                                                                                                         
29  平成 27 年 10 月 28 日最高検察庁刑事部長通知「警察及び児童相談所との更なる連携強化に

ついて（通知）」http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji10_00008.html 
30  平成 27 年 10 月から平成 30 年 3 月までの実施件数は，児童が被害者又は参考人である事件

であって，検察官が，警察と児童相談所の双方又は一方と協議を行った上，三者ないし二者の

うちいずれかが代表して事情聴取を行った件数である。平成 30 年 4 月以降は，それらに加え，

警察及び児童相談所のみで協議を行った上で，いずれかが代表して事情聴取を行った件数を含

む件数である。 
31  刑事訴訟法 321 条 1 項は，「被告人以外の者が作成した供述書又はその者の供述を録取した

http://www.moj.go.jp/keiji1/keiji10_00008.html
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イ ヒアリング等における指摘事項 

○ 司法面接がうまくいかなくて起訴ができなかったという事案を何件

か経験している。日本の刑事司法制度に合った面接の方法が検討され

るといい。〔第７回・被害者支援に携わる臨床心理士〕 

○ 子どもが被害に遭った場合，聴き取りの方法に問題があったとして

子どもの供述の信用性が否定されることがあるが，学校における被害

の場合には，学校，教育委員会，検察・警察，場合によっては児童相

談所を含めた多機関連携で，いわゆる司法面接を行う必要がある。〔第

１２回・ジェンダー法学の専門家〕 

○ 医師による診察と司法面接のいずれを先に行うかといったことや，

ワンストップ支援センターが関与した事案に関するその後の捜査状況

の共有を含め，連携の在り方を引き続き考えていかなければならない。

〔第１３回・ワンストップ支援センター〕 

○ 司法面接の状況を録音・録画したＤＶＤが刑事訴訟法４７条 32を理

由に被害者に開示されず，民事訴訟を起こす場合などに，再度被害状

況を話さなければならないという不都合が起きている。〔第９回・弁護

士〕 

○ 海外には，司法面接のビデオを主尋問の代わりに用いているところ

もあるようである。反対尋問は憲法上の権利なのでやらざるを得ない

としても，子どもが被害者である場合は，せめて主尋問だけでもしな

くて済むように，司法面接の録音・録画を公判で利用できるようにし

てほしい。〔第２回・弁護士，第７回・被害者支援に携わる臨床心理士〕 

                                                                                                                                                         
書面で供述者の署名若しくは押印のあるものは，次に掲げる場合に限り，これを証拠とするこ

とができる。」とし，同項 2 号は，「検察官の面前における供述を録取した書面については，

その供述者が死亡，精神若しくは身体の故障，所在不明若しくは国外にいるため公判準備若し

くは公判期日において供述することができないとき，又は公判準備若しくは公判期日において

前の供述と相反するか若しくは実質的に異なつた供述をしたとき。ただし，公判準備又は公判

期日における供述よりも前の供述を信用すべき特別の情況の存するときに限る。」と規定して

いる。 
32  刑事訴訟法 47 条は，「訴訟に関する書類は，公判の開廷前には，これを公にしてはならな

い。但し，公益上の必要その他の事由があつて，相当と認められる場合は，この限りでない。」

と規定している。 
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○ 司法面接は，専門機関による信用できる聴取方法で行われているこ

とを理由に，刑事訴訟法３２１条４項33で証拠採用されるべきである。

〔第９回・弁護士〕 

○ 障害者は，子どもと同様に，何度も同じことを聴取されると記憶が

混乱し，汚染されるほか，誘導や暗示を受けやすいという特性がある

ので，現在子どもについて行われている司法面接を障害者にも拡大す

べきである。〔第９回・啓発活動団体〕 

⑸ 起訴状等における被害者の氏名秘匿 

ア 新時代の刑事司法制度特別部会における議論 

平成２３年５月，法務大臣から，法制審議会に対し，時代に即した新

たな刑事司法制度を構築するための法整備の在り方について諮問がなさ

れ，同審議会の下に新時代の刑事司法制度特別部会が設けられた。 

同特別部会においては，約３年間にわたる調査審議を経て，平成２６

年７月，答申案が取りまとめられ，同年９月，法制審議会において，同

答申案をもって答申とすることとされた34。 

起訴状等における被害者の氏名秘匿については，同答申において，「今

後の課題」とされ，「起訴状や判決書における被害者の氏名の秘匿につ

いては，被害者の保護と被告人の防御権との調整の問題として早急に解

決しなければならず，制度的な措置を講じることを検討すべきであると

の意見があった一方で，起訴状や判決書については，被害者の氏名を必

ず記載しなければならないとはされておらず 35，個別の事案ごとの柔軟

な運用によって対処すべきであり，引き続き運用の状況を見守りつつ慎

                                                                                                                                                         
33  刑事訴訟法 321 条 4 項は，「鑑定の経過及び結果を記載した書面で鑑定人の作成したものに

ついても，前項と同様である。」と規定し，同条 3 項は，「検察官，検察事務官又は司法警察

職員の検証の結果を記載した書面は，その供述者が公判期日において証人として尋問を受け，

その真正に作成されたものであることを供述したときは，第一項の規定にかかわらず，これを

証拠とすることができる。」と規定している。 
34  法制審議会第 173 回会議（平成 26 年 9 月 18 日）

http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi03500024.html 
35  刑事訴訟法 256 条 3 項は，「公訴事実は，訴因を明示してこれを記載しなければならない。

訴因を明示するには，できる限り日時，場所及び方法を以て罪となるべき事実を特定してこれ

をしなければならない。」と規定しており,実務上,被害者の氏名を記載するのが通常である。 

http://www.moj.go.jp/shingi1/shingi03500024.html
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重な検討をすべきであるとの見解もあったところである。」とされた。 

イ 刑事手続に関する協議会について 

起訴状等における被害者の氏名秘匿については，刑事訴訟法等の一部

を改正する法律（平成２８年法律第５４号）附則９条３項において，「政

府は，この法律の公布後，必要に応じ，速やかに，再審請求審における

証拠の開示，起訴状等における被害者の氏名の秘匿に係る措置，証人等

の刑事手続外における保護に係る措置等について検討を行うものとす

る。」とされた。 

この検討に資するため，平成２９年３月から，最高裁判所，日本弁護

士連合会，警察庁及び法務省・検察庁の担当者を構成員とする「刑事手

続に関する協議会」及びその下に置かれた幹事会を計１６回開催し，意

見交換を進めているところであり，起訴状等における被害者の氏名秘匿

については，令和元年１２月までの間に，６回，協議・意見交換を行っ

た。 

なお，平成２９年刑法改正の際には，衆議院法務委員会の附帯決議第

５項で，「…起訴状等における被害者の氏名の秘匿に係る措置について

の検討を行うに際しては，性犯罪に係る刑事事件の捜査及び公判の実情

や，被害者の再被害のおそれに配慮すべきであるとの指摘をも踏まえて

検討を行うこと。」とされている（参議院法務委員会附帯決議第７項に

同旨）。 

ウ 現在の運用状況 

検察においては，事案の内容に応じ，起訴状における訴因特定の趣旨

と被害者保護の要請を踏まえつつ，起訴状における被害者の氏名の記載

方法についての配慮に努めている。具体的事例としては，被害者の氏名

に代えて， 

○ 氏名の一部を平仮名で表記する例 

○ 被害者の旧姓を記載する例 

○ 被害者の親族名と続柄を記載する例 

○ 通称名を記載する例 
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○ 外見的特徴を記載する例 

などがある。 

 裁判では，検察官が起訴状に記載した前記方法により，被害者が特定

され，手続が進められる場合があるほか，かかる記載では被害者が特定

されていないとして，裁判所が検察官に補正を求める場合がある。 

エ ヒアリングにおける指摘事項 

  本ワーキンググループで実施したヒアリングでは，見ず知らずの相手

から性犯罪の被害に遭った被害者から，裁判を通じて相手方に氏名を知

られたくないとして，逮捕状や起訴状に，被害時の氏名である旧姓と名

を片仮名表記で記載する方法を採った経験について聴取を行った。 

  その概要は，以下のとおりである。〔第４回・被害当事者〕 

 ○ 被害者の氏名は相手方に明らかにならないものと考えていたので，

警察から，名前が知られると聞かされて，それまで裁判に向けて頑張

っていたのに，やる気がなくなった。捜査の当初から，相手方に名前

が知られると分かっていたら，捜査は断っていた。 

 ○ 実名を知られたら，ＳＮＳなどで特定され，居場所が知られ，報復

されるのが怖かった。今の時代，名前が分かれば居場所も分かる。犯

人に名前を知られることを恐れて，被害を訴え出ずに泣き寝入りして

いる人がいると思う。 

 ○ 最終的には旧姓で裁判をしたが，それでも，（旧姓を使っている）

家族がいるので，裁判をすることに迷いはあった。知り合いでない人

から襲われた場合に，どうして名前を知られなければならないのか，

誰しもおかしいと思うはずである。 
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４ 加害者の再犯防止に関する事項 

(1) 施設内における取組    

ア 刑事施設における性犯罪再犯防止指導の現状 

(ｱ) 性犯罪再犯防止指導の概要 

  刑事施設においては，性犯罪の要因となる認知の偏り，自己統制力

の不足等がある者を対象とし，自己の問題性を認識させ，その改善を

図るとともに，再犯をしないための具体的な方法を習得させることを

目的として，平成１８年から性犯罪再犯防止指導を実施している。 

性犯罪再犯防止指導は，刑事施設の職員（法務教官，法務技官（心

理），刑務官，処遇カウンセラー（認知行動療法 36等の技法に通じた

臨床心理士等））を指導者とし，グループワーク及び個別に取り組む

課題を中心とし，必要に応じてカウンセリングその他の個別対応を組

み合わせて行っている。グループワークにより行う指導は，１回当た

り１００分，週に１回又は２回を標準とし，標準実施期間は指導密度

に応じて４か月から９か月としている（後記(ｲ)ｂ(b)参照）。 

(ｲ) 性犯罪再犯防止指導の実施状況 

    ａ 対象者の選定 

性犯罪再犯防止指導の対象者は，スクリーニング及び性犯罪者調

査の結果に基づき選定される。 

スクリーニングでは，新たに刑が確定した全ての受刑者につい

て，犯罪の内容や常習性の有無，性犯罪につながる問題性の有無等

について調査する。 

その上で，性犯罪者調査は，スクリーニングの結果，精密な調査

が必要と認められる者に対し，調査センターにおいて専門的知識及

び技術を有する職員により実施される。この調査では，再犯のリス

ク及び性犯罪につながる問題性の程度並びに受講を困難又は不適

                                                                                                                                                         
36   問題行動（性犯罪）の背景にある自らの認知（物事の考え方，捉え方）のゆがみに気付か

せ，これを変化させること等によって，問題行動を改善させようとする方法 
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当とする事情の有無を調査し，対象者ごとに，受講すべき指導密度，

受講させる施設・時期等について判断している。 

なお，直近５年間における性犯罪再犯防止指導の受講開始人員

は，４－１表のとおりである。 

４－１表 性犯罪再犯防止指導の受講開始人員 

平成 26 年度 平成 27 年度 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 

    492      497      493      504      797  

 

ｂ カリキュラムの内容 

性犯罪再犯防止指導は，オリエンテーション，本科プログラム，

メンテナンス・プログラムの順に行っている。 

(a) オリエンテーションは，対象者に対し，指導の構造，実施目的

を理解させること，性犯罪につながる問題性を助長するおそれが

ある行動について説明して自己規制するよう方向付けること，受

講に関する質疑応答を実施して対象者の不安の軽減を図ること

を目的とし，性犯罪調査終了後速やかに，講義形式により実施し

ている。 

(b) 本科プログラムでは，認知行動療法を基盤とし，性犯罪等の問

題行動に至った要因及びその行動に至るパターンを検討して，自

らが早期にそのパターンに介入することによって問題の再発（リ

ラプス）を防止するスキルを学ぶ，リラプス・プリベンションの

技法を用いている。 

「自己統制」，「認知のゆがみと変容方法」，「対人関係と親

密性」，「感情統制」及び「共感と被害者理解」の科目により構

成され，対象者は，その再犯リスク及び性犯罪につながる問題性

の程度に応じて，全科目を受講する「高密度」（標準９か月），

必修科目及びその者の問題性に応じて必要な科目を受講する「中

密度」（標準７か月），必修科目のみを受講する「低密度」（標

準４か月）のいずれかの指導密度を受講する。 
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(c) メンテナンス・プログラムは，本科プログラムの受講終了後，

出所までにかなりの期間がある者もいることから，これらの者を

対象として，釈放に近接する時期に実施している。本科プログラ

ムで学んだ知識やスキルを復習させ，再犯しない生活を続ける決

意を再確認させること，作成した自己統制計画の見直しをさせる

こと，社会内処遇への円滑な導入を図ることを目的としている。 

(d) このほか，性犯罪者の中には事件の責任を認めようとしなか

ったり，自らが性犯罪者であることを秘匿しようとしたりするな

ど，性犯罪再犯防止指導を受講する動機付けが低い者がいること

が指摘されており，これに対処するため，平成２３年から動機付

け面接の理論を活用して個別面接の形式で行う事前指導（プレ・

プログラム）を実施してきたが，これをグループワークの形式で

行う「準備プログラム」が開発され，平成２６年から高密度及び

中密度の受講対象者に本格的に実施している。 

また，知的能力に制約がある者に対して，本科プログラムの内

容をイラスト等の視覚情報を効果的に取り入れるなどして理解

しやすくした上で，ＳＳＴ37等の補助科目も必要に応じ実施する

「調整プログラム」のほか，刑期が短いなどの理由で受講期間が

十分に確保できない者を対象に各指導科目の内容を効率的かつ

効果的に理解できるよう中心的指導内容を集中させた「集中プロ

グラム」などを開発し，実施している。 

ｃ 指導者の育成 

性犯罪再犯防止指導は現在２１庁で実施しているが，全国レベル

で指導者の育成を行う必要性が指摘されており，毎年，全国の施設

において指導者となった職員を集めて研修を行っている。また，経

験豊富な指導者が他の施設に巡回して研修したり，各施設の指導者

                                                                                                                                                         
37   不適切な行動を修正し，必要な社会的スキルを積極的に学習させながら，対人行動の障害

やつまずきを改善しようとする治療技法  
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が他の施設における事例検討に参加することを通じて，効果的な指

導につながる方策等を考察し，自らの指導力の向上に活用する「施

設間事例検討」を行ったりしているほか，大学等から専門家を招へ

いして指導について助言を受けるなどし，指導者の知識や指導技術

の向上に努めている。 

イ 性犯罪再犯防止指導の効果検証 

(ｱ) 方法 

ａ  対象者 

平成２４年１月１日から平成２６年１２月３１日までの間に刑

事施設を出所した者のうち，性犯罪者調査におけるリスク及びニー

ズ調査で指導を受講することが必要とされた者１，９８０名。この

うち，受講群は１，４４４名であり，指導を受講していないものの

比較対照群としては不適当な者２１２名を除外し，３２４名を比較

対照群とした。 

ｂ 再犯情報 

出所後３年以内にじゃっ起された事件のうち，犯行年月日が最も

早いものを「全再犯」とし，犯行年月日が最も早い性犯罪を「性犯

罪再犯」とした。 

ｃ 分析方法 

全対象者，受刑に係る罪名別，判定された指導密度別等それぞれ

に，受講群，比較対照群別に全再犯及び性犯罪再犯の再犯率を算出

した。そして，両群の再犯率の差について検定を行い，指導の効果

について再犯リスクの程度の差を統制した上で比較分析 38を行っ

た。 

(ｲ) 結果 

ａ 全対象者における分析結果 

                                                                                                                                                         
38  Cox の比例ハザードモデルによる回帰分析により，再犯リスクの程度の差を統制した上で

分析を行った。 
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ｂ 受刑に係る罪名別の分析結果 

 

 

なお，強制わいせつ・迷惑行為防止条例違反事犯者においては，

指導の効果について統計的な裏付けは得られなかった。 

おって，児童福祉法違反等事犯者については，標本数が少なかっ

たことから，指導の効果についての比較分析は行っていない。 

ｃ 判定された指導密度別の分析結果 

      (a) 中密度判定者について 
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(b) 高密度判定者について 

        高密度判定者全体では，指導効果について統計的な裏付けは

得られなかったが，以下の群では指導効果が認められた。 

 

        

(c) 低密度判定者について 

        低密度判定者については，標本数が少なかったことから，指導

の効果についての比較分析は行っていない。 

ウ ヒアリングにおける指摘事項 

本ワーキンググループで実施したヒアリングでは，刑事施設における

性犯罪再犯防止指導に関し，以下のような指摘があった。 

〇 性的嗜好から犯罪に及んでいる場合には，広く，刑事施設における

性犯罪再犯防止指導の対象としてもらいたい。〔第１１回・性犯罪加害

者臨床の専門家〕 

〇 性犯罪再犯防止指導は，我が国の特別改善指導の先駆的な取組であ

り，刑事施設の特徴や制約を活用し，適切な実践ができている。十数

年の実績の積み重ねのうちノウハウが蓄積されてきており，学術的に

も注目に値する。〔第５回・性犯罪受刑者処遇に携わる専門家〕 

〇 性犯罪再犯防止指導の効果について，現在は，その後に再犯をした

かどうかというアウトカム指標のみが重視されているが，本件類似の

環境において別の反応を引き出せるかというプロセスに関し，学習に

より個々の対象者にどのような改善があったかを捉えることが重要

であり，それを客観的に測る仕組みを取り入れることができれば，性
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犯罪再犯防止指導の効果をより適切に把握することができると考え

られる。〔前同〕 

〇 現在の受刑者に対するアセスメント（調査）は，犯罪行動を続けて

しまう要因等について科学的なエビデンスに基づいて行われており，

指導密度等の決定に当たって一定の意義があるが，認知行動療法に基

づく指導に当たっては，どのように指導をすれば再犯から遠ざかれる

のかという「見立て」の観点を取り入れる必要がある。〔前同〕 

〇 我が国の法制度などを踏まえると，罪種等に基づいた処遇が行われ

ることは動かすことができないが，指導に当たって重要なことは，前

記の「見立て」の観点からのアセスメントを踏まえ，個々の受刑者の

問題性（機能）に応じ，プログラムのどのような内容をより強調して

用いるかということである。また，性犯罪再犯防止指導は，集団認知

行動療法がベースとなっているところ，グループ形式によるプログラ

ムに向かない者は，プログラムの内容を学ぶ段階に行き着かなかった

り，グループワークで期待される効果を損ねたりすることもあること

から，グループ形式の指導に適した者を対象者にすると，より効果が

得られやすい。〔前同〕 

〇 性犯罪再犯防止指導の指導者については，心理・教育を専門とする

職員だけでなく，刑務官も含め，異なる特徴を有する指導者が複数い

ることが指導の効果を高める。また，指導の効果を維持するためには，

スキルの習得とともに，指導者側が疲弊しないためのメンタルケアが

重要である。女性職員が指導に携わることも重要であるところ，女性

職員には相当の負荷が掛かることから，相応のスキルの習得とメンタ

ルケアが特に必要である。〔前同〕 

〇 集団認知行動療法の形式になじまない者がいるということが課題

の一つある。例えば，性犯罪に及ぶ問題性が重篤な者については，抗

男性ホルモン剤などを使用する薬物療法が必要な場合がある。コミュ

ニケーションスキルや内省能力等に困難がある者もおり，個別指導形

式等指導形式に多様性を持たせることも考えられる。また，グループ
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を乱そうとする程度が著しい者は，グループに入れることが適切では

ないという判断もあり得る。〔前同〕 

(2) 社会内における取組 

ア 保護観察所における性犯罪者処遇プログラムの現状 

(ｱ) 性犯罪者処遇プログラムの概要 

保護観察所においては，自己の性的欲求を満たすことを目的とした

犯罪行為を繰り返すなどの問題傾向を有する保護観察対象者に対し

て，認知行動療法を理論的基盤とした性犯罪者処遇プログラムを実施

している。 

性犯罪者処遇プログラムは，全国の保護観察所において，保護観察

所の職員（保護観察官）を指導者とし，保護観察官による個別指導又

は集団処遇の方法により実施している。 

(ｲ) 性犯罪者処遇プログラムの実施状況 

ａ 対象者 

性犯罪者処遇プログラムの対象者は，男性の仮釈放者又は保護観

察付執行猶予者のうち， 

①  罪名に，強制わいせつ罪（刑法１７６条），強制性交等罪（同

法１７７条），準強制わいせつ罪・準強制性交等罪（同法１７８

条），監護者わいせつ罪・監護者性交等罪（同法１７９条），強

制わいせつ等致死傷罪（同法１８１条）又は強盗・強制性交等罪

若しくは同致死罪（同法２４１条）が含まれる者（いずれも未遂

罪を含む。)  

②  罪名のいかんにかかわらず，犯罪の原因・動機が性的欲求に基

づく者（下着盗，住居侵入等） 

である。 

これらの者は全員，性犯罪者処遇プログラムの対象者となるが，

同プログラムのうちコア・プログラム（後記 b(b)参照）については，

重度の精神障害又は知的障害がある者や，保護観察期間が３月未満
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である者等の除外事由に該当する者を除き，特別遵守事項 39により

義務付けて実施している。また，特別遵守事項に義務付けられなか

った場合においても，生活行動指針40又は任意によりコア・プログラ

ムを実施することがある。 

直近５年間における性犯罪者処遇プログラムの受講開始人員は，

４－２－１表のとおりである。 

４－２－１表 

 H26 H27  H28 H29 H30 

仮釈放者 582 563 591 618 589 

保護観察付全部執行猶予者 318 338 348 321 299 

保護観察付一部執行猶予者    11 20 

 

また，保護観察所においては，対象者の家族のうち，同意を得ら

れた者を対象とするプログラム（後記ｂ(d)の家族プログラム）も実

施している。 

ｂ プログラムの内容 

性犯罪者処遇プログラムは，①プログラムの理解の促進を図ると

ともに受講に対する動機付けを高める「導入プログラム」，②全５

課程からなる中核的プログラムである「コア・プログラム」，③保

護観察期間を通し，問題性に応じて定期的に面接指導を実施する「指

導強化プログラム」，④家族の同意を得て対象者の家族に対して実

施される「家族プログラム」から構成される。 

(a) 導入プログラムは，コア・プログラム受講対象者のうち，刑事

施設のプログラムを受講していない仮釈放者及び保護観察付執行

猶予者を対象とし，性犯罪等に関する基本的な調査（事件の分析，

                                                                                                                                                         
39  個々の保護観察対象者ごとに，その改善更生のために特に遵守すべき事項として定められ，

これが遵守されなかった場合には不良措置（仮釈放の取消し等）が採られ得る。 
40  改善更生に資する生活又は行動の指針として定められる。 
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再犯防止に向けた動機付けの評価）を行うとともに，コア・プロ

グラムについての説明を行い，コア・プログラム参加に向けた動

機付けを高めることを目的とし，保護観察後速やかに，原則とし

てコア・プログラムを実施する予定の保護観察官が，個別に面接

形式で実施している。 

(b) コア・プログラムは，受講者に対し，性犯罪に関する自己の問

題点を理解させ，自己をコントロールできる力を付けさせ，問題

行動を回避できるようにさせることを目的としている。コア・プ

ログラムは，「性犯罪のプロセス」，「認知の歪み」，「自己管

理と対人関係スキル」，「被害者への共感」，「再発防止計画」

の５課程により構成され，おおむね２週間に１課程ずつ実施し，

おおむね３か月で全課程を実施している。 

(c) 指導強化プログラムは，全ての性犯罪対象者（コア・プログラ

ムの受講除外者も含む。）を対象とし，保護観察官の定期的な面

接による直接的関与を強化するとともに，再犯の予兆を速やかに

把握し，必要な指導助言等を行うことで生活を安定させることを

目的として，保護観察期間を通じて実施し，保護観察官が保護司

と協働して個別指導により行っている。 

(d) 家族プログラムは，同意を得られた対象者の家族を対象とする

もので，対象者の受刑中又は保護観察期間中，家族に対してコア

・プログラムの概要について説示し，家族から必要な協力を得ら

れるようにするほか，家族を精神的にサポートすることにより，

家族の苦痛を軽減させて，更生の援助者としての家族の機能を高

めることを目的とするものである。 

ｃ  職員研修 

新任の保護観察官を対象とした研修等において，性犯罪者処遇プ

ログラムの実施方法等に関する指導が行われている。 

イ 性犯罪者処遇プログラムの効果検証 

(ｱ) 検証方法 
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 ａ 対象者 

平成２６年に保護観察を開始した男性の性犯罪類型の仮釈放者及 

び保護観察付執行猶予者１，１９８人を対象とし，プログラム受講

の有無と平成３１年３月末日までの再犯の有無の関連に関する分析

を実施した。 

ｂ 方法 

本検証においては，調査対象者のうち性犯罪者処遇プログラムの

コア・プログラムを受講した者を「受講群」とし，コア・プログラ

ムを受講しなかった者41を「非受講群」とした。受講群と非受講群の

人数と各群における仮釈放者，保護観察付執行猶予者の別は４－２

－２表のとおりである。 

４－２－２表 号種別人数 

 

 

また，本検証では，調査対象者の再犯の有無については，再犯事

件により保護観察付執行猶予の判決を受けたこと又は刑事施設に収

容されたことにより更生保護官署 42において事件を受理したことの

有無によることとした。 

(ｲ) 検証結果 

受講群と非受講群の性犯罪の再犯に至るまでの期間について生存曲

線（４－２－３図）を作成し，その再犯率の差について検定43を行った

                                                                                                                                                         
41  保護観察期間が３月未満である者，重度の精神障害又は知的障害がある者等，除外事由に

該当する者である。除外事由に該当する者以外のすべての者にプログラムを実施しているた

め，受講群と等質性のある非受講群を確保できないことが，保護観察所における性犯罪者処

遇プログラムに係る効果検証の限界である。 
42  地方更生保護委員会又は保護観察所を指す。 
43  ２群の再犯までの期間に差があるかを検定するログランク検定の手法によって行った。 
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結果，受講群の方が非受講群より有意に再犯率が低かった（４－２－

４表）。  

４－２－３図 

  

 

４－２－４表 性犯罪の再犯についての観測期間最終日の再犯率 

 

 

次に，再犯リスクの高低を統制するため，プログラム受講の有無に

加えて，再犯リスクのアセスメントツール（ＲＡＴ44）の得点を変数と

して分析45を行った。その結果，プログラムを受講していないこととＲ

                                                                                                                                                         
44  RAT は，Risk Assessment Tool の略であり，本件の犯罪内容や前歴の犯罪内容，反復性等，

処遇の実施によって変化しない事項について得点化し，性犯罪者の再犯リスクを算出する保険

統計的なツールである。 
45  Cox の比例ハザードモデルによる回帰分析により，再犯リスクの差を統制した上で分析を

行った。 
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ＡＴ得点が高いことが性犯罪の再犯を予測していた（４－２－５表）。

したがって，再犯リスクの高低を統制しても，受講群の方が非受講群

よりも性犯罪再犯に至る者が少ないと言え，プログラムの再犯抑止効

果が示唆された。 

４－２－５表 性犯罪の再犯の予測に寄与する要因 

 

 

なお，性犯罪以外の犯罪を含むすべての再犯については，解析の前

提となる条件を満たしていなかった46ため，検証は行わなかった。 

ウ ヒアリングにおける指摘事項 

本ワーキンググループで実施したヒアリングでは，保護観察所におけ

る性犯罪者処遇プログラムに関し，以下のような指摘があった。 

〇 保護観察所におけるマンパワーとトレーニング不足が課題である。

プログラムの実施者のリスクアセスメントに関する理解や治療的介入

の技能を向上させることが必要である。プログラム実施者育成のため

の制度について考えていく必要がある。〔第６回・性犯罪加害者処遇に携

わる専門家〕 

〇 社会内処遇のためには，精神科医師や専門的なトレーニングを受け

た心理専門職等の協力が必要であるが，加害者が医療機関等に通院す

ることが困難な場合が多く，加害者に対する認知行動療法を専門とす

る機関の充実と加害者がセルフコントロールすることができるように

するための精神保健福祉センター等の公的機関による支援が必要であ

る。〔前同〕 

                                                                                                                                                         
46  比例ハザード性の仮定を満たしていなかった。 

ハザード比 （95％CI） ｐ値

プログラム受講の有無 1.485 （1.101-2.004） .009**

RAT得点 1.442 （1.346-1.545） .001***

**p <.01，***ｐ<.001

多変量解析
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〇 保護観察所の中には，コア・プログラムを修了した人が保護観察期

間内に任意で受講するプログラムを提供しているところもあり，この

ような取組が長期的に行われることが重要である。〔前同〕 

〇 様々な加害者に対応することができるよう，例えば，知的障害や精神

障害を有する者の特性を理解した上でプログラムを実施するなど，取

組に幅を持たせることが必要である。〔前同〕 

(3) その他加害者の再犯防止に関する指摘事項等 

ア 本ワーキンググループで実施したヒアリングでは，前記の施設内にお

ける取組及び社会内における取組に共通する事項として，以下のような

指摘があった。 

○ 施設内における取組と社会内における取組の一貫性が重要であり，

刑事施設及び保護観察所においては，プログラムのエッセンスに関す

る共通理解を持ってプログラムを提供する必要がある。また，刑事施

設や保護観察所におけるプログラムの効果を継続させるためには，民

間の医療機関，自助グループによる支援につなげることや，生活基盤

の支援が必要である。しかし，社会内の支援機関となるリソースが少

なく，性加害に取り組んでいる機関等でも独自の考え方や手続を用い

ていることから，加害者治療のための専門機関を設置したり，国が実

施しているプログラムの内容について関係機関と共有したりするなど

し，社会内処遇との機能的連携を図ることが必要である。〔第５回・性

犯罪受刑者処遇に携わる専門家，第６回・性犯罪加害者処遇に携わる専門家，

第１１回・性犯罪加害者臨床の専門家〕 

イ また，本ワーキンググループで実施したヒアリングでは，性犯罪加害

者の再犯防止に関し，諸外国の制度等を踏まえ，以下のように，ホルモ

ン療法，薬物療法，ＧＰＳ追跡装置による監視などの活用例に関する紹

介もあった。 

○ 諸外国では，認知行動療法をベースとしたプログラムを受け，補助

的なアプローチとして，ホルモン療法，薬物療法等を採用している例

がある。ホルモン剤に関しては，副作用があるが，治療薬を用いて治



 

- 82 - 

療的介入を行うことにより，再犯率に肯定的な影響が見出された例も

ある。薬物療法のエビデンスを積み重ねていくことも今後の大きな課

題である。〔第６回・性犯罪加害者処遇に携わる専門家，第１１回・性犯罪加

害者臨床の専門家〕 

○ 諸外国では，ＧＰＳ追跡装置による監視を行っている例があるとこ

ろ，ＧＰＳにより見張られているということが本人のセルフコントロ

ールにつながる，管理されているから再犯に至るような行動をしない

ようにするという気持ちが働くといった報告がある。もっとも，監視

されていることによって行動を制御することができる者は，その他の

方法によっても行動が制御可能な部分もあるというリスクの評価にな

る。〔前同〕 

(4) 性犯罪者処遇プログラム検討会 

前記(1)及び(2)の刑事施設及び保護観察所で実施している性犯罪者に対

する取組は，平成１８年に策定したプログラムを中心としているところ，

改正法の附則９条において，改正法の施行後３年を目途として性犯罪に係

る事案の実態に即した対処を行うための施策の在り方について検討を加え

ることが求められているほか，平成２９年１２月に閣議決定された再犯防

止推進計画には，刑事施設や保護観察所における性犯罪者等に対する専門

的なプログラム等の更なる充実を図ること等が盛り込まれている。 

このような状況に鑑み，法務省矯正局及び保護局は，刑事施設及び保護

観察所におけるより効果的な性犯罪者処遇プログラムについて検討を行う

ため，令和元年８月に，外部有識者を構成員とした「性犯罪者処遇プログ

ラム検討会」を設置した。同検討会は，令和２年上半期までに計４回の開

催を予定しており，現行のプログラムの課題と更なる充実化の方向性や，

刑事施設収容中から出所後までの一貫性のある効果的な指導について検討

を行うこととしている。 
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５ その他の事項についてのヒアリング等において指摘された課題等 

(1) 被害申告の実情等 

〇 被害者が性被害について周囲の人や関係機関等に相談しない理由とし

ては，自分が性被害に遭ったことについての認識がない，相談しても信

用してくれないのではないかと思う，周囲の人が心配するから相談でき

ない，被害について話してはいけないという文化習慣がある，被害につ

いて話さないことによって自分の身を守るといった事情がある。〔第７回

・被害者支援に携わる臨床心理士〕 

〇 被害者が性被害について警察に対する被害申告をしない理由として

は，親や周囲の人に知られたくない，加害者が有名人であったり被害者

にとって「権威のある人」であったりした場合に被害申告することによ

って生じる影響を考えて躊躇する，報復やネットによる中傷などがある

かもしれず怖い，自分に非があったかもしれないと思う，警察に行くと

何度も被害の話をしないといけないので辛い，警察に相談しても無駄だ

と思う，二次被害に遭いたくない，などといった様々な事情がある。〔第

１３回・ワンストップ支援センター〕  

〇 警察や支援機関，地域社会の性被害に関する無理解や二次被害が被害

者による性被害の相談への障害となっている。〔第７回・トラウマに関する

国際保健政策学の専門家〕 

〇 子どもの頃に性被害に遭った場合には，何が起こっているか分からず，

避ける方法も分からず，自分の身に起きたことが性暴力と認識できず，

性被害であったということを後から知るということがある。性被害に遭

った子どもは，加害者から口止めをされ，恐怖感から，性被害に遭った

ことを周囲に言えず，大人になるまで言えないことがある。子どもたち

が性的虐待とは何か，性暴力が何かということを知って申告しやすい空

気をつくることが必要である。〔第２回・弁護士，第１０回・被害当事者及び

被害者支援に携わる臨床心理士〕 

〇 被害者が，性被害について相談や被害申告をせず，潜在化している性

犯罪が多い。性被害に遭った被害者の中には，その被害が性被害である
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と認識することができない者も多く，特に，児童期の虐待，飲酒や薬物

の使用を伴う場合，パートナーによるレイプ，日常生活の中で加害者が

上下関係を作り上げて被害者の逃げ道を塞いで性交を強要するエントラ

ップメント型，被害者が障害者の場合には，被害者が被害を認識し又は

被害申告をすることが難しい。〔第３回・ワンストップ支援センター，第７回

・被害者支援に携わる臨床心理士，第９回・啓発活動団体等〕 

(2) 被害者支援の在り方 

〈ワンストップ支援センターその他の支援体制について〉 

〇 被害から一定期間経過すると被害を相談する先が実質的にはない状

況にあり，被害に遭った後一定期間経過した後の被害者の相談先を確

保し，被害者の苦しみの原因を導き出したり，相談に乗ったりするよ

うな支援など，被害者による被害認識の形成に長時間を要することも

踏まえた支援策が必要である。被害の認識や被害からの回復に時間が

かかることに配慮し，急性期の支援のみならず，過去の被害の影響が

慢性化した被害者を対象にした，中長期的な支援を担う機関，性被害

直後からの中長期的な総合的支援が必要である。〔第７回・トラウマに

関する国際保健政策学の専門家，第１０回・被害当事者〕 

〇 被害者の被害回復を適切に行うためには，ワンストップ支援センタ

ーと捜査機関，児童相談所，弁護士，学校等との連絡・協議が重要で

ある。〔第１３回・ワンストップ支援センター〕 

○ ワンストップ支援センターは各都道府県に一つでは足りず，例えば，

電話相談でも一人からの相談をじっくり聞くことができるよう，予算

・人材とも充実させる必要がある。ワンストップ支援センターでは，

全ての相談に対する支援に十分手が回らないこともあり，性暴力・性

犯罪被害者の回復を行うセンターを国が設置してほしい。〔第３回・ワ

ンストップ支援センター，第１０回・被害当事者〕 

○ 性被害に遭った場合の相談先として，警察より婦人科の方が行きや

すいので，病院拠点型のワンストップ支援センターの充実を図ってほ

しい。〔第１０回・被害当事者〕 
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〇 被害者が警察やワンストップ支援センターに相談に行けば提携する

病院等の紹介を受けることができるようにするなど，関係機関が連携

したり，性暴力を専門的に治療する機関が増えることにより，被害者

が性被害について相談しやすくなる。〔前同〕 

〇 被害に遭った男性やＬＧＢＴＱの方への支援を行う場合に，病院や

学校を含めた周囲の意識や理解を求めることに難しさを感じることが

ある。また，男性やＬＧＢＴＱの方の被害が顕在化してきたことから，

ワンストップ支援センターの提携先の医療機関として，今後は，外科

や泌尿器科等様々な診療科と連携することができる総合病院を確保す

る必要がある。〔第１３回・ワンストップ支援センター〕 

〇 トランスジェンダーの方からの被害相談については，件数としては

まだ少ないものの，支援員自身の知識や経験が十分でなく，支援の難

しさを感じることがある。今後，支援員も経験を積み重ね，研修等を

通じてトランスジェンダーの方に対する理解を深めていかなければな

らないと考えている。〔前同〕 

○ ワンストップ支援センターへの電話相談には，子どもが被害者であ

るものも含まれるが，これまで子ども本人からの相談はなく，親から

の相談であった。子どもが親に被害を話さなかったり，親に余裕がな

かったりして，潜在化している場合が多いと思われ，そのような子ど

もの被害の掘り起こしが必要である。〔第３回・ワンストップ支援センタ

ー〕   

〈その他〉 

〇 被害者が受けることができる支援や利用することができる制度等に

関する情報を早期に提供するようにしてほしい。〔第４回・被害当事者〕 

○ 被害直後の総合的サポートがうまくいかないと，無防備な性的行動，

若年期の性行為，複数のパートナーとの性行為，アルコール等の乱用，

加害行為といった行動上の影響が出て，大人になっても影響を及ぼし

続けることがあると言われている。他方で，被害直後に治療を始める

と回復がうまくいくし，とりわけ子どもたちの回復のスピードは速い
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という意見もあり，被害直後から無料で回復のためのケアやサポート

を受けられることが必要である。〔第３回・ワンストップ支援センター〕 

○ 二次被害防止のため，被害者に関わることのある，警察，検察，裁

判所，支援団体，自治体などの職員に対する被害者心理等についての

研修を充実させるべきである。〔第２回・弁護士，第７回・トラウマに関す

る国際保健政策学の専門家，第１０回・被害当事者〕 

〇 被害者が専門機関によるカウンセリングや心理療法を受ける際の治

療費，交通費などを公費負担にするなど，経済的援助を充実させるべ

きである。〔第２回弁護士・第４回被害当事者〕 

○ 性犯罪被害者に対してインターネット上での誹謗中傷がなされるこ

とがあるが，表現の自由を殊更に強調せず，適切に取り締まることが

必要である。〔第２回・弁護士〕 

(3) 子どもに対する教育や教育現場における対処の在り方 

〇 子どもの頃に性虐待に遭った人の中には，小学生や中学生の頃に，何

が性暴力，何が性虐待かという教育を受けていたら，自分に起きている

ことが何かは認識できたかもしれないという者もいた。〔第７回・被害者

支援に携わる臨床心理士〕 

○ 被害を潜在化させないためには，被害者が被害であると認識して周囲

に相談できるよう，年齢に応じた性教育等を行うことが重要であり，例

えば，「下着で隠れているところは触らせてはいけない」といったこと

を幼い頃から教えるとか，子どもと保護者を対象に，産婦人科医が体や

性の仕組みを，臨床心理士が性被害のダメージや治療の話を，警察が被

害の予防や捜査の話を，弁護士が法律の話をすることなどが考えられ，

このような取組が子どもの安全を守ることにつながる。〔第２回・弁護

士，第１０回・被害当事者〕 

〇 被害を潜在化させないためには，子どもが親や教師，医師や看護師な

ど周囲の大人にＳＯＳを出すことができる社会をつくることが必要で

あり，親等が，子どもが大切な部分を人に見られていないか，触られて

いないか，触らせていないかということに気を配ることが必要であるほ
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か，子どもから被害を知らされた大人が，子どもに「教えてくれてあり

がとう」と伝え，警察や児童相談所などに通報することが必要である。

〔第１０回・被害当事者〕 

○ 子どもと関わる機会が多い者が子どもからの被害のサインを確実に

受け止めることができるよう，教職員等に対する研修の充実を図る必要

がある。〔前同〕 

〇 教育現場における教職員やスポーツなどの指導員による性被害の対

策の強化は重要な課題であり，スクールカウンセラー等の配置を充実さ

せて，被害者や目撃者が申告しやすくすることが必要である。子どもの

目から見て信頼できる人の選択肢にスクールカウンセラーという専門

職が含まれるようにするためには，非常勤ではなく，日常的に子どもと

接し，信頼を得られる常勤のスクールカウンセラーを配置すること，ス

クールカウンセラーの人員を確保することが必要である。〔第１２回・ジ

ェンダー法学の専門家〕 

〇 学校教育現場でわいせつ行為等の被害を受けた児童・生徒に対するメ

ンタルヘルスの面，学習の面への支援を実施してほしい。〔前同〕 

〇 教員養成のための学校や教員になった後の初任者の研修において，セ   

クシャル・ハラスメントを始めとする性暴力についての講義等に力をい

れるべきである。〔前同〕 

〇 教育委員会等に対し，被害を未然に防止することを内容とする安全配

慮義務とは別に，被害が起きた後の子どもたちへの支援を内容とする配

慮義務を課してほしい。〔前同〕 

○ 教育現場における再発防止の観点から，自校児童，生徒，卒業生及び

１８歳未満の者に対するわいせつ行為等に係る被懲戒処分教育職員の

処遇の在り方について検討してほしい。〔前同〕 

○ 被害者が被害を認識し，被害を相談，申告しやすい社会にするため，

社会に対する啓発が必要である。〔第７回・トラウマに関する国際保健政策

学の専門家〕 

 



刑法の一部を改正する法律の概要
（平成２９年７月１３日施行）

① 強姦罪の構成要件及び法定刑の見直し等（新法第１７７条，第
１７８条２項，第１８１条等関係）

② 監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪の新設（新法第１７９条
等関係）

③ 強盗強姦罪の構成要件の見直し等（新法第２４１条等関係）

④ 強姦罪等の非親告罪化（旧法第１８０条等関係）

※ ３年後検討条項（改正法附則第９条）
政府は，この法律の施行後３年を目途として，性犯罪における被害の

実情，この法律による改正後の規定の施行の状況等を勘案し，性犯罪に

係る事案の実態に即した対処を行うための施策の在り方について検討を

加え，必要があると認めるときは，その結果に基づいて所要の措置を講

ずるものとする。

・ 強姦罪の対象となる行為を性交，肛門性交又は口腔性交（性交等）
こう く う

に改め，その罪名を「強制性交等罪」とした。

※ 旧法は，「女子」に対する「姦淫」（膣性交）のみを強姦罪として
重い処罰の対象としていた。

・ 強制性交等罪の法定刑の下限を懲役３年から５年とし，同罪に係る

致死傷の罪の法定刑の下限を懲役５年から６年とした。

・ １８歳未満の者に対し，その者を現に監護する者であることによ

る影響力があることに乗じてわいせつな行為又は性交等をした場

合について，強制わいせつ罪又は強制性交等罪と同様に処罰する

規定を設けた。

・ 強盗行為と強制性交等の行為を同一機会に行った場合は，その
先後を問わず，無期又は７年以上の懲役に処することとし，その罪
名を「強盗・強制性交等罪」とした。
※ 旧法では，

強盗が先行→無期又は７年以上の懲役（強盗強姦罪）

強姦が先行→５年以上３０年以下の懲役（強姦罪と強盗罪の併合罪）

・ 強姦罪，準強姦罪，強制わいせつ罪及び準強制わいせつ罪を親告

罪とする規定を削除して，非親告罪とするとともに，わいせつ目的

・結婚目的の略取・誘拐罪等も非親告罪とした。

Administrator
テキストボックス
別紙１
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衆議院法務委員会における附帯決議  
 

政府及び最高裁判所は，本法の施行に当たり，次の事項について格段

の配慮をすべきである。  
一 性犯罪が，被害者の人格や尊厳を著しく侵害する悪質重大な犯罪

であることはもとより，その心身に長年にわたり多大な苦痛を与え

続ける犯罪であって，厳正な対処が必要であるものとの認識の下，近

年の性犯罪の実情等に鑑み，事案の実態に即した対処をするための

法整備を行うという本法の趣旨を踏まえ，本法が成立するに至る経

緯，本法の規定内容等について，関係機関及び裁判所の職員等に対し

て周知すること。  
二 刑法第百七十六条及び第百七十七条における「暴行又は脅迫」並び

に刑法第百七十八条における「抗拒不能」の認定について，被害者と

相手方との関係性や被害者の心理をより一層適切に踏まえてなされ

る必要があるとの指摘がなされていることに鑑み，これらに関連す

る心理学的・精神医学的知見等について調査研究を推進するととも

に，司法警察職員，検察官及び裁判官に対して，性犯罪に直面した被

害者の心理等についてこれらの知見を踏まえた研修を行うこと。  
三 性犯罪に係る刑事事件の捜査及び公判の過程において，被害者の

プライバシー，生活の平穏その他の権利利益に十分な配慮がなされ，

偏見に基づく不当な取扱いを受けることがないようにし，二次被害

の防止に努めるとともに，被害の実態を十分に踏まえて適切な証拠

保全を図り，かつ，起訴・不起訴等の処分を行うに当たっては，被害

者の心情に配慮するとともに，必要に応じ，処分の理由等について丁

寧な説明に努めること。  
四 性犯罪被害が潜在化しやすいことを踏まえ，第三次犯罪被害者等

基本計画等に従い，性犯罪等被害に関する調査を実施し，性犯罪等被

害の実態把握に努めること。  
五 刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成二十八年法律第五十四

号）附則第九条第三項の規定により起訴状等における被害者の氏名

の秘匿に係る措置についての検討を行うに際しては，性犯罪に係る

刑事事件の捜査及び公判の実情や，被害者の再被害のおそれに配慮

すべきであるとの指摘をも踏まえて検討を行うこと。  
六 性犯罪が重大かつ深刻な被害を生じさせる上，性犯罪被害者がそ

の被害の性質上支援を求めることが困難であるという性犯罪による

被害の特性を踏まえ，被害者の負担の軽減や被害の潜在化の防止等
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のため，第三次犯罪被害者等基本計画に従い，ワンストップ支援セン

ターの整備を推進すること。  
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参議院法務委員会における附帯決議  
 

政府及び最高裁判所は，本法の施行に当たり，次の事項について格

段の配慮をすべきである。 

一 性犯罪は，被害者の心身に長年にわたり多大な苦痛を与え続ける

ばかりか，その人格や尊厳を著しく侵害する悪質重大な犯罪であっ

て，厳正な対処が必要であるところ，近年の性犯罪の実情等に鑑み，

事案の実態に即した対処をするための法整備を行うという本法の適

正な運用を図るため，本法の趣旨，本法成立に至る経緯，本法の規

定内容等について，関係機関等に周知徹底すること。 

二 刑法第百七十六条及び第百七十七条における「暴行又は脅迫」並

びに刑法第百七十八条における「抗拒不能」の認定について，被害

者と相手方との関係性や被害者の心理をより一層適切に踏まえてな

される必要があるとの指摘がなされていることに鑑み，これらに関

連する心理学的・精神医学的知見等について調査研究を推進すると

ともに，これらの知見を踏まえ，司法警察職員，検察官及び裁判官

に対して，性犯罪に直面した被害者の心理等についての研修を行う

こと。 

三 性犯罪に係る刑事事件の捜査及び公判の過程においては，被害者

のプライバシー，生活の平穏その他の権利利益に十分配慮し，偏見

に基づく不当な取扱いを受けることがないようにするとともに，二

次被害の防止に努めること。また，被害の実態を十分に踏まえた適

切な証拠保全を図ること。 

四 強制性交等罪が被害者の性別を問わないものとなったことを踏ま

え，被害の相談，捜査，公判のあらゆる過程において，被害者とな

り得る男性や性的マイノリティに対して偏見に基づく不当な取扱い

をしないことを，関係機関等に対する研修等を通じて徹底させるよ

う努めること。 

五 起訴・不起訴等の処分を行うに当たっては，被害者の心情に配慮

するとともに，必要に応じ，処分の理由等について丁寧な説明に努

めること。 

六 性犯罪が重大かつ深刻な被害を生じさせる上，性犯罪被害者がそ

の被害の性質上支援を求めることが困難であり，その被害が潜在化

しやすいという性犯罪被害の特性を踏まえ，第三次犯罪被害者等基

本計画等に従い，性犯罪等被害に関する調査を実施し，性犯罪等被

害の実態把握に努めるとともに，被害者の負担の軽減や被害の潜在
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化の防止等のため，ワンストップ支援センターの整備を推進するこ

と。 

七 刑事訴訟法等の一部を改正する法律（平成二十八年法律第五十四

号）附則第九条第三項の規定により起訴状等における被害者の氏名

の秘匿に係る措置についての検討を行うに当たっては，性犯罪に係

る刑事事件の捜査及び公判の実情や，被害者の再被害のおそれに配

慮すべきであるとの指摘をも踏まえること。 

八 児童が被害者である性犯罪については，その被害が特に深刻化し

やすいことなどを踏まえ，被害児童の心情や特性を理解し，二次被

害の防止に配慮しつつ，被害児童から得られる供述の証明力を確保

する聴取技法の普及や，検察庁，警察，児童相談所等の関係機関に

おける協議により，関係機関の代表者が聴取を行うことなど，被害

児童へ配慮した取組をより一層推進していくこと。 

九 性犯罪者は，再び類似の事件を起こす傾向が強いことに鑑み，性

犯罪者に対する多角的な調査研究や関係機関と連携した施策の実施

など，効果的な再犯防止対策を講ずるよう努めること。 
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平成３０年４月２０日 

 

性犯罪に関する施策検討に向けた実態調査ワーキンググループの設置について 

 

１ 目的 

 刑法一部改正法附則９条に基づいて同法施行後３年を目途として実施する

性犯罪に関する総合的な施策検討に資するよう，省内の関係局等の連携を図

りつつ，性犯罪の実態に関する各種調査・研究を着実に実施することを目的

とする。 

 

２ 構成員等 

座 長 政策立案総括審議官 

副座長 法務総合研究所総務企画部長 

  構成員 大臣官房秘書課企画再犯防止推進室長 

刑事局刑事課長 

刑事局刑事法制管理官 

矯正局成人矯正課長 

保護局観察課長 

法務総合研究所研究部長 

 

３ 活動内容 

（１）各種調査・研究の有機的連携及び進捗管理 

（２）性犯罪の実態把握のためのヒアリング等の実施 

（３）関係府省との連携，情報共有 
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「性犯罪に関する施策検討に向けた実態調査ワーキンググループ」の活動状況 

 

第１回 平成３０年５月２２日開催 

 

第２回 平成３０年７月３１日開催 

 ○ 犯罪被害者支援に携わる弁護士からのヒアリング 

 

第３回 平成３０年９月１２日開催 

 ○ 特定非営利活動法人性暴力救援センター・東京（ＳＡＲＣ東京）の事務所見学 

 ○ 理事長からのヒアリング 

 

第４回 平成３０年１１月２６日開催 

 ○ 性犯罪被害者２名からのヒアリング 

 

第５回 平成３１年１月１５日開催 

 ○ 川越少年刑務所における性犯罪再犯防止指導の視察等 

 ○ 性犯罪受刑者処遇に携わる専門家からのヒアリング 

 

第６回 平成３１年３月１１日開催 

 ○ 性犯罪加害者処遇に携わる専門家からのヒアリング 

 ○ 法務省における性犯罪に関する施策検討に向けた調査研究の中間報告 

 

第７回 令和元年５月２４日開催 

○ 性犯罪被害者支援に携わる被害者心理学の専門家からのヒアリング 

 

第８回 令和元年７月１２日開催 

 ○ 性犯罪被害者支援に携わる被害者心理学の専門家からのヒアリング 

 

第９回 令和元年９月２４日開催 

○ 性犯罪被害に遭った障害者の家族からのヒアリング 

 ○ 障害者への性暴力に関する啓発活動を行う団体等からのヒアリング 

 

第１０回 令和元年１０月２８日開催 

○ 性暴力被害者・支援者の団体等からのヒアリング 

 

第１１回 令和元年１１月２７日開催 

○ 性犯罪加害者臨床の専門家からのヒアリング 

 

第１２回 令和元年１２月２６日開催 

 〇 ジェンダー法学及び子どもの権利を専門とする学識者からのヒアリング 

 

第１３回 令和２年３月３日開催 

 〇 ワンストップ支援センターからのヒアリング結果について※ 

 ○ 取りまとめ骨子（案）について 

※ 令和２年１～２月 ワンストップ支援センター（４か所）の視察・ヒアリング 

   性暴力救援センター・ＳＡＲＣ東京 ／ 性暴力救援センター大阪ＳＡＣＨＩＣＯ 

   性暴力救援センター日赤なごやなごみ ／ 性暴力被害者支援センター・ふくおか 

 

第１４回 令和２年３月３０日開催 

 ○ 取りまとめについて 



別紙６ 

「性犯罪に係る事案の実態に即した対処を行うための施策の在り方」

を検討するための調査研究について  

 
調査研究名 調査概要 

１ 性犯罪被害者の心理等についての調査研究（衆・法務委附帯決議

２項，参・法務委附帯決議２項） 

心理学的・精神医学的知見等につ

いての調査研究 

性犯罪被害者の心理に関する心理学的・

精神医学的知見と捜査・公判におけるそ

の活用の在り方に関する調査研究 

２ 性犯罪等被害の実態把握のための調査研究（衆・法務委附帯決議

４項，参・法務委附帯決議６項） 

性犯罪を含む各種犯罪の被害の動

向に関する調査研究 

性犯罪を含む各種犯罪の被害の動向に関

する公式な統計に基づいた分析 

第５回犯罪被害実態（暗数）調査 性的な被害の暗数を含む犯罪被害の実態

調査。全国 16 歳以上の男女 6,000 人に

対し，訪問調査員による聴き取り調査を

実施。ただし，性的な被害については，

自記式による調査を実施 

３ 性犯罪者に対する多角的な調査研究（参・法務委附帯決議９項） 

刑事施設における性犯罪再犯防止

指導の処遇効果の検証 

性犯罪再犯防止指導の受講者及び非受講

者それぞれの再犯状況の調査・分析 

保護観察所における性犯罪者処遇

プログラムの効果的実施のための

調査研究 

性犯罪者処遇プログラムを受講した者の

保護観察開始後の再犯状況の調査・分析

等 

４ 性犯罪に関する罰則の運用状況等についての調査（附則９条等） 

改正後の規定の施行状況調査 改正後の刑法の罰条を適用した事件の捜

査処理等の状況（監護者わいせつ・監護

者性交等罪の起訴人員・件数等）を調査 

裁判例調査 平成 30 年度に第一審判決が言い渡され

た性犯罪事件のうち，無罪事件，準強制

性交等の事件，被告人が被害者との間に

身分上又は業務上の関係性を有する事件

等について調査 

不起訴事件調査 平成 30 年度に不起訴処分（嫌疑不十分）

とされた性犯罪事件につき，不起訴とさ

れた理由等について調査 

海外法制調査 諸外国における性犯罪の罰則等を調査 
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第５回犯罪被害実態（暗数）調査のうち 

「性的な被害」に係る調査結果（概要） 

   

１ 調査概要 

(1)  調査対象者 

 全国１６歳以上の男女６，０００人を無作為抽出により選定 

(2)  調査項目 

・個人単位での犯罪被害として，性的な被害や強盗など７罪種 

・世帯単位での犯罪被害として，自動車盗や自転車盗など７罪種 

・各種詐欺等被害 

・治安に関する知識や犯罪に対する処罰の在り方など 

(3)  調査方法  

 法務省が調査を委託した民間事業者の調査員による訪問調査 

 調査員が調査対象者の自宅を訪問し，主に聴き取り方式による調査を実施 

 ただし，一部の調査項目（性的な被害など）については，調査対象者自身で調

査票に記入・提出する方式（以下「自計方式」という。）による調査を実施 

 自計方式を採用した調査票の提出方法は，①その場で調査票を封かんして提

出，②後日調査員が再訪問した際封かんして提出，③郵送で提出，④オンライン

で回答の４種類から，調査対象者自身が選択する。 

(4)  調査回答者 

 聴き取り調査に対する調査回答者数は，３，７０９人 

 そのうち，自計方式による調査票全ての提出があった人数は，３，５００人（男

１，６８８人，女性１，８１２人） 

 

２ 性的な被害に関する調査の集計結果 

(1)  性的な被害の有無 

過去５年間に性的な被害に遭ったことがあると回答した者 ３５人（１．０％） 

【内訳】女性 ３０人（女性回答者の１．７％） 

    男性  ５人（男性回答者の０．３％） 

(2)  捜査機関への届出の有無 

上記(1)の３５人のうち， 

・捜査機関に被害を届け出なかったと回答した者 ２８人 

    ・捜査機関に届け出たと回答した者 ５人 

    ・無回答 ２人 

(3)  捜査機関に届け出なかった理由 

 「それほど重大ではない（損失がない，大したことではない）」１０人，「どう

したらよいのか分からなかった（被害を届け出る方法が分からなかった）」８人，

「自分で解決した（加害者を知っていた）」４人，「被害に遭ったことを知られた

くなかった（恥ずかしくて言えなかった）」４人，「捜査機関は何もできない（証

拠がない）」４人など  

(4)  被害の内容 

「痴漢」１１人，「セクハラ」７人，「強制性交等」１人，「強制わいせつ」１人，

「暴行や脅迫を受けていないが意に反するわいせつ被害」２人など 
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平成３０年度法務研究「性犯罪被害者の心理に関する 
心理学的・精神医学的知見と捜査・公判におけるその活用について」（概要） 
 

法務総合研究所   
 
１ 刑法一部改正法に対する附帯決議 
  刑法第１７６条及び第１７７条における「暴行又は脅迫」並びに刑法第１

７８条における「抗拒不能」の認定について，被害者と相手方との関係性や

被害者の心理をより一層適切に踏まえてなされる必要があるとの指摘がなさ

れていることに鑑み，これらに関連する心理学的・精神医学的知見等につい

て調査研究を推進すること（衆議院法務委員会附帯決議第２項，参議院法務

委員会附帯決議第２項） 
  
２ 研究の方法等 
  性犯罪の捜査・公判の十分な経験を有する検事が研究員となり，精神科医

等の指導・助言を受け， 
（１）性犯罪被害者の心理や行動につき，文献等から心理学的・精神医学

的知見を収集 
（２）上記の知見を踏まえ，過去の性犯罪事例を分析 
（研究期間：平成 30 年６月～12 月） 

 
３ 研究結果の概要 
 （１）性犯罪被害者の心理や行動に関する研究等 

○ 性犯罪被害者の反応や行動の実態に関する調査研究 
 性犯罪被害者が示す反応や行動には様々なものがあり，必ずしも強

い抵抗を示すわけではない。身体的抵抗より言葉による抵抗が多い傾

向が見られ，全く抵抗していない者が相当数いた。 
○ 性犯罪被害者の反応や行動の原因・機序に関する研究 

・ 被害の最中又は直後（周トラウマ期）における反応に関する知見 
     周トラウマ期の解離（非現実感，身体からの離脱体験，感覚・感

情の麻痺等），擬死状態，Tend and Befriend 反応（加害者への迎合

的行動等） 
・ 被害に直面する前の心理やリスク認知に関する知見 
  正常性バイアス（予測される脅威やその危険性について最小限に

評価しようとする傾向）等 
・ 継続的な被害にさらされた者の心理等に関する知見 
 解離，性的虐待の被害児童に見られる性的虐待順応症候群（最も

典型的な反応は，①秘密，②無力感，③罠にはまり，順応する，④
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遅れた，矛盾する，信用されない開示，⑤撤回に分類される。），学

習性無力感（何をしても状況は変わらないことを学習し，その状況

から逃れる努力をしなくなること）等 
・ 被害後の精神症状 

性犯罪被害者における心的外傷後ストレス障害（ＰＴＳＤ）の発

症率は特に高いとされる。ＰＴＳＤの診断基準を満たさない場合も，

解離等が生じていることがある。 
 （２）強姦罪（強制性交等罪）の事例分析 

○ 暴行・脅迫又は被害者の同意が争点となった強姦罪（強制性交等罪）

の事例４８件（有罪３８件，無罪１０件）の判決を分析 
○ 被害者供述の信用性の判断における被害者の言動等の検討 

無罪判決の多くは，「意に反して姦淫された」等の被害者供述の信

用性に疑問があるとされたものであり，その事情として，被害者の反

応や言動の不自然性のほか，供述と客観的証拠との不整合，供述の不

合理な変遷など，複数の要因を総合的に考慮するものが多かった。不

自然性を指摘された被害者の反応や言動としては，①容易に逃げたり

助けを求めたりできる状況であったのにそのような行動をとっていな

いこと，②拒絶の意思や抵抗を示していないこと，③被害後に被告人

におびえている様子がないこと等があった。 
○ 暴行・脅迫の程度の判断における被害者の言動等の検討 

有罪判決においては，それ自体だけを見れば程度が弱く，同意の下

で性交する場合にも行われ得る行為であっても，犯行の時間や場所，

被害者の年齢や被告人と被害者との関係，体格差や年齢差といった事

情を踏まえて，被害者の抗拒を著しく困難にさせる程度の暴行・脅迫

と判断されていた。 
 もっとも，無罪判決の中には，被告人が同意を主張したのに対し，

被害者が同意していなかったことを認定しつつ，抗拒を著しく困難に

する程度の暴行を加えたといえないとされた事例が１件あった。 
○ 被告人の故意の認定における被害者の言動等の検討 
  無罪判決の中には，被告人は，被害者が同意したと考えて行為に及

んだ可能性が否定できないなどとして，被告人の故意を否定した事例

があり，その理由として，被害者が拒否する態度や抵抗を示していな

いこと等が指摘されていた。 
○ 暴行・脅迫又は被害者の同意に関係する理由によって不起訴（嫌疑

不十分）とされた強姦罪（強制性交等罪）の事例２９件を分析したと

ころ，被害者供述の信用性の判断又は被疑者の故意の認定において，

前記同様に被害者の反応や言動について指摘するものがあった。なお，

被害者供述の信用性の判断では，複数の要因が総合的に考慮されてお
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り，被害者の反応や言動のみを理由とするものはほとんどなかった。 
 （３）準強姦罪（準強制性交等罪）の事例分析 

○ 心理的抗拒不能又は被害者の同意が争点となった準強姦罪（準強制

性交等罪）の事例１０件（有罪７件，無罪３件）を分析 
○ 無罪判決の中には，心理的抗拒不能状態の認定又は被告人の故意の

認定において，被害者の被害時の言動等を考慮している事例があった。 
 （４）専門的知見の捜査・公判への活用 

 検察官としては，被害者供述の信用性の立証や暴行・脅迫の程度又は

抗拒不能状態の判断において専門的知見を活用することや，性犯罪被害

者の精神状態を理解し，捜査・公判の過程で更なる負担や苦痛を与えな

いために配慮することが重要である。 
  
４ 今後の活用 
  本法務研究については，全国の検察官等に周知を行うなどし，捜査・公判

等の実務に活用させる予定である。 
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別紙９

平成２９年刑法改正後の規定の施行状況についての調査結果等

第１ 平成２９年刑法改正後の規定の施行状況についての調査結果
１ 調査対象

平成２９年刑法改正後の規定を適用した事件の状況等を把握するため，以下の事
件について各地方検察庁に対し報告を求め，そのうち，平成２９年７月１３日から
令和元年１２月３１日までに報告があった事件について調査を実施した。
○ 刑法１７７条（強制性交等罪 ，１７８条２項（準強制性交等罪）又は１８１条）

（ 。） ，２項 強制性交等致死傷罪及び準強制性交等致死傷罪に限る を適用した事件で
公訴事実において，肛門性交のみ，口腔性交のみ，あるいは肛門性交及び口腔性

（注）交のみを実行行為とする事件
○ 刑法１７７条（強制性交等罪 ，１７８条２項（準強制性交等罪）又は１８１条）

（ 。） ，２項 強制性交等致死傷罪及び準強制性交等致死傷罪に限る を適用した事件で
被害者が男性である事件

○ 刑法１７９条（監護者わいせつ罪，監護者性交等罪）又は１８１条（監護者わ
いせつ致死傷罪及び監護者性交等致死傷罪に限る ）を適用した事件。

（注）受理時又は処理時のいずれかのみにおいて適用した事件を含み，移送処分又は中止処分
としたものを除く。また，各罪の未遂罪を含む。

２ 調査結果
⑴ 肛門性交のみ，口腔性交のみ,あるいは肛門性交及び口腔性交を実行行為とする
事件

平成２９年改正前の強姦罪の対象となる行為は，女性に対する性交のみとされ
ていたところ，改正により，強制性交等罪及び準強制性交等罪の対象行為として
肛門性交及び口腔性交が加わったことから，これらの行為を対象とする強制性交

（ 。） 。等罪及び準強制性交等罪 未遂罪及び致死傷罪を含む の適用状況等を調査した

○ 公訴事実において，肛門性交のみ，口腔性交のみ，肛門性交及び口腔性交の
みを実行行為として起訴され，一審判決が言い渡された事件の起訴人員及びそ
の件数は，１－１表のとおりである。

○ これらのうち，実行行為が肛門性交のみ，口腔性交のみ，あるいは肛門性交
， ，及び口腔性交のみである事件のそれぞれについて 罪名・態様別の裁判結果は

１－２表のとおりである。
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○ また，これらについて，有罪判決の罪名別量刑分布を示したものが１－３表
である。なお，参考として，最高裁判所から提供を受けた，実行行為が性交で
あるものを含む強制性交等罪及び準強制性交等罪の量刑分布を付記する。
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男性を被害者とする事件⑵
強制性交等罪及び準強制性交等罪においては，男性を被害者とする性交，肛門

性交及び口腔性交も対象行為とされたことから，これらの行為を対象とする強制

性交等罪及び準強制性交等罪（未遂罪及び致死傷罪を含む ）の適用状況等を調査。
した。
○ 公訴事実において，男性を被害者として起訴し，一審判決が言い渡された事
件の起訴人員及びその件数は，２－１表のとおりである。
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○ これらついて，罪名・態様別の裁判結果は，２－２表のとおりである。

⑶ 監護者わいせつ罪，監護者性交等罪
平成２９年改正により，１８歳未満の者に対し，その者を現に監護する者であ

ることによる影響力に乗じてわいせつな行為又は性交等をした者をそれぞれ対象

とする監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪が新設されたことから，これらの罪
（未遂罪及び致死傷罪を含む ）の適用状況等を調査した。。
○ 起訴人員及びその件数については，３－１表のとおりである。
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○ 罪名別の起訴人員及び不起訴人員等の処理状況については，３－２表のとお

りである。
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○ 罪名・処理区分別の被害者の年齢については，３－３表のとおりである。

， 。○ 被害者から見た被疑者・被告人の立場については ３－４表のとおりである
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○ 起訴された事案について，有罪判決が確定したものについての量刑分布は，
３－５表のとおりである。

○ 調査過程における各地方検察庁からの報告を通じ，公判で被告人が「現に監

護する者」に当たるか否かを争った事案の判決に接した。
当該判決においては，刑法１７９条の「現に監護する者」に当たるといえる

ためには 「現にその者の生活全般にわたって，衣食住などの経済的な観点や生，
活上の指導・監督などの精神的な観点から，依存・被依存ないし保護・非保護

の関係が認められ，かつ，その関係に継続性が認められることが必要であると
解される」と指摘されていた。
その上で，同判決は 「被告人はＡらと同居して生計を共にしており，被告人，

方の家計は主として被告人の収入によって賄われていたのであるから，被告人

は，家計のやりくりや家事を主に行っていたＡの母とともに，衣食住などの経
済的な観点においてＡを保護していたものであり，Ａとしても一定のアルバイ
ト収入や貯金があったとはいえ経済的に独立しておらず，このような被告人及
びＡの母による経済面での保護に依存しながら生活していたと認められる。ま

た，被告人は，Ａと養子縁組をしただけでなく，本件当時までＡと２年近くも
一緒に生活し，授業参観や進路相談といったＡの学校行事に関与したり，Ａに
問題と思われる点があればＡに注意を加えたりしていたのであり，その家庭内
での生活ぶりを踏まえると，被告人は，Ａとの間で，通常の親子関係と同視し

」，「 ，得る程度の実質的なかかわりを持っていた こうした被告人とＡとの関係は
（中略）本件当時はその後も同様の関係が継続される予定であった」として，
被告人が「現に監護する者」に該当すると判示した。

○ 無罪判決が言い渡されたものは４件（監護者わいせつ罪を含む事実が起訴さ

れているものが２件，監護者性交等罪を含む事実が起訴されているものが３件
）であり，いずれも被害者供述の信用性に疑義があるとして，公訴事実記（注）

載のわいせつ行為，性交等行為は認められないとされた。
（注）監護者わいせつ罪及び監護者性交等罪双方の事実で起訴されているものが１件ある。
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第２ 非親告罪化された罪の不起訴理由に関する統計
平成２９年改正により，親告罪から非親告罪に改められた強制わいせつ罪，準強

， （ ） （ ） ，制わいせつ罪 強姦罪 強制性交等罪 及び準強姦罪 準強制性交等罪 について
平成２６年から平成３０年までの間に不起訴処分とした事件の不起訴理由別の件数

統計は，４－１表及び４－２表のとおりである。



別紙１０

性犯罪に係る裁判例調査
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性犯罪に係る裁判例調査

第１ 調査対象等

１ 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に第一審判決が言い渡さ

れた事件のうち，以下の事件について，各地方検察庁から判決書の送付を受け，調

査を実施した。

（注１）⑴ 無罪判決が言い渡された事件

， （ ）， （ ），公判請求時に 刑法１７７条 強制性交等罪 １７８条２項 準強制性交等罪

１７９条２項（監護者性交等罪）又は１８１条２項（強制性交等罪，準強制性交

（注２）等罪又は監護者性交等罪に係るものに限る ）を適用した事件。

⑵ 有罪判決が言い渡された事件

ア 公判請求時に，刑法１７７条（強制性交等罪）若しくは１８１条２項（強制

（ ）性交等罪に係るものに限る 又は児童福祉法６０条１項を適用した事件。） 注３

のうち，被告人が，被害者の年長の親族，教師，指導者，雇用主，上司である

（注４）など，被害者との間に身分上又は業務上の関係を有する事件

イ 公判請求時に，刑法１７７条（強制性交等罪）又は１８１条２項（強制性交

等罪に係るものに限る ）を適用した事件のうち，。

(ｱ) 被害者が身体障害，知的障害又は精神障害（発達障害を含む ）を有する事。

（注５）件

（注６）(ｲ) 二人以上の者が現場において共同してこれらの罪を犯した事件

ウ 公判請求時に，刑法１７８条２項（準強制性交等罪）又は１８１条２項（準

強制性交等罪に係るものに限る）を適用した事件

エ 公判請求時に，刑法１７９条２項（監護者性交等罪）又は１８１条２項（監

護者性交等罪に係るものに限る）を適用した事件

収集・分析した判決書の件数は，計１８０件であり，罪名ごとの件数は，以下の

とおりであった 。（注７）

〇 強制性交等罪 ４９件（有罪判決４５件・無罪判決４件）

〇 準強制性交等罪 ６２件（有罪判決６０件・無罪判決２件）

〇 監護者性交等罪 ４６件（有罪判決４４件・無罪判決２件）

〇 児童福祉法違反 ２３件（有罪判決２３件）

２ なお，調査対象期間外の判決ではあるが，社会の耳目を集めた事件で，暴行・脅

迫の有無や被害者の同意について参考となり得る判断が示されたものや，別途実施

した「平成２９年刑法改正後の規定の施行状況についての調査」により把握した事

件で 「現に監護する者」に該当するか否かについて参考となり得るものがあったこ，

とから，これらについても判決書を取り寄せ，調査を実施した。

（注１）当該罪名を認定せず，より軽い罪の成立を認めたものを含む。以下同じ。
（注２）強制性交等罪・準強制性交等罪については，刑法の一部を改正する法律（平成２９年
法律第７２号）による改正前（以下「改正前」という ）の強姦罪・準強姦罪に係るものを含。
。 ， ， 。 。む 強制性交等罪 準強制性交等罪 強姦罪及び準強姦罪のいずれも未遂を含む 以下同じ

（注３）児童福祉法は，何人も「児童に淫行をさせる行為」をしてはならないとし（同法３４
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条１項６号 ，この規定に違反した者は，１０年以下の懲役若しくは３００万円以下の罰金）
に処し，又はこれを併科すると規定している（同法６０条１項）ところ，本調査の対象は，

（ ， 。 。） ，行為者が児童と性交等 性交 肛門性交又は口腔性交をいう 以下同じ をした事案に限り
監護者性交等罪等と科刑上一罪として公判請求されたものを除く。以下，児童福祉法違反と
記載するものについて同じ。

（注４）判決書（罪となるべき事実が記載された部分に限らず，犯行に至る経緯や量刑事情に
係る事実が記載された部分を含む。以下同じ ）において，被害者と被告人の関係性に関する。
記載がなされているものに限る。以下同じ。

（注５）判決書において，被害者の障害に関する記載がなされているものに限る。以下同じ。
（注６）改正前の集団強姦罪及び各罪の未遂・致死傷を含む。いずれも以下同じ。
（注７）件数は，原則として判決書ごとに計上し，ただし，罪名が異なる複数の訴因について
一つの判決書で判決が言い渡された場合には，それぞれの罪名ごとに計上した。そのため，
例えば，同一被告人に対し，複数の強制性交等の訴因について一つの判決が言い渡された場
合，これを１件として計上し，強制性交等の事実と準強制性交等の事実の二つの訴因につい
て一つの有罪判決が言い渡された場合には，強制性交等罪の有罪判決１件，準強制性交等罪
の有罪判決１件として計上した。したがって，判決書の総数と罪名ごとの件数の合計とは一
致しない。以下同じ。

第２ 調査結果

１ 無罪事件

⑴ 概観

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に第一審で無罪判決が

言い渡された事件として判決書の送付を受けたものは，

○ 強制性交等罪 ４件

○ 準強制性交等罪 ２件

○ 監護者性交等罪 ２件

であった 。（注８ （注９） ）

（注８）強制性交等罪・準強制性交等罪には，改正前の強姦罪・準強姦罪を含み，各罪の未
遂及び致死傷を含む。監護者性交等罪については，未遂及び致死傷を含む。いずれも以下
同じ。

（注９）本調査の対象期間である平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの期間
， ，に対応する統計は不見当であるが 平成３０年１月１日から同年１２月３１日までの間に

第一審において，処断罪名が強制性交等罪，準強制性交等罪，監護者性交等罪又は改正前
の集団強姦罪若しくは集団準強姦罪であるものについて有罪判決が言い渡された実人員数
（同一被告人について複数の起訴があっても，弁論終結時において弁論が併合されている
限り１件として計上したもの）は，３３０件であった（最高裁判所事務総局から提供を受
けた資料による 。。）

⑵ 強制性交等罪

強制性交等罪について無罪判決が言い渡された事件は，４件であった。

ア 刑法１７７条前段の罪（１３歳以上の者に対し，暴行又は脅迫を用いて性交

等をした罪）で公判請求された事件

刑法１７７条前段の罪で公判請求され，無罪判決が言い渡されたものは，３

件であり，無罪とされた理由は，以下のとおりであった。

〔事例１〕暴行の事実が認められないとされたもの（一審確定）

〇 公訴事実の要旨
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被告人方において，Ａ（当時２１歳）に対し，その頭髪をつかんで引っ

張り，仰向けになったＡの前頸部を片手で上から押さえ付けるなどの暴行

を加え，Ａと性交した。

〇 裁判所の判断

被害者の供述のうち暴行に関する部分について，不自然である，他の証

拠との整合性に疑問があるなどとして信用性を認めず，被害者が供述する

暴行があったとは認められないと判断した。

〔事例２〕被告人が，自己の行為が被害者の反抗を著しく困難にする程度の暴

行であることを認識していたと認められないとされたもの（一審確定）

○ 公訴事実の要旨

深夜，通行中のＡ（当時２５歳）に声を掛け，背中に手を回すなどして

店舗敷地内に連行し，Ａの体を抱きかかえて持ち上げ，ウッドデッキに座

った自己の体の上にＡを仰向けに横たわらせ，わいせつな行為をするなど

の暴行を加え，口腔性交し，加療約２週間を要する口唇挫創等の傷害を負

わせた。

〇 裁判所の判断

被害者の供述が一部を除いて信用できるとした上で，被害者供述から認

められる事実を前提としても，被告人が，自己の行為が被害者の反抗を著

しく困難にする程度の暴行であることを認識していたとは認められないと

した。

〔事例３〕性交等が未遂に終わった事案で，被告人に性交に及ぶ意図があった

とは認められないとされ，強制わいせつ罪の限度で有罪とされたもの（一審

確定）

○ 公訴事実の要旨（無罪となった事実のみ）

被告人方において，姪であるＡ（当時１５歳）に対し，背後から抱き付

いてその肩付近を腕で押さえ付け，その両足を両足で押し広げ，わいせつ

な行為をするなどの暴行を加え，性交しようとしたが，その目的を遂げな

かった。

〇 裁判所の判断

被害者の供述が信用できるとした上で，被害者の供述から認められる事

実を前提としても，被告人に性交に及ぶ意図があったとは認められないと

した。

なお，これらのほかに，暴行の事実が認められず，強制性交等罪の成立は認

められなかったものの，被害者の抗拒不能に乗じて性交したとして準強制性交

等罪の成立が認められて有罪となったものが１件あった（後記３⑵飲酒による

酩酊の事例 。）

イ 刑法１７７条後段の罪（１３歳未満の者に対する性交等の罪）で公判請求さ

れた事件

刑法１７７条後段の罪で公判請求され，無罪判決が言い渡されたものは，１
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件であり，無罪とされた理由は，以下のとおりであった。

〔事例４〕性交の事実が認められないとされたもの（控訴審係属中）

○ 公訴事実の要旨

実子であるＡ（当時１２歳）が１３歳未満であることを知りながら，被

告人方において，Ａと性交し，１３歳未満の女子を姦淫した。

○ 裁判所の判断

被害者の供述は，客観的な状況に照らして不合理であるとしてその信用

性を認めず，性交の事実が認められないとした。

⑶ 準強制性交等罪

準強制性交等罪について無罪判決が言い渡された事件は，２件であり，無罪と

された理由等は，以下のとおりであった。

〔事例１〕被害者が抗拒不能状態にあったと認められなかったもの（上告審係属

中）

○ 公訴事実の要旨

同居の実子であるＡ（当時１９歳）が，かねてから被告人による暴力や性

的虐待等により被告人に抵抗できない精神状態で生活しており，抗拒不能の

状態に陥っていることに乗じ，⑴事務所会議室で性交し，⑵ホテル客室内で

性交した。

○ 裁判所の判断

第一審は，被害者の供述の信用性を認めたが，被害者の供述から認められ

る事実を前提としても，抗拒不能状態にあったとは認められないとした。

これに対し，控訴審は，被害者が抗拒不能状態にあったことを認めるとと

もに，被告人が，被害者が抗拒不能状態にあったことを認識していたものと

認め，一審判決を破棄して有罪判決を言い渡した。

〔事例２〕被告人が，被害者が抗拒不能状態にあることを認識していたと認めら

れなかったもの（上告審係属中）

○ 公訴事実の要旨

飲食店店内において，Ａ（当時２２歳）が飲酒酩酊のため抗拒不能である

のに乗じ，姦淫した。

○ 裁判所の判断

第一審は，被害者の供述の信用性を認めたが，被害者供述から認められる

事実を前提としても，被告人が，被害者が抗拒不能状態にあったことを認識

していたとは認められないとした。

これに対し，控訴審は，被告人は被害者が抗拒不能状態にあったことを認

識していたものと認め，一審判決を破棄して有罪判決を言い渡した。

⑷ 監護者性交等罪

監護者性交等罪について無罪判決が言い渡された事件は，２件であり，無罪と

された理由等は，以下のとおりであった。
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〔事例１〕性交の事実が認められないとされたもの（一審確定）

○ 公訴事実の要旨

養子であるＡ（当時１３歳）と同居して寝食の世話をし，指導・監督をす

るなどしてＡを現に監護する者である被告人が，Ａが１８歳未満の者である

ことを知りながら，駐車中の自動車内において，Ａと性交した。

○ 裁判所の判断

被害者の通学先の学校の教諭に対する供述について，客観的証拠から推認

される被告人と被害者の行動経過と整合しないこと，同教諭の質問の仕方等

に影響を受けて事実と異なる供述をした疑いがあることから，その信用性を

認めず，性交の事実が認められないとした。

〔事例２〕性交の事実が認められないとされたもの（一審確定）

○ 公訴事実の要旨

養子であるＡ（当時１６歳）と同居して寝食の世話をし，その指導・監督

をするなどしてＡを現に監護する者である被告人が，Ａが１８歳未満の者で

あることを知りながら，被告人方において，Ａと性交した。

○ 裁判所の判断

本件性交に関する被害者の証言は，被告人との間のＬＩＮＥのやりとりと

の整合性や内容の自然性に問題があり，誘導によってなされた虚偽の供述で

ある疑いを払拭できず，信用性を認めることができないとして，性交の事実

が認められないとした。

２ 有罪事件

⑴ 被告人が被害者との間に身分上又は業務上の関係を有する事件

ア 概観

前記第１．１⑵に記載した事件のうち，被告人が，被害者の年長の親族，教

師，指導者，雇用主，上司であるなど，被害者との間に身分上又は業務上の関

， ， ， 。係を有するものは １１２件であり 罪名ごとの件数は 以下のとおりである

なお，前記１に記載した無罪事件のうち，被告人が被害者との間に身分上又は

業務上の関係を有するものは，５件（１⑵の〔事例３〕及び〔事例４ ，１⑶の〕

〔事例１ ，１⑷の〔事例１〕及び〔事例２ ）であった。〕 〕

○ 強制性交等罪 ３７件

○ 準強制性交等罪 ８件

〇 監護者性交等罪 ４４件

○ 児童福祉法違反 ２３件

また，被害者と被告人の具体的な関係（被害者から見た被告人の立場。以下

同じ ）は，以下のとおりであった 。。 （注１０）

○ 実父母・養父 ５８件

○ 母親の夫・内縁の夫・交際相手 １９件

〇 教師・指導者 １５件

○ 雇用主・勤務先の上司 １０件
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○ おじ ８件

○ その他 １１件

（注１０）被害者と被告人の関係については，被害者が複数の場合は被害者ごとに，被告
人が複数の場合は被告人ごとに，それぞれ計上した。以下同じ。

イ 強制性交等罪（刑法１７７条前段が適用されたもの）

強制性交等罪（刑法１７７条前段に係るものに限る ）について有罪判決が言。

い渡された事件のうち，被告人が被害者との間に身分上又は業務上の関係を有

するものは，１４件であった。

(ｱ) 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった 。（注１１）

○ １０代（１３歳から１９歳まで） ８件

○ ２０代 ５件

○ ３０代 １件

（注１１）被害者が複数年にわたって被害に遭っている場合は，最も若年の被害時の年
齢で計上した。以下同じ。

(ｲ) 被害者と被告人の関係

被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 雇用主・勤務先の上司 ４件

○ 実父・養父 ３件

○ おじ ３件

○ 母親の内縁の夫・交際相手 ２件

○ 業務上の利害関係者 １件

○ 居住している寮の寮長 １件

ウ 強制性交等罪（刑法１７７条後段が適用されたもの）

強制性交等罪（刑法１７７条後段に係るものに限る ）について有罪判決が言。

い渡された事件のうち，被告人が被害者との間に身分上又は業務上の関係を有

するものは，２３件であった。

(ｱ) 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった 。（注１２）

○ ４歳 １件

○ ５歳 １件

○ ６歳 ２件

○ ８歳 １件

○ ９歳 １件

○ １０歳 ３件

○ １１歳 ９件

○ １２歳 ９件

（注１２）一人の被告人につき，複数の被害者に対する事件について判決が言い渡され
た場合には，被害者ごとに年齢を計算しているため，年齢分布の件数の合計と罪名ご



- 7 -

との件数は一致しない場合がある。以下同じ。

(ｲ) 被害者と被告人の関係

被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 実父・養父 １２件

（注１３）○ 教師・指導者 ７件

○ おじ ３件

○ 母親の内縁の夫 １件

○ 異父兄 １件

（注１４）○ その他 ３件

（ ）「 」 ， ， ， 。注１３ 教師・指導者 は 小学校講師 幼稚園教諭 スポーツのコーチであった
（注１４ 「その他」は，学童保育支援員，親族（判決書では，被告人から見た被害者）
の立場が「親戚の娘」とされているが，詳細は不明）であった。

エ 準強制性交等罪

準強制性交等罪について有罪判決が言い渡された事件のうち，被告人が被害

者との間に身分上又は業務上の関係を有するものは，８件であった（なお，準

強制性交等罪については，前記第１．１⑵ウのとおり，公判請求時に同罪を適

用した事件全件を調査対象とする形でその適用状況を調査しているところ，そ

， ， 。）。の結果については 後記３に記載しており この中に前記８件も含まれている

(ｱ) 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった。

○ １０代（１３歳から１９歳まで） ５件

○ ２０代 ３件

(ｲ) 被害者と被告人の関係

被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 実父・養父 ２件

○ 母親の夫・内縁の夫 ２件

○ 指導者（スポーツのコーチ） １件

○ 勤務先の上司 １件

○ おじ １件

○ 入所先施設の元職員 １件

オ 監護者性交等罪

監護者性交等罪について有罪判決が言い渡された事件は，４４件であり，い

ずれも，被告人が被害者との間に身分上の関係を有するものであった（なお，

監護者性交等罪については，前記第１．１⑵エのとおり，公判請求時に同罪を

適用した事件全件を調査対象とする形でその適用状況を調査しているところ，

その結果については，後記４参照 。。）

カ 児童福祉法違反
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児童福祉法違反について有罪判決が言い渡された事件のうち，被告人が被害

者との間に身分上又は業務上の関係を有するものは，２３件であった。

(ｱ) 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった。

○ １３歳 １件

○ １４歳 ６件

○ １５歳 ６件

○ １６歳 ９件

○ １７歳 ５件

(ｲ) 被害者と被告人の関係

被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

（注１５）○ 教師・指導者 ７件

○ 母親の内縁の夫・交際相手 ６件

（注１６）○ 雇用主・勤務先の上司 ５件

（注１７）○ 実父母・養父 ４件

○ おじ １件

（注１８）○ その他 ４件

（注１５ 「教師・指導者」は，高校教諭，中学教諭，スポーツのコーチ等であった。）
（注１６ 「雇用主・勤務先の上司」は，風俗店の経営者等であった。）
（注１７）いずれも平成２９年刑法一部改正法の施行前の事案であった。
（注１８ 「その他」は，同居して親代わりとして面倒を見ていた者（判決書からは詳）
細不明）等であった。

（注１９）⑵ 被害者が１８歳未満の児童である事件

ア 概観

． ， ，前記第１ １⑵に記載した事件のうち 被害者が１８歳未満であったものは

１０６件であり，罪名ごとの件数は，以下のとおりである 。なお，前（注２０）

記１に記載した無罪事件のうち 被害者が１８歳未満であったものは ４件 １， ， （

⑵〔事例３〕及び〔事例４ ，１⑷〔事例１〕及び〔事例２ ）であった。〕 〕

○ 強制性交等罪 ３０件

（うち，刑法１７７条前段に係るものが７件，同条後段に係るものが２３件）

○ 準強制性交等罪 ９件

○ 監護者性交等罪 ４４件

○ 児童福祉法違反 ２３件

（注１９）年少者の性被害は，特に被害者の心身に重大な影響をもたらすものであるとの
指摘や，一定の地位・関係性を有する者による被害を受けた場合には抵抗が困難である
などの指摘がなされていることなどから，本文第１．１⑵ア記載の身分上又は業務上の
関係にも着目しつつ，調査を行ったものである。

（注２０）被害者が１８歳未満の児童である場合を網羅的に調査したものではなく，調査
対象として判決書の送付を受けたもののうち，被害者が１８歳未満の事件について調査
を行ったものである。

(ｱ) 被害者の年齢
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被害者の年齢分布は，以下のとおりであった。

○ ４歳 １件

○ ５歳 １件

○ ６歳 ２件

○ ８歳 １件

○ ９歳 １件

○ １０歳 ３件

○ １１歳 ９件

○ １２歳 ９件

○ １３歳 １０件

○ １４歳 １８件

○ １５歳 ２１件

○ １６歳 ２５件

○ １７歳 １４件

(ｲ) 被害者と被告人の関係

被害者と被告人の間に面識がなかった事件は，２件であった。

被害者と被告人の間に面識があった事件における具体的な関係は，以下の

とおりであった。

○ 実父母・養父 ５４件

○ 母親の夫・交際相手等 １８件

○ 教師・指導者 １５件

○ おじ ７件

○ 勤務先風俗店等の経営者 ５件

（注２１）○ 出会ったばかりの者 ４件

○ 整体師 １件

○ 異父兄 １件

（注２２）○ その他 ８件

（注２１ 「出会ったばかりの者」とは，当日知り合ったばかりの者など，知り合って）
間がない者を指す。具体的には，いわゆるナンパで知り合った者等であった。

（注２２ 「その他」としては，学童保育支援員，いわゆる援助交際相手の紹介者，モ）
， ， ， ， ，デル勧誘を行った者 警察官 親戚 同居して親代わりになっている者 友人の父親

友人等があった。

イ 加害者が「実父母・養父」である事件

被害者と被告人の具体的な関係，罪名ごとの件数及び被害者の年齢は，以下

のとおりであった。

(ｱ) 被害者と被告人の関係

〇 養父 ２９件

〇 実父 ２４件

〇 実母 １件

(ｲ) 罪名
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〇 強制性交等罪（刑法１７７条前段に係るもの）１件（被害者１名）

〇 強制性交等罪（同条後段に係るもの） １２件（被害者１２名）

〇 準強制性交等罪 １件（被害者１名）

○ 監護者性交等罪 ３６件（被害者３７名）

〇 児童福祉法違反 ４件（被害者４名）（注２３）

（注２３）いずれも平成２９年刑法一部改正法施行前の事案であった。

(ｳ) 被害者の年齢

〇 ８歳 １件

〇 １０歳 １件

〇 １１歳 ５件

〇 １２歳 ５件

○ １３歳 ５件

〇 １４歳 ９件

○ １５歳 １１件

〇 １６歳 １１件

〇 １７歳 ７件

ウ 被告人が「母親の夫・交際相手等」である事件

被害者と被告人の具体的な関係，罪名ごとの件数及び被害者の年齢は，以下

のとおりであった。

(ｱ) 被害者と被告人の関係

〇 母親の内縁の夫 １１件

〇 母親の交際相手 ５件

〇 母親の夫 ２件

(ｲ) 罪名

〇 強制性交等罪（刑法１７７条前段に係るもの） ２件（被害者２名）

〇 強制性交等罪（同条後段に係るもの） １件（被害者１名）

〇 準強制性交等罪 １件（被害者１名）

〇 監護者性交等罪 ８件（被害者８名）

〇 児童福祉法違反 ６件（被害者６名）

(ｳ) 被害者の年齢

〇 １２歳 １件

○ １３歳 ２件

〇 １４歳 ２件

〇 １５歳 ５件

〇 １６歳 ７件

〇 １７歳 １件

エ 被告人が「教師・指導者」である事件

被害者と被告人の具体的な関係，罪名ごとの件数及び被害者の年齢は，以下
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のとおりであった。

(ｱ) 被害者と被告人の関係

〇 スポーツのコーチ ５件

〇 高校教諭（担任 ・講師 ３件）

〇 中学校教諭（元担任） １件

〇 小学校講師（担任） １件

〇 幼稚園教諭 ４件

〇 技能教育施設職員 １件

(ｲ) 罪名

〇 強制性交等罪（刑法１７７条前段に係るもの） ０件

〇 強制性交等罪（同条後段に係るもの） ４件（被害者７名）

〇 準強制性交等罪 １件（被害者１名）

〇 児童福祉法違反 ６件（被害者７名）

(ｳ) 被害者の年齢

〇 ４歳 １件

〇 ５歳 １件

〇 ６歳 ２件

〇 １１歳 ２件

〇 １２歳 １件

〇 １３歳 １件

〇 １５歳 １件

〇 １６歳 ３件

〇 １７歳 ３件

⑶ 被害者が障害を有する事件

ア 概観

前記第１．１⑵に記載した事件のうち，被害者が障害を有するものは，８件

であり，罪名ごとの件数は，以下のとおりである 。（注２４）

○ 強制性交等罪 ０件

○ 準強制性交等罪 ５件

○ 監護者性交等罪 ０件

○ 児童福祉法違反 ３件

（注２４）判決書においては，犯罪の成否等や量刑の判断に必要な事項についてのみ記載
がなされることが通常であると思われるため，判決書には記載がないものの，被害者が
障害を有する事案が存する可能性がある。

イ 強制性交等罪

強制性交等罪の事件のうち，被害者が障害を有するものとして判決書の送付

を受けた事件はなかった。
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ウ 準強制性交等罪

準強制性交等罪に係る事件のうち，判決書において被害者の障害に関する記

載がなされていたものは，５件であり，その内訳は，知的障害４件，精神障害

１件であった。

(ｱ) 知的障害

判決書において被害者の知的障害に関する記載がなされていたのは，４件

であり，いずれも，心神喪失・抗拒不能の原因として，被害者が知的障害を

有することが挙げられたものであった。

ａ 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった。

○ １０代（１５歳） １件

○ ２０代 ３件

ｂ 被害者と被告人の関係

被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 実父 １件

○ 入所施設の元職員 １件

○ 友人 １件

○ 不明 １件

(ｲ) 精神障害

判決書において被害者の精神障害に関する記載がなされていたのは，１件

であり，心神喪失・抗拒不能の原因として，被害者が精神障害を有すること

が挙げられたものであった。

被害者の年齢は，以下のとおりであった。

○ ７０代 １件

また，被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 同じ施設の入所者 １件

エ 監護者性交等罪

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に第一審で有罪判決

が言い渡された監護者性交等罪に係る事件のうち，判決書において被害者の障

害に関する記載がなされていたものはなかった（なお，判決書において，被害

者が障害者入所施設に入所中である旨の記載がなされたものが１件あったが，

被害者の障害の種別等については記載がなかった 。。）

前記１⑷に記載した無罪事件のうち，被害者が知的障害を有するとされてい

るものは，１件（１⑷〔事例１ ）であった。〕

オ 児童福祉法違反

前記第１．１⑵アに記載した事件のうち，判決書において被害者の障害に関

する記載がなされていた事件は，３件であり，その内訳は，知的障害１件，知
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的障害・発達障害１件，精神障害１件であった。

(ｱ) 知的障害

被害者の年齢は，以下のとおりであった。

○ １５歳 １件

また，被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 友人の父親で，生活上の面倒を見ていた者 １件

(ｲ) 知的障害・発達障害

被害者の年齢は，以下のとおりであった。

○ １４歳 １件

また，被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 実母の交際相手 １件

(ｳ) 精神障害

被害者の年齢は，以下のとおりであった。

○ １４歳 １件

また，被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 継続補導を担当する警察官 １件

⑷ 二人以上の者が現場において共同して行った事件

ア 概観

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に第一審で有罪判決

が言い渡された強制性交等罪又は準強制性交等罪の事件のうち，二人以上の者

が現場において共同して行ったものとして判決書の送付を受けた事件は，以下

のとおりであった 。（注２５）

○ 強制性交等罪 ４件（被告人７名，被害者６名）

集団強姦罪 ４件（被告人７名，被害者４名）

○ 準強制性交等罪 ５件（被告人６名，被害者４名）

集団準強姦罪 ９件（被告人９名，被害者４名）

（注２５）準強制性交等罪と集団準強姦罪について併せて有罪判決を言い渡された者が
いるため，件数・被告人数とも重複して計上している。また，同一被害者に対する共
犯事件について，被告人ごとに併合されずに判決が言い渡されたものについては，判
決書ごとに計上しているため，件数よりも被害者数が少ない場合がある。

イ 強制性交等罪・集団強姦罪（被告人１４名，被害者１０名）

(ｱ) 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった。

○ １０代 ５件

○ ２０代 ５件

(ｲ) 被害者と被告人の関係

被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 面識なし １１件
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○ 出会ったばかりの者 ２件

（注２６）○ その他 ４件

（注２６ 「その他」は，かつての同級生等であった。）

(ｳ) 量刑の状況

量刑の状況は，以下のとおりであった 。（注２７）

ａ 強制性交等罪

○ 懲役１１年 １名

○ 懲役９年 １名

○ 懲役８年６月 １名

○ 懲役８年 １名

○ 懲役５年 ２名

（注２８）○ 懲役４年６月 １名

ｂ 集団強姦罪

○ 懲役１０年 ２名

○ 懲役９年 １名

○ 懲役８年８月 １名

（注２９）○ 懲役３年６月 ２名

（注３０）○ 懲役２年６月 １名

（注２７）第一審判決における量刑である。また，調査対象の罪以外の罪と併せて判決
を言い渡されたものを含む。件数は，被告人ごとに計上した。

（注２８）強制性交等罪の法定刑の下限である懲役５年を下回っており，量刑の理由と
して，被害弁償がなされて示談が成立したこと等が挙げられていた。

（注２９）集団強姦罪の法定刑の下限である懲役４年を下回っており，量刑の理由とし
て，被告人に精神遅滞があり，事理弁識能力・行動制御能力が障害されていた疑いが
あること等が挙げられていた。検察官が量刑不当を理由に控訴したところ，控訴審で
は，第一審の判決は軽すぎて不当であるとして，懲役５年６月が言い渡された。

（注３０）前記（注２９）と同様，被告人の事理弁識能力・行動制御能力が障害されて
。 ，いた疑いがあること等が挙げられていた 検察官が量刑不当を理由に控訴したところ

控訴審では，第一審の判決は軽すぎて不当であるとして，懲役５年が言い渡された。

ウ 準強制性交等罪・集団準強姦罪（被告人１５名，被害者８名）

(ｱ) 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった。

○ ２０代 ７件

○ ３０代 １件

(ｲ) 被害者と被告人の関係

被害者と被告人の具体的な関係は，以下のとおりであった。

○ 出会ったばかりの者 １１件

○ 勤務先の先輩 ２件

（注３１）○ その他 １件

○ 不明 １件

(ｳ) 心神喪失・抗拒不能の原因
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心神喪失・抗拒不能の原因は，以下のとおりであった 。（注３２）

（注３３）○ 飲酒による酩酊 １３件

（注３４）○ 薬物の作用 １件

(ｴ) 量刑の状況

量刑の状況は，以下のとおりであった 。（注３５）

ａ 準強制性交等罪

○ 懲役７年 ２名

○ 懲役５年６月 １名

（注３６）○ 懲役５年 ３名

ｂ 集団準強姦罪

○ 懲役９年 １名

○ 懲役７年 ３名

○ 懲役５年 ４名

○ 懲役４年６月 １名

（注３１ 「その他」としては，以前にいわゆるナンパで知り合った者があった。）
（注３２）心神喪失・抗拒不能の原因は，被害者が複数ある場合には被害者ごとに計上
しているため，原因の合計数は，件数とは一致しない。

（注３３）判決書の罪となるべき事実において「意識障害」とされ，事実認定の補足説
明において，泥酔して眠り込むなどして意識障害の状態に陥ったとされているものを
含む。

（注３４）判決書の罪となるべき事実において「意識障害」とされ，量刑の理由におい
て，被害者に薬物を飲ませた旨の被告人らの供述が指摘されているものを含む。以下
同じ。

（注３５）前記（注２５）のとおり，準強制性交等罪と集団準強姦罪について併せて有
， 。罪判決を言い渡された者がいるため 量刑の状況にもそれぞれ１件ずつ記載している

（注３６）３名のうち２名について，控訴審判決は，第一審の判決を相当とした上で，
第一審判決後に被告人両名が被害弁償を行い，被害者が被告人両名を宥恕するに至っ
たことを考慮し，いずれも懲役３年６月とした。

３ 準強制性交等罪の適用状況

⑴ 概観

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に第一審で準強制性交

等罪により有罪判決が言い渡されたものとして判決書の送付を受けた事件は，６

０件であった。なお，無罪判決が言い渡されたものは，前記１⑵のとおり，２件

であった。

⑵ 心神喪失又は抗拒不能の原因

有罪判決において認定された心神喪失又は抗拒不能の原因は，以下のとおりで

あった。

〇 飲酒による酩酊 ２８件

○ 飲酒による熟睡 １件

〇 薬物の作用 １７件

○ 薬物の作用による熟睡 １件
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○ 被害者の知的障害 ３件

○ 被害者の知的障害と加害者との関係性 １件

○ 被害者の認知症 １件

〇 継続的な虐待（性的虐待，身体的虐待を含む ） ２件。

○ 加害者との関係性及び継続的な性的被害 １件

○ 行為の意味について誤信 ６件

○ 誤信と畏怖・困惑 １件

○ 熟睡 ３件

○ 熟睡と覚醒後の驚がく・畏怖・困惑 ２件

（注３７）○ 畏怖・困惑 １件

（注３７）被告人が，被害者が睡眠中であると誤信してわいせつな行為をし，実際には目を
。覚ましていた被害者を畏怖・困惑等により抗拒不能の状態に陥らせたとされた事例である

⑶ 被害者の年齢

有罪判決が言い渡された事件における被害者の年齢分布は，以下のとおりであ

った。

○ １０代（１３歳から１９歳まで） １７件

○ ２０代 ３１件

○ ３０代 ９件

○ ４０代以上 ３件

⑷ 被害者と被告人の関係

有罪判決が言い渡された事件における被害者と被告人の具体的な関係（前記２

⑴エにおいて記載したものを含む ）は，以下のとおりであった。。

〇 面識なし １２件

（注３８）〇 出会ったばかりの者 ２２件

○ 実父・養父 ２件

○ 母親の夫・内縁の夫 ２件

（注３９）○ 施術師 ２件

○ 指導者（スポーツのコーチ） １件

○ 勤務先の上司 １件

○ おじ １件

○ 入所先施設の元職員 １件

（注４０）○ その他 １９件

〇 不明 ４件

（注３８ 「出会ったばかりの者」は，いわゆる出会い系アプリで知り合った者，いわゆる）
ナンパで知り合った者，飲食店で知り合った者，宿泊先施設のオーナーなどであった。

（注３９ 「施術師」は，マッサージ師・整体師であった。）
（注４０ 「その他」としては，いわゆるナンパがきっかけで知り合った者，いわゆる婚活）
アプリがきっかけで知り合った者，施設入所者同士，勤務先飲食店（いわゆるキャバク
ラ店）の客，友人等があった。
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４ 監護者性交等罪の適用状況

⑴ 概観

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に第一審で監護者性交

等罪により有罪判決が言い渡されたものとして各地方検察庁から報告を受け，判

決書の送付を受けた事件は，４４件であった。なお，無罪判決が言い渡されたも

のは，前記１⑷のとおり，２件であった。

⑵ 被害者の年齢

有罪判決が言い渡された事件における被害者の年齢分布は，以下のとおりであ

った。

○ １３歳 ７件

○ １４歳 ８件

○ １５歳 １２件

○ １６歳 １１件

○ １７歳 ７件

⑶ 被害者と被告人の関係

有罪判決が言い渡された事件における被害者と被告人の具体的な関係は，以下

のとおりであった 。（注４１）

○ 実父 ２０件

○ 養父 １７件

○ 母親の夫 １件

○ 母親の内縁の夫 ６件

○ 母親の交際相手 １件

（注４１ 「平成２９年刑法改正後の規定の施行状況についての調査」において収集した事例）
の中には，第１．１の調査対象期間外のもの又は調査対象外の罪名（監護者わいせつ罪）
のものではあるものの，被害者から見た被告人の立場が，
○ おじ
○ 祖父
○ 事実上の養父
であるものについて有罪判決を言い渡されたものがあったため，これらの事例についても
判決書の送付を受けて調査・分析した。

５ 調査対象期間後に言い渡された強制性交等罪に関する判決で，暴行・脅迫の有無

や被害者の同意がなかったことについての被告人の認識が争点となったもの

調査対象期間後のものであるが，暴行・脅迫の有無や同意がなかったことについ

ての被告人の認識が争点となった強制性交等の事件として，以下のものがあった。

〔事例 （控訴審係属中）〕

○ 出張型マッサージ店の利用客である被告人が，同店から派遣され，被告人方に

おいてマッサージを施術中の被害者Ａに対し，性交等をした事案において，①暴

行の有無，②Ａの同意がなかったことについての被告人の認識の有無が争点とな
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ったもの

○ ①について，マッサージの施術中に 「一連の本件暴行及び性交は，そもそも被，

告人が深夜の時間帯に灯りも消された自宅寝室のベッド上でＡからマッサージの

施術を受けるという機会に乗じ，そうしたＡの置かれた状況に付け込んで敢行さ

れている。その暴行の態様に加え，被告人がＡから何度も拒絶感を示されて抵抗

されたのに性交に及んだことや，両者の体格差も踏まえると，Ａが被告人に対し

て物理的 心理的に抵抗することが困難な状況であったと推認される として 本， 」 ，「

件暴行は，Ａの抵抗を著しく困難にさせる程度に達するものであったと評価でき

（る 」として，刑法１７７条所定の暴行を加えたことを認めた。）

○ また，②については，店のサービス内容等に対する被告人の認識，被告人とＡ

との関係等に照らし，被告人は，そもそもＡが性交に同意するとは考えにくいと

分かっていたはずであること，Ａが一連の暴行に対して拒絶感を示し抵抗をして

いたことから，同意があったと誤信するとは到底考え難いとし，誤信はなかった

と認定した。

６ 犯行状況等の撮影が行われた事件

前記第１．１⑵に記載した事件のうち，判決書から，被告人又は共犯者により犯

行状況等の撮影が行われたことが明らかであるものは，以下のとおりであった。

○ 犯行状況等の撮影が行われた事件（４３件）

・ 強制性交等罪 １４件

（うち，刑法１７７条前段に係るものが５件，同条後段に係るものが９件）

・ 準強制性交等罪 １７件

・ 監護者性交等罪 ４件

・ 児童福祉法違反 ８件

○ 犯行状況等の撮影が行われた事件４３件中，２３件において，当該撮影行為に

つき児童ポルノ製造の罪 で有罪となっていた。（注４２）

（注４２）児童買春，児童ポルノに係る行為等の規制及び処罰並びに児童の保護等に関する法
律７条４項又は同条５項の罪

以 上
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性犯罪に係る不起訴事件調査
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性犯罪に係る不起訴事件調査

第１ 調査対象等

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に各地方検察庁において

不起訴処分 がなされた事件のうち，不起訴処分に係る罪名が以下の①から（注１）

⑤までのいずれかに該当する事件 であって，裁定主文が「嫌疑不十分」又（注２）

は「嫌疑なし であるものについて，各地方検察庁から事件記録の送付を受」（注３）

け ，調査を実施した。（注４）

① 強制性交等罪・同致死傷罪（刑法１７７条・１８１条２項）

② 準強制性交等罪・同致死傷罪（同法１７８条２項・１８１条２項）

③ 監護者性交等罪・同致死傷罪（同法１７９条２項・１８１条２項）

④ 児童福祉法違反

⑤ 青少年保護育成条例違反

（注１）不起訴処分とは，検察官の行う終局処分のうち，公訴を提起しない処分をいう。事件
を不起訴処分に付するときは，不起訴裁定書により不起訴の裁定をする。

（注２）①及び②については，刑法の一部を改正する法律（平成２９年法律第７２号）による
（ 「 」 。） 。改正前 以下 改正前 という の強姦罪及び準強姦罪並びにこれらの罪の致死傷罪を含む

①，②及び③については，未遂罪を含む。④については児童福祉法６０条１項を適用した事
案であって，行為者が児童と性交，口腔性交又は肛門性交（以下「性交等」という ）をした。
事案に限り，⑤については行為者が青少年と性交等をした事案に限る。いずれも以下同じ。
また，以下 「強制性交等罪」というときは①を 「準強制性交等罪」というときは②を 「監， ， ，
護者性交等罪」というときは③を 「児童福祉法違反」というときは④を，青少年保護育成条，
例違反というときは⑤をそれぞれ指す。

（注３ 「嫌疑不十分」とは，被疑事実につき，犯罪の成立を認定すべき証拠が不十分なとき，）
すなわち，被疑者がその行為者であること又はその行為が犯罪に当たることにつき，これを

。 ，「 」 ， ，認定すべき証拠が不十分な場合にする処分をいう また 嫌疑なし とは 被疑事実につき
被疑者がその行為者でないことが明白なとき，又は犯罪の成否を認定すべき証拠のないこと
が明白なときにする処分をいう。
なお，不起訴処分における裁定主文としては 「嫌疑不十分 「嫌疑なし」のほかに，被疑， 」，
者が死亡したときにする「被疑者死亡 ，公訴の時効が完成したときにする「時効完成 ，被」 」
疑事実が明白な場合において，被疑者の性格，年齢及び境遇，犯罪の軽重及び情状並びに犯
罪後の情況により訴追を必要としないときにする「起訴猶予」などがある。

（注４）不起訴事件記録が公判係属中の他の事件記録に編てつされているなどの理由により記
録の送付を受けることができなかったため，不起訴裁定書のみの送付を受けて調査したもの
を含む。

第２ 調査結果

１ 集計結果

前記第１のとおり送付を受けた事件は，合計５４８件であり，不起訴処分に係る

（注５ （注６）罪名別の件数を集計した結果は以下のとおりであった ），

裁定主文は全て「嫌疑不十分」であり 「嫌疑なし」とされたものはなかった。，
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（表１）不起訴処分に係る罪名別の件数

（注５）件数は，同一の不起訴裁定書によるものは原則として１件として計上し，ただし，複
数の事件について同一の不起訴裁定書により処分を行った場合であって，罪名が異なるとき
又は被害者が異なるときは，別の事件として計上した。
例えば，複数の被疑者による共犯事件について，同一の不起訴裁定書で不起訴処分がなさ

れた場合には１件として計上し，被疑者ごとに別の不起訴裁定書で処分がなされた場合には
不起訴裁定書ごとに計上した。また，一人の被疑者について，罪名が異なる複数の事件につ
いて同一の不起訴裁定書で処分されているときは罪名ごとに，被害者が異なる複数の事件に
ついて同一の不起訴裁定書で処分されているときは被害者ごとに，それぞれ別の事件として
計上した。

（注６）不起訴事件記録が貸出し中であるなどの理由により，調査期間中に事件記録の送付を
受けることができなかったものもあったため，実際の不起訴事件数とは一致しない場合があ
る。以下同じ。

２ 強制性交等罪について

⑴ 概観

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に強制性交等罪につい

て不起訴処分がなされた事件のうち，裁定主文が「嫌疑不十分」であるものとし

て事件記録の送付を受けたものは，３８０件であった。

さらに，このうち，不起訴処分に係る罪名が刑法１７７条前段の強制性交等罪

であるもの（１３歳以上の者に対し，暴行又は脅迫を用いて性交等を行ったとの

被疑事実（告訴事実を含む。以下同じ ）について不起訴処分がなされたもの）が。

３６１件，同条後段の強制性交等罪であるもの（１３歳未満の者に対し，性交等

を行ったとの被疑事実について不起訴処分がなされたもの）が１９件であった。

⑵ 不起訴処分に係る罪名が刑法１７７条前段の強制性交等罪である事件（３６１

件）

ア 嫌疑不十分の理由

不起訴裁定書に記載された嫌疑不十分の理由につき，犯人の特定や犯罪の成

立要件に関する理由とそれらの認定のための証拠の評価に関する理由に分けて

分析を行った。

(ｱ) 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由

ａ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として不起訴裁定書に記載さ

れたものとしては，以下の①から⑧までのものがあった（以下では，それ

ぞれ当該①から⑧までの末尾の括弧内に記載した略語を用いることがあ

①

②

③

④

⑤

　　１３件

　　５９件

罪　名 件　数

　３８０件（うち,改正前の強姦罪１０５件）

　　８５件（うち,改正前の準強姦罪２１件）

　　１１件

強制性交等罪

準強制性交等罪

青少年保護育成条例違反

児童福祉法違反

監護者性交等罪
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る 。それぞれの件数は （表２）のとおりである（犯人の。） ，（注７ （注８） ）

特定・犯罪成立要件に関する理由は，一つの事件について複数指摘される

ことがあり，その場合にはそれぞれの理由ごとに計上した（以下，犯人の

特定・犯罪の成立要件に関する理由について同じ 。。）

① 被疑者が不明である（被疑者不明）

② 被疑者が犯人であると認めるに足りる証拠がない（犯人性の認定に難

あり）

③ 犯行の日時・場所を含む具体的事実を特定するに足りる証拠がない 具（

体的事実の特定に難あり）

④ 性交等が行われたと認めるに足りる証拠がない（性交等の認定に難あ

り）

⑤ 暴行・脅迫があったと認めるに足りる証拠がない（暴行・脅迫の認定

に難あり）

⑥ 暴行・脅迫が被害者の反抗を著しく困難にさせる程度であったと認め

るに足りる証拠がない（暴行・脅迫の程度の認定に難あり）

⑦ 被害者が性交等に同意していた可能性を排斥することができない（同

意の可能性あり）

⑧ 被疑者が，被害者が性交等に同意していると誤信していた可能性を排

斥することができない（同意誤信の可能性あり）

また，前記①から⑧までのそれぞれにつき，被害者供述の信用性に疑問

が残るとされた件数を記載した（以下，犯人の特定・犯罪の成立要件に関

する理由の表について同じ 。。）（注９）

（表２）犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由（強制性交等罪（刑法１７７条
前段に係るもの （複数該当あり））

（注７）不起訴裁定書には不起訴の理由を記載することとされており，証拠上いかなる
点が不足であるか，あるいは，いかなる点の立証が困難であるかなどについて，具体
的に記載するものとされている。もっとも，不起訴処分に係る罪の犯罪成立要件の全
てについて，その該当性を網羅的に記載しなければならないものではなく，立証が困
難であると認めた主な要件についてのみ記載することもある。

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

理　由

被疑者不明

暴行・脅迫の認定に難あり

性交等の認定に難あり

具体的事実の特定に難あり

犯人性の認定に難あり

件数

１１５

４５

１３

１４

０

被害者供述の
信用性に疑問

１３７

４９

１４

２６

３４

同意誤信の可能性あり

同意の可能性あり

暴行・脅迫の程度の認定に難あり

９４

１６１

２８

１５２

１８０

５４
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（注８）不起訴の理由は，原則として被疑者ごとに計上し，ただし，同一被疑者による
複数の事件について同一の不起訴裁定書により処分がされている場合であって，その
罪名又は被害者が異なるときは，罪名ごと又は被害者ごとに別の事件として計上する
こととした。
例えば，複数の被疑者による共犯事件として同一の不起訴裁定書で処分がなされた

場合は，被疑者ごとに不起訴理由を計上した。なお，複数の被疑者による犯行で被疑
者の特定に至らなかった事件（被疑者不明の事件）については，被疑者ごとに分離し

， 。て不起訴理由を計上することはせず 不起訴裁定書ごとに理由を計上することとした
不起訴の理由の計上方法につき，以下同じ。

（ ） ， ， ，注９ 一般に 性犯罪事件は 被害者と被疑者の二人きりの場で行われることが多く
被害者の供述がなければ犯罪事実を立証することができない場合が多い。そのため，

， ，事実関係が争われている事件においては 被害者供述の信用性が争われることが多く
公判では，被害者供述の信用性に疑問が残るとされた結果，犯罪事実を認めるに足り
る証拠がないとして無罪となることがある。そのため，性犯罪事件の証拠の評価は，
被害者供述の信用性が中心となり，嫌疑不十分の理由として掲げられている証拠の評
価に関する理由も，被害者供述の信用性に関するものが多い。他方，被害者供述の信
用性が認められた場合，その被害者供述から認められる事実関係を前提として，被告
人の行為が「暴行又は脅迫を用い」たといえるか，あるいは，被害者が「抗拒不能」

， 。状態にあったといえるか等が問題となり この点が否定されて無罪となることもある
さらに，客観的には暴行・脅迫や抗拒不能状態が認められても，被告人がそれらの事

。 ，実を認識していたとはいえないとして無罪となることもある 不起訴処分においても
こうしたことを踏まえて判断がなされている。

ｂ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として，前記ａ⑤の「暴行・

」 ，脅迫があったと認めるに足りる証拠がない が挙げられた１３７件のうち

被害者供述の信用性に疑問が残ると判断されたものは，１１５件であり，

被害者供述の信用性に疑問が残ると判断されなかったものは，２２件であ

った。この２２件について，他の理由として併せてどのようなものが挙げ

られているかを見たところ，

○ ⑦「同意の可能性あり」が挙げられたもの ２件

○ ⑧「同意誤信の可能性あり」が挙げられたもの １１件

○ ⑦「同意の可能性あり ・⑧「同意誤信の可能性あり」の両方が挙げら」

れたもの ６件

○ ⑦「同意の可能性あり ・⑧「同意誤信の可能性あり」のいずれも挙げ」

られていなかったもの ３件

であった 。（注１０）

（注１０）⑦「同意の可能性あり ・⑧「同意誤信の可能性あり」のいずれも挙げら」
れていなかった３件の中には，併せて 「被疑者が犯人であることを認定するに足，
りる証拠がない」とされたもの 「暴行・脅迫が被害者の反抗を著しく困難にさせ，

」 。る程度であったと認めるに足りる証拠がない とされたものがそれぞれ１件あった

ｃ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として，前記ａ⑥の「暴行・

脅迫が被害者の反抗を著しく困難にさせる程度であったと認めるに足りる

証拠がない」が挙げられた５４件のうち，被害者供述の信用性に疑問が残

ると判断されたものは，２８件であり，被害者供述の信用性に疑問が残る

と判断されなかったものは，２６件であった。この２６件について，被疑
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事実に掲げられた暴行・脅迫の内容としては，例えば，以下のものがあっ

た。

◇ 被害者の身体に覆いかぶさり，腰を両手でつかんで引き寄せる

◇ 腕をつかんで引き寄せ，後ろから抱き付く

◇ 背後から抱き付き，寝室まで引きずってベッド上に押し倒し，

覆いかぶさり，両手を押さえ付ける

◇ 手首をつかんで体を引き寄せる

◇ 両足首を両手でつかんで脚を開かせる

◇ 手で頭を押さえる

◇ ベッドに押し倒して服を脱がせる

◇ 両太ももの上に座り，両腕をつかんで押さえる

さらに，これらの２６件について，他の理由として併せてどのようなも

のが挙げられているかを見たところ，

○ ⑦「同意の可能性あり」が挙げられたもの ２件

○ ⑧「同意誤信の可能性あり」が挙げられたもの ２０件

○ ⑦「同意の可能性あり ・⑧「同意誤信の可能性あり」の両方が挙げら」

れたもの １件

○ ⑦「同意の可能性あり ・⑧「同意誤信の可能性あり」のいずれも挙げ」

られていなかったもの ３件

であった。

なお，⑦「同意の可能性あり ・⑧「同意誤信の可能性あり」のいずれも」

， ，挙げられていなかった３件において 被疑事実に掲げられた暴行の内容は

◇ 両足首を両手でつかんで脚を開かせる

◇ 両手で被害者の両膝を持つ

◇ 両手で被害者の両肩を押さえ付ける

というものであった 。（注１１）

（注１１）これらの３件の中には，併せて 「暴行・脅迫の認定に難あり」とされた，
ものが１件あった。

ｄ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として，前記ａ⑦の「被害者

が性交等に同意していた可能性を排斥することができない」が挙げられた

１８０件のうち，被害者供述の信用性に疑問が残ると判断されたものは，

１６１件であり，被害者供述の信用性に疑問が残ると判断されなかったも

のは，１９件であった。

ｅ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として，前記ａ⑧の「被疑者

が，被害者が性交等に同意していると誤信していた可能性を排斥すること

ができない」が挙げられた１５２件のうち，被害者供述の信用性に疑問が

残ると判断されたものは，９４件であり，被害者供述の信用性に疑問が残

ると判断されなかったものは，５８件であった。
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(ｲ) 証拠の評価に関する理由

不起訴処分に係る罪名が刑法１７７条前段の強制性交等罪であるもの３６

１件のうち，被害者供述の信用性に疑問が残るとされたものは，２５９件で

あった。

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由としては，以下の①から⑤

までのものがあった（以下では，それぞれ当該①から⑤までの末尾の括弧内

に記載した略語を用いることがある 。それぞれの件数は （表３）のとお。） ，

りである（被害者供述の信用性に疑問が残るとする理由については，一つの

事件につき複数の理由を指摘されることがあり，その場合にはそれぞれの理

由ごとに計上した（以下，被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由に

ついて同じ 。。）

① 他の客観的な証拠等と整合しない（客観証拠等と整合しない）

② 虚偽の供述をしているか，又は，記憶の変容により事実と異なる供述を

しているなどの可能性がある（虚偽供述・記憶変容の可能性あり）

③ 重要事実について供述に看過し難い変遷がある（供述に看過し難い変遷

あり）

④ 供述があいまいで具体性を欠く（あいまいで具体性を欠く）

⑤ 被害者の供述する被害時や被害直後の言動等が，被害に遭った者の言動

等として不自然（供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然）

（表３）被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由（強制性交等罪（刑法１７７
条前段に係るもの （複数該当あり）））

なお，これらのほかに，被害者と連絡が取れないなどの理由により十分

， ，な供述を得られなかったり 被疑者との間で示談が成立したことなどから

注被害者から以後の捜査協力が得られなかったりしたものが７０件あった（

。１２）

（注１２）被害者が，被害状況について供述し，供述調書等は作成されたものの，その
後，被疑者との間で示談が成立したことなどを理由として，公判における証言をしな

， ，い旨述べている場合など 公判における被害者供述による立証が困難となった場合や
被害者が，被害申告の際などに概括的な供述をしたものの，その後連絡がとれなくな
ったり，捜査への協力が得られなくなったりし，被害状況に関する具体的な供述が得
られなかった場合などがこれに該当する。以下同じ。

イ 被害者の年齢

①

②

③

④

⑤ ９３

理　由

供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

あいまいで具体性を欠く

供述に看過し難い変遷あり

虚偽供述・記憶変容の可能性あり

客観証拠等と整合しない

件　数

１１８

８６

４５

１２
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被害者の年齢分布は，以下のとおりであった 。（注１３）

○ １０代（１３歳から１９歳まで） １０１人

○ ２０代 １６３人

○ ３０代 ５７人

○ ４０代以上 ４０人

（注１３）被害者の年齢は，被害者ごとに計上した。したがって，その合計数は，前記
１の件数と一致しない場合がある。なお，犯行日が具体的に特定されなかったために
被害者の被害当時の年齢が特定されなかった場合や，継続的虐待等，被害が複数回に
わたっており，被害当時の年齢が被害事実ごとに異なる場合には，原則として，その
うち最も低い年齢として計上することとした。これらの被害者の年齢分布の計上方法
につき，以下同じ。

ウ 被害者と被疑者の関係

(ｱ) 面識の有無

被害者と被疑者との間に面識がなかったものが６６件，事件前から何らか

の関係があったものが３０８件であった 。（注１４ （注１５） ）

(ｲ) 具体的な関係

事件前から何らかの関係があった事件における被害者と被疑者との関係 被（

害者から見た被疑者の立場。以下同じ ）としては，以下のものがあった。。

（注１６）○ 出会ったばかりの者 ８７件

〇 雇用主・勤務先の上司 ２６件

〇 交際相手・元交際相手 ２５件

〇 勤務先・アルバイトの先輩 １１件

○ 学校・部活動の先輩 ６件

〇 母親の交際相手 ６件

〇 実父・養父 ３件

〇 おじ・義父 ４件

〇 医師・施術師 ３件

（注１７）〇 業務上の利害関係者 ３件

〇 家庭教師 １件

〇 配偶者 １件

〇 いとこ １件

（注１８）〇 その他の関係 １３１件

（注１４）被害者と被疑者の関係については，被害者が複数の場合は被害者ごとに，被疑
者が複数の場合は被疑者ごとに計上した。したがって，合計数は前記１の件数と一致す
るものではない。以下同じ。

（ ） ， 。 ，注１５ このほかに 被害者と被疑者の関係が不明であるものが１３件あった これは
被疑者が不明で，被害者との関係も不明であるものや，不起訴裁定書のみの送付を受け
たため，不起訴裁定書の記載からは判明しなかったものである。

（注１６ 「出会ったばかりの者」とは，当日知り合ったばかりなど，知り合って間がない）
者をいう（以下同じ 。具体的には，知人から紹介を受けた者，いわゆるナンパで知り。）
合った相手，ＳＮＳで知り合ったばかりの者，被害者が客として訪れた飲食店の従業員
等があった。

（注１７ 「業務上の利害関係者」は，いずれも被害者が保険外交員として保険契約を担当）
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する顧客であった。
（注１８ 「その他の関係」としては，勤務先飲食店・風俗店（キャバクラ，デリバリーヘ）
ルス，スナック）等の客，いわゆる出会い系アプリ・ＳＮＳ等をきっかけに知り合った
相手，同級生等があった。

(ｳ) 嫌疑不十分の理由

被害者と被疑者の関係ごとの嫌疑不十分の理由（犯人の特定・犯罪成立要

件に関する理由）は，別表１－１のとおりである。

（ ）⑶ 不起訴処分に係る罪名が刑法１７７条後段の強制性交等罪である事件 １９件

ア 嫌疑不十分の理由

不起訴裁定書に記載された嫌疑不十分の理由につき，犯人の特定や犯罪の成

立要件に関する理由とそれらの認定のための証拠の評価に関する理由に分けて

分析を行った。

(ｱ) 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由

犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として不起訴裁定書に記載され

たものとしては，以下の①から④までのものがあった（以下では，当該④の

末尾の括弧内に記載した略語を用いることがある 。それぞれの件数は （表。） ，

４）のとおりである。

① 被疑者不明

② 具体的事実の特定に難あり

③ 性交等の認定に難あり

④ 被疑者が，被害者の年齢（１３歳未満であること）を認識していたこと

を認定するに足りる証拠がない（年齢の認識の認定に難あり）

（表４）犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由（強制性交等罪（刑法１７７条後
段に係るもの （複数該当あり）））

(ｲ) 証拠の評価に関する理由

不起訴処分に係る罪名が刑法１７７条後段の強制性交等罪であるもの１９

件のうち，被害者供述の信用性に疑問が残るとされたものは，１６件であっ

た。

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由としては，以下の①から④

までのものがあった。それぞれの件数は （表５）のとおりである。，

① 虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

② 供述に看過し難い変遷あり

①

②

③

④

件　数

３

５

１２

７

年齢の認識の認定に難あり

性交等の認定に難あり

具体的事実の特定に難あり

被疑者不明

理　由

３

１１

７

３

被害者供述の
信用性に疑問
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③ あいまいで具体性を欠く

④ 供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

（表５）被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由（強制性交等罪（刑法１７７
条後段に係るもの （複数該当あり）））

なお，これらのほかに，被害者と連絡が取れないなどの理由により十分

， ，な供述を得られなかったり 被疑者との間で示談が成立したことなどから

被害者から以後の捜査協力が得られなかったりしたものが６件あった。

イ 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった。

○ ７歳 １人

○ ９歳 １人

○ １０歳 ４人

○ １１歳 ３人

○ １２歳 １０人

ウ 被害者と被疑者の関係

(ｱ) 面識の有無

いずれも，被害者と被疑者との間に面識があった。

(ｲ) 具体的な関係

被害者と被疑者との関係としては，以下のものがあった。

○ 実父・養父 ５件

〇 母親の交際相手 ４件

（注１９）○ 出会ったばかりの者 ３件

〇 その他尊属（祖母，おじ）２件

〇 交際相手 １件

（注２０）○ その他の関係 ４件

（注１９ 「出会ったばかりの者」は，いわゆる出会い系アプリで知り合った相手等であっ）
た。

（注２０ 「その他の関係」としては，同じ児童養護施設の入所者等があった。）

３ 準強制性交等罪について

⑴ 概観

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に準強制性交等罪につ

①

②

③

④

件数理　由

供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

あいまいで具体性を欠く

供述に看過し難い変遷あり

虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

１

１０

５

３
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いて不起訴処分がなされた事件のうち，裁定主文が「嫌疑不十分」であるものと

して事件記録の送付を受けたものは，８５件であった。

⑵ 嫌疑不十分の理由

不起訴裁定書に記載された嫌疑不十分の理由につき，犯人の特定や犯罪の成立

要件に関する理由とそれらの認定のための証拠の評価に関する理由に分けて分析

を行った。

ア 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由

ａ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として不起訴裁定書に記載され

たものとしては，以下の①から⑥までのものがあった（以下では，それぞれ

当該④及び⑥の末尾の括弧内に記載した略語を用いることがある 。それぞ。）

れの件数は （表６）のとおりである。，

① 犯人性の認定に難あり

② 具体的事実の特定に難あり

③ 性交等の認定に難あり

④ 被害者が心神喪失又は抗拒不能の状態にあったと認めるに足りる証拠が

ない（心神喪失・抗拒不能の認定に難あり）

⑤ 同意の可能性あり

⑥ 被疑者が，被害者が性交等に同意していると誤信していた可能性を排斥

できない，又は，被害者が心神喪失・抗拒不能の状態にあることを認識し

ていなかった可能性を排斥できない（同意誤信の可能性，心神喪失等の認

識を欠く可能性あり）

（表６）犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由（準強制性交等罪 （複数該当あ）
り）

ｂ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として，前記ａ④の「被害者が

①

②

③

④

⑤

⑥

理　由

３１

３２

４８

２１

５

１

件数

同意誤信の可能性，心神喪失等の認識を
欠く可能性あり

同意の可能性あり

心神喪失・抗拒不能の認定に難あり

性交等の認定に難あり

具体的事実の特定に難あり

犯人性の認定に難あり

被害者供述の
信用性に疑問

２２

２５

３５

１９

２

１
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心神喪失又は抗拒不能の状態にあったと認めるに足りる証拠がない」が挙げ

， ，られた４８件のうち 被害者供述の信用性に疑問が残ると判断されたものは

， ，３５件であり 被害者供述の信用性に疑問が残ると判断されなかったものは

１３件であった。この１３件について，他の理由として併せてどのようなも

のが挙げられているかを見たところ，

○ ⑤「同意の可能性」が挙げられたもの ５件

○ ⑤「同意の可能性 ・⑥「同意誤信の可能性，心神喪失等の認識を欠く」

可能性あり」の両方が挙げられたもの １件

○ ⑤「同意の可能性あり ・⑥「同意誤信の可能性，心神喪失等の認識を」

欠く可能性あり」のいずれも挙げられていなかったもの ７件

であった。

なお，⑤「同意の可能性あり ・⑥「同意誤信の可能性，心神喪失等の認識」

を欠く可能性あり」のいずれも挙げられていなかった７件において，被疑事

実に掲げられた心神喪失・抗拒不能の原因は，

◇ 飲酒による酩酊 ４件

◇ 薬物の作用 １件

◇ 精神障害 １件

◇ 就寝中に被害に遭ったことによる驚がく １件

であった 。（注２１）

注２１ これらの７件の中には 併せて 性交等の認定に難あり とされたもの 具（ ） ， ，「 」 ，「
体的事実の特定に難あり」とされたものがそれぞれ１件あった。

ｃ 嫌疑不十分の理由として，前記ａ⑤の「被害者が性交等に同意していた可

能性がある」が挙げられた３２件のうち，被害者供述の信用性に疑問が残る

と判断されたものは，２５件であり，被害者供述の信用性に疑問が残ると判

断されなかったものは，７件であった。

， 「 ，ｄ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として 前記ａ⑥の 被疑者が

被害者が性交等に同意していると誤信していた可能性がある，又は，被害者

」が心神喪失・抗拒不能の状態にあることを認識していなかった可能性がある

が挙げられた３１件のうち，被害者供述の信用性に疑問が残ると判断された

ものは，２２件であり，被害者供述の信用性に疑問が残ると判断されなかっ

たものは，９件であった。

イ 証拠の評価に関する理由

不起訴処分に係る罪名が準強制性交等罪であるもの８５件のうち，被害者供

述の信用性に疑問が残るとされたものは，７１件であった。

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由としては，以下の①から⑤ま

でのものがあった。それぞれの件数は （表７）のとおりである。，

① 客観証拠等と整合しない
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② 虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

③ 供述に看過し難い変遷あり

④ あいまいで具体性を欠く

⑤ 供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

（表７）被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由（準強制性交等罪 （複数該）
当あり）

なお，これらのほかに，被害者と連絡が取れないなどの理由により十分な供

述を得られなかったり，被疑者との間で示談が成立したことなどから，被害者

から以後の捜査協力が得られなかったりしたものが２３件あった。

⑶ 被害者の年齢

被害者の年齢分布は，以下のとおりであった。

（注２２）○ １０代（１３歳から１９歳まで） ２０人

○ ２０代 ４３人

○ ３０代 １１人

○ ４０代以上 １１人

（注２２）１３歳として計上したうちの１件は，犯行年月日を具体的に特定できず，被害当
時の被害者の年齢を特定することが困難であったため，１２歳又は１３歳とされていたも
のであるが，不起訴処分に係る罪名が準強姦罪であることから，１３歳として計上した。

⑷ 被害者と被疑者の関係

ア 面識の有無

被害者と被疑者との間に面識がなかったものが３件，事件前から何らかの関

係があったものが８９件であった 。（注２３）

（注２３）このほかに，被害者と被疑者の関係が不明であるものが２件あった。

イ 具体的な関係

事件前から何らかの関係があった事件における被害者と被疑者との関係とし

ては，以下のものがあった。

（注２４）〇 出会ったばかりの者 ２６件

〇 元交際相手 ２件

〇 雇用主・勤務先の上司 ８件

〇 勤務先・アルバイトの先輩 ２件

〇 実父・養父 ２件

①

②

③

④

⑤ 供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

理　由

客観証拠等と整合しない

虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

供述に看過し難い変遷あり

あいまいで具体性を欠く

件数

２２

１９

１１

１４

３６
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〇 医師・施術師 ２件

〇 学習塾の塾長 １件

（注２５）〇 業務上の利害関係者 １件

〇 祖父 １件

（注２６）〇 その他の関係 ４４件

（注２４ 「出会ったばかりの者」には，当日パーティーで知り合った者，いわゆるナンパ）
により知り合った者等があった。

（ ）「 」 ， 。注２５ 業務上の利害関係者 は 保険外交員として保険契約を担当する顧客であった
（注２６ 「その他の関係」としては，勤務先飲食店（クラブ・キャバクラ）の客，同僚・）
元同僚等があった。

⑸ 心神喪失・抗拒不能の原因

前記⑵アａ④の４８件において，心神喪失・抗拒不能の原因として被疑事実に

挙げられたものとしては，以下のものがあった。

○ 飲酒による酩酊 ２９件

○ 薬物の作用 ４件

○ 知的障害，精神障害 ３件

○ 欺罔・誤信 １件

○ 驚がく １件

○ 加害者との関係性 １件

○ 飲酒による酩酊，薬物の作用 ３件

○ 飲酒による酩酊，知的障害 １件

○ 飲酒による酩酊，加害者との関係性 １件

○ 飲酒による酩酊，何らかの方法によるこん睡 １件

○ 加害者との関係性，過去の暴行 １件

（注２７）○ その他 ２件

（注２７ 「その他」としては，先行する暴行により，被害者が被疑者を畏怖していたものが）
あった。

⑹ 嫌疑不十分の理由

被害者と被疑者の関係ごとの嫌疑不十分の理由（犯人の特定・犯罪成立要件に

関する理由）は，別表１－２のとおりである。

４ 監護者性交等罪について

⑴ 全体

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に監護者性交等罪につ

いて不起訴処分がなされた事件のうち，裁定主文が「嫌疑不十分」であるものと

して事件記録の送付を受けたものは，１１件であった。

⑵ 嫌疑不十分の理由

不起訴裁定書に記載された嫌疑不十分の理由につき，犯人の特定や犯罪の成立
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要件に関する理由とそれらの認定のための証拠の評価に関する理由に分けて分析

を行った。

ア 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由

犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として不起訴裁定書に記載された

ものとしては，以下の①から③までのものがあった（以下では，当該③の末尾

の括弧内に記載した略語を用いることがある 。それぞれの件数は （表８）。） ，

のとおりである。

① 具体的事実の特定に難あり

② 性交等の認定に難あり

③ 被疑者が「現に監護する者」に該当すると認めるに足りる証拠がない（監

護者性の認定に難あり）

（ ） （ ）（ ）表８ 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由 監護者性交等罪 複数該当あり

イ 証拠の評価に関する理由

不起訴処分に係る罪名が監護者性交等罪であるもの１１件のうち，被害者供

述の信用性に疑問が残るとされたものは，９件であった。

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由としては，以下の①から④ま

でのものがあった。それぞれの件数は （表９）のとおりである。，

① 客観証拠等と整合しない

② 虚偽供述・記憶変容の可能性あり

③ 供述に看過し難い変遷あり

④ あいまいで具体性を欠く

⑤ 供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

（表９）被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由（準強制性交等罪 （複数該当）
あり）

なお，これらのほかに，被害者から捜査協力が得られず，十分な供述を得ら

れないとされたものが１件あった。

①

②

③

被害者供述の
信用性に疑問

０

５

６

監護者性の認定に難あり

性交等の認定に難あり

具体的事実の特定に難あり

理　由 件数

１

５

６

①

②

③

④

⑤

件数

１

３

３

１

４

理　由

供述に看過し難い変遷あり

虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

客観証拠等と整合しない

供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

あいまいで具体性を欠く
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⑶ 監護者の立場

被疑者が「現に監護する者」であると認めるに足りる証拠がないと判断された

ものが１件あったところ ，この１件を除く１０件における監護者の立場（注２８）

（被害者から見た被疑者の立場）は，以下のとおりであった。また，いずれも被

害者と被告人とが同居していた。

○ 実父 ２件

○ 養父 ４件

○ 母親の夫 ３件

○ 母親の内縁の夫 １件

（注２８）被疑者は，被害者の友人の父親で，当時，被害者と同居していたもの。

５ 児童福祉法違反について

⑴ 全体

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に児童福祉法６０条１

項違反について不起訴処分がなされた事件のうち，裁定主文が「嫌疑不十分」で

あるものとして事件記録の送付を受けたものは，１３件であった。

⑵ 嫌疑不十分の理由

不起訴裁定書に記載された嫌疑不十分の理由につき，犯人の特定や犯罪の成立

要件に関する理由とそれらの認定のための証拠の評価に関する理由に分けて分析

を行った。

ア 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由

犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として不起訴裁定書に記載された

ものとしては，以下の①から④までのものがあった（以下では，それぞれ当該

③及び④の末尾の括弧内に記載した略語を用いることがある 。それぞれの件。）

数は （表１０）のとおりである。，

① 具体的事実の特定に難あり

② 性交等の認定に難あり

③ 淫行を させる行為 に該当すると認めるに足りる証拠がない 淫「 」 （（ ）注２９

行を「させる行為」該当性の認定に難あり）

④ 被疑者が被害者の年齢（１８歳未満であること）を認識していたと認める

に足りる証拠がない（年齢の認識の認定に難あり）

（表１０）犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由（児童福祉法違反 （複数該当あ）
り）

①

②

③

④

理　由 件数
被害者供述の
信用性に疑問

年齢の認識の認定に難あり

淫行を「させる行為」該当性の認定に難あり

性交等の認定に難あり

具体的事実の特定に難あり

６

５

１

１

６

０

１

１
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（注２９）児童福祉法６０条１項は，同法３４条１項６号の規定に違反した者を処罰す
る規定であるところ 同号は 児童に淫行をさせる行為 を禁止している この 淫， ，「 」 。 「
行をさせる行為」については 「 淫行』とは，同法の趣旨に照らし，児童の心身の健，『
全な育成を阻害するおそれがあると認められる性交又はこれに準ずる性交類似行為を
いうと解するのが相当であり，児童を単に自己の性的欲望を満足させるための対象と
して扱っているとしか認められないような者を相手とする性交又はこれに準ずる性交
類似行為は，同号にいう『淫行』に含まれる。そして，同号にいう『させる行為』と
は，直接たると間接たるとを問わず児童に対して事実上の影響力を及ぼして児童が淫
行をなすことを助長し促進する行為をいうが，そのような行為に当たるか否かは，行
為者と児童の関係，助長・促進行為の内容及び児童の意思決定に対する影響の程度，
淫行の内容及び淫行に至る動機・経緯，児童の年齢，その他当該児童の置かれていた
具体的状況を総合考慮して判断するのが相当である 」とされている （最高裁判所平。 。
成２８年６月２１日第一小法廷決定 。）

イ 証拠の評価に関する理由

不起訴処分に係る罪名が児童福祉法違反であるもの１３件のうち，被害者供

述の信用性に疑問が残るとされたものは，９件であった。

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由としては，以下の①から③ま

でのものがあった。それぞれの件数は （表１１）のとおりである。，

① 虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

② 供述に看過し難い変遷あり

③ 供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

（表１１）被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由（児童福祉法違反 （複数該）
当あり）

なお，これらのほかに，被害者から捜査協力が得られず，被害者から十分な

供述を得られないとされたものが１件あった。

⑶ 被害者と被疑者の関係

ア 淫行を「させる行為」に該当すると認めるに足りる証拠がないとされた事件

における関係

（注３０）○ 養父 １件

○ 教師 １件

（注３１）○ その他の関係 ３件

（注３０）監護者性交等罪等が設けられた平成２９年刑法一部改正法の施行前の事案。
（注３１ 「その他の関係」としては，同居する叔母の内縁の夫，教育実習生等があっ）
た。

イ 前記ア以外の事件における関係

○ 雇用主・勤務先の上司 ３件

①

②

③ ２

２

４

件数理　由

虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

供述に看過し難い変遷あり
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（注３２）○ 実母・養父 ２件

○ 風俗店の採用担当従業員 ２件

○ 母親の夫 １件

（注３３）○ その他の関係 １件

（注３２）このうち１件は監護者性交等罪等が設けられた平成２９年刑法一部改正法の
施行前の事案である。他の１件は同法施行後の事案であるが，実行犯ではなく，淫行
をさせる行為を行った実行犯との間における共謀があったとは認められなかったもの
である。

（注３３ 「その他の関係」は，ＳＮＳを通じて知り合った者であった。）

６ 青少年保護育成条例違反について

⑴ 全体

平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間に青少年保護育成条例

違反（性交等に係るものに限る ）について不起訴処分がなされた事件のうち，。

裁定主文が「嫌疑不十分」であるものとして事件記録の送付を受けたものは，５

９件であった。

⑵ 嫌疑不十分の理由

不起訴裁定書に記載された嫌疑不十分の理由につき，犯人の特定や犯罪の成立

要件に関する理由とそれらの認定のための証拠の評価に関する理由に分けて分析

を行った。

ア 犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由

犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由として不起訴裁定書に記載された

ものとしては，以下の①から④までのものがあった（以下では，当該③の末尾

の括弧内に記載した略語を用いることがある 。それぞれの件数は （表１２）。） ，

のとおりである。

① 具体的事実の特定に難あり

② 性交等の認定に難あり

③ 「淫行」等 に該当すると認めるに足りる証拠がない（ 淫行」等（注３４） 「

該当性の認定に難あり）

④ 年齢の認識の認定に難あり

（表１２）犯人の特定・犯罪の成立要件に関する理由（青少年保護育成条例違反 （複）
数該当あり）

（注３４）青少年保護育成条例は，各都道府県において定められており，処罰の対象と
する行為の範囲やその規定ぶりは都道府県により異なる。例えば，東京都青少年の健

件数

① 具体的事実の特定に難あり １

② ３

③ ３２

④ ２７

０

理　由
被害者供述の
信用性に疑問

年齢の認識の認定に難あり

「淫行」等該当性の認定に難あり

性交等の認定に難あり

６

３

１
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全な育成に関する条例は，１８条の６において 「何人も，青少年とみだらな性交又，
は性交類似行為を行ってはならない 」と規定し，２４条の３において 「第１８条の。 ，
６の規定に違反した者は，２年以下の懲役又は１００万円以下の罰金に処する 」と。
規定している。処罰対象とする行為については都道府県によって差異があり，規定ぶ
りは様々であるものの，多くの都道府県では 「みだらな性交又は性交類似行為」に，
相当する行為を処罰の対象としている。
福岡県青少年保護育成条例においては，これに相当する行為として 「淫行」を処，

罰対象として定めているところ，同条例違反被告事件に関する最高裁判決において，
「 同条例にいう 『淫行』とは，広く青少年に対する性行為一般をいうものと解すべ（ ）
きではなく，青少年を誘惑し，威迫し，欺罔し又は困惑させる等その心身の未成熟に
乗じた不当な手段により行う性交又は性交類似行為のほか，青少年を単に自己の性的
欲望を満足させるための対象として扱っているとしか認められないような性交又は性
交類似行為をいうものと解するのが相当である 」とされている（最高裁判所昭和６。
０年１０月２３日大法廷判決 。）

イ 証拠の評価に関する理由

不起訴処分に係る罪名が青少年保護育成条例違反であるもの５９件のうち，

被害者供述の信用性に疑問が残るとされたものは，１２件であった。

被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由としては，以下の①から④ま

でのものがあった。それぞれの件数は （表１３）のとおりである。，

① 虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

② 供述に看過し難い変遷あり

③ あいまいで具体性を欠く

④ 供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

（表１３）被害者供述の信用性に疑問が残るとされた理由（青少年保護育成条例違反）
（複数該当あり）

なお，これらのほかに，被害者と連絡が取れないなどの理由により十分な

供述を得られなかったり，被疑者との間で示談が成立したことなどから，被

害者から以後の捜査協力が得られなかったりしたものが５件あった。

⑶ 被害者と被疑者の関係

被害者と被疑者の関係は，以下のとおりであった 。（注３５）

（注３６）○ 出会ったばかりの者 １７件

○ 交際相手・元交際相手 １７件

○ アルバイト先の上司 １件

○ 非常勤講師 １件

○ 施設職員 １件

①

②

③

④

理　由

虚偽供述の動機・記憶変容の可能性あり

供述内容が被害に遭った者の言動等として不自然

あいまいで具体性を欠く

供述に看過し難い変遷あり

件数

４

２

１

１
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（注３７）○ その他の関係 ２３件

（注３５）このほかに，被害者と被疑者の関係が不明であるものが５件あった。
（注３６ 「出会ったばかりの者」の中には，直前にＳＮＳで知り合ったばかりの者等があっ）
た。

（注３７ 「その他の関係」としては，いわゆる出会い系アプリやオンラインゲームのチャッ）
トをきっかけに知り合った者等があった。

７ 被害者が１８歳未満の児童である事件について

⑴ 概観

調査対象として事件記録の送付を受けた事件における１８歳未満の被害者の人

数は，以下のとおりであった。

○ 強制性交等罪（刑法１７７条前段に係るもの） ５２人

○ 強制性交等罪（同条後段に係るもの） １９人

○ 準強制性交等罪 ８人

○ 監護者性交等罪 １１人

○ 児童福祉法違反 １３人

○ 青少年保護育成条例違反 ５９人

⑵ 嫌疑不十分の理由

年齢ごとの嫌疑不十分の理由は，別表２－１及び２－２のとおりである。

⑶ 被害者の年齢

罪名ごとの年齢分布は，別表２－３のとおりである。

⑷ 被害者と被疑者の関係

罪名ごとの被害者と被疑者の関係は，別表２－４のとおりである。

８ 障害を有する被害者に係る事件について

⑴ 概観

調査対象として事件記録の送付を受けた事件のうち，事件記録上，被害当時，

被害者が何らかの障害を有していたことが判明しているものは，以下のとおりで

あった 。（注３８）

○ 強制性交等罪

身体障害１件，精神障害２２件，知的障害１７件，発達障害３件

○ 準強制性交等罪

身体障害１件，精神障害３件，知的障害６件，発達障害１件

○ 監護者性交等罪

精神障害１件，知的障害１件

○ 児童福祉法違反

知的障害１件，発達障害１件

○ 青少年保護育成条例違反
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知的障害１件，発達障害２件

これらのうち，精神障害としては，うつ病，統合失調症，パニック障害等があ

り，発達障害としては，自閉症スペクトラム障害，アスペルガー等があった。ま

た，精神障害と知的障害との両方を有するものが３件あった。

（注３８）本調査では，事件記録中に被害者の障害に関する証拠があるものを集計した。な
お，一般に，捜査は，その目的に照らして必要な範囲で行われるため，被害者が何らかの
障害を有していたとしても，必ずしも事件記録上は現れないことがある。

⑵ 嫌疑不十分の理由

障害の内容ごとの嫌疑不十分の理由及び被害者供述の信用性に疑問が残るとさ

れた理由は，別表３－１及び３－２のとおりである。

⑶ 被害者と被疑者の関係

障害の内容ごとの被害者と被疑者の関係は，別表３－３のとおりである。

以 上



【別表１－１】

被疑者不明 犯人性の認定に難あり
具体的事実の特定に難
あり

性交等の認定に難あり
暴行・脅迫の認定に難
あり

暴行・脅迫の程度の認
定に難あり

同意の可能性あり 同意誤信の可能性あり

面識なし ６６
３０
（０）

１９
（１２）

１２
（１２）

１４
（１３）

６
（５）

１
（１）

９
（９）

６
（３）

出会ったばかりの者 ８７ 0 0 0 ９
（８）

３８
（３１）

１６
（７）

４２
（３６）

４４
（２４）

雇用主・勤務先の上司 ２６ 0 １
（１）

0 ３
（３）

９
（８）

４
（４）

１６
（１４）

１０
（９）

勤務先・アルバイト先の先
輩，学校・部活動の先輩，
家庭教師又は業務上の利害
関係者，医師・施術師

２４ 0 0 0 ３
（３）

１４
（１１）

５
（３）

１４
（１２）

１３
（７）

母親の交際相手，実父・養
父，おじ，義父又はいとこ １４ 0 １

（１）
１

（０）
７

（６）
３

（３）
３

（２）

４
（４）
（注２）

４
（３）

交際相手，元交際相手又は
配偶者 ２６ 0 0 0 ３

（２）
１５

（１２）
３

（１）
１５

（１３）
１１
（６）

その他 １３１ 0 １
（０）

１
（１）

１０
（１０）

５１
（４４）

２３
（１１）

８０
（７３）

６３
（４２）

関係不明 １３
４

（０）
４

（４）
0 0

２
（２）

0
２

（２）
１

（０）

合計（注１） ３８７ ３４ ２６ １４ ４９ １３８ ５５ １８２ １５２

被害者と被疑者の関係性ごとの嫌疑不十分の理由（犯人の特定・犯罪の成立要件）（強制性交等罪（刑法１７７条前段に係るもの））

犯人の特定・犯罪の成立要件（複数該当あり）

（※）各欄の括弧書きは，被害者供述の信用性に疑問が残るとされた件数（内数）である。
（注１）被害者から見た被疑者の立場が複数の項目に該当する場合があるため，理由ごとの合計が（表２）の件数と一致しない場合がある。
（注２）「同意の可能性あり」とされた４件に，実父・養父は含まれていない。

総数

被害者から見
た被疑者の立
場



【別表１－２】

犯人性の認定に難あり 具体的事実の特定に難あり 性交等の認定に難あり
心神喪失・抗拒不能の認定に
難あり

同意の可能性あり
同意誤信の可能性，心神喪失
等の認識を欠く可能性あり

面識なし ３ 0
１

（０）
0

１
（０）

0
２

（０）

出会ったばかりの者 ２６ 0 0 ４
（４）

１１
（８）

１１
（１０）

４
（３）

雇用主・勤務先の上司 ８ 0 0 ２
（２）

６
（６）

４
（４）

４
（４）

勤務先・アルバイト先の先
輩，学習塾の塾長，医師・施
術師又は業務上の利害関係者

６
１

（１）
0 ２

（２）
２

（２）
２

（２）
１

（１）

実父・養父又は祖父 ３ 0
２

（０）
１

（０）
0 0 0

元交際相手 ２ 0 0 １
（１）

１
（１）

0 0

その他 ４４ 0
２

（２）
１１

（１０）
２６

（１７）
１４
（８）

１８
（１３）

関係不明 ２ 0 0 0
１

（１）
１

（１）
２

（１）

合計 ９４ １ ５ ２１ ４８ ３２ ３１

犯人の特定・犯罪の成立要件（複数該当あり）

被害者と被疑者の関係性ごとの嫌疑不十分の理由（犯人の特定・犯罪の成立要件）（準強制性交等罪）

（※）各欄の括弧書きは，被害者供述の信用性に疑問が残るとされた件数（内数）である。

総数

被害者から見
た被疑者の立
場



７歳 1
1
(1)

0
1
(1)

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

９歳 1
1
(1)

0 0
1
(1)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

１０歳 4
1
(1)

0
2
(2)

4
(4)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

１１歳 3 0 0
1
(1)

2
(2)

0 0 0 0 0 0 0 0
1
(0)

１２歳 10 0 0
3
(3)

5
(4)

0 0 0 0 0 0 0 0
4
(3)

１３歳 16
1
(0)

0
2
(0)

4
(3)

1
(1)

1
(1)

1
(0)

2
(1)

0
2
(0)

3
(0)

1
(1)

3
(0)

１４歳 21 0 0
4
(3)

3
(2)

3
(3)

0 0
2
(2)

0
2
(0)

3
(1)

0
4
(0)

１５歳 16 0 0 0
3
(1)

2
(2)

2
(1)

0
5
(4)

0 0
3
(0)

1
(1)

1
(0)

１６歳 43
5
(0)

3
(0)

1
(1)

6
(5)

2
(2)

1
(1)

0
4
(4)

1
(0)

1
(0)

14
(1)

1
(1)

8
(2)

１７歳 47
5
(0)

0
5
(4)

5
(5)

5
(4)

2
(1)

1
(1)

8
(7)

0 0
9
(1)

4
(2)

12
(8)

合計 162 14 3 19 33 13 6 2 21 1 5 32 7 33

【別表２－１】

被害者が１８歳未満の児童である場合における年齢別嫌疑不十分の理由(犯人の特定・犯罪の成立要件)

被害者の総数
（名）

犯人の特定・犯罪成立要件（複数該当あり）

被疑者不明
犯人性の認
定に難あり

具体的事実
の特定に難
あり

性交等の認
定に難あり

暴行・脅迫
の認定に難
あり

同意誤信の
可能性，心
神喪失等の
認識を欠く
可能性あり

年齢の認識
の認定に難
あり

（※）各欄の括弧書きは，被害者供述の信用性に疑問が残るとされた件数（内数）である。

暴行・脅迫
の程度の認
定に難あり

心神喪失・
抗拒不能の
認定に難あ
り

同意の可能
性あり

監護者性の
認定に難あ
り

淫行「させ
る」行為該
当性の認定
に難あり

「淫行」等
該当性の認
定に難あり



７歳 1 0 0 0 1 0 0

９歳 1 0 0 0 0 0 1

１０歳 4 0 1 2 2 0 1

１１歳 3 0 1 1 1 0 1

１２歳 10 0 1 2 6 1 3

１３歳 16 1 0 2 0 0 2

１４歳 21 2 1 5 2 4 3

１５歳 16 4 2 1 1 4 4

１６歳 43 5 2 3 2 4 5

１７歳 47 5 8 4 2 5 9

合計 162 17 16 20 17 18 29

供述内容が被害に遭った者
の言動として不自然

【別表２－２】

被害者が１８歳未満の児童である場合における年齢別嫌疑不十分の理由（被害者供述の信用性）

被害者の総数
（名）

被害者供述の信用性（複数該当あり）

捜査協力・供述を得られな
い客観証拠等と整合しない

虚偽供述の動機・記憶変容
の疑い

供述に看過し難い変遷あり あいまいで具体性を欠く



強制性交等罪
（刑法１７７条前段に係るも
の）

52 0 0 0 0 0 5 6 8 15 18

強制性交等罪
（刑法１７７条後段に係るも
の）

19 1 1 4 3 10 － － － － －

準強制性交等罪 8 0 0 0 0 0 3 0 1 2 2

監護者性交等罪 11 0 0 0 0 0 1 4 0 2 4

児童福祉法違反 13 0 0 0 0 0 2 4 0 2 5

青少年保護育成条例違反 59 0 0 0 0 0 5 7 7 22 18

合計 162 1 1 4 3 10 16 21 16 43 47

１１歳 １５歳 １６歳総数

【別表２－３】

１７歳

被害者が１８歳未満の児童である場合における罪名別年齢

７歳 ９歳 １３歳 １４歳１０歳 １２歳



総数 面識なし
教師，
指導者

出会ったばかり
の者

養護・介護施設
等の職員

交際相手，元
交際相手

雇用主・勤務
先の上司

学校，部活動
等の先輩

勤務先，アル
バイト先の先
輩

実父母・養父母 その他尊属
母親の夫・交
際相手

その他の関係 関係不明

強制性交等罪
（刑法１７７条前段に係るもの） 52 17 0 4 0 3 1 2 2 1 2 5 11 4

強制性交等罪
（刑法１７７条後段に係るもの） 19 0 0 3 0 1 0 0 0 5 2 4 4 0

準強制性交等罪 8 0 0 0 0 0 0 0 0 2 1 0 5 0

監護者性交等罪 11 0 0 0 0 1 0 0 0 10 0 0 0 0

児童福祉法違反 15 0 1 0 0 0 0 0 3 3 0 2 6 0

青少年保護育成条例違反 64 0 1 17 1 16 1 0 0 0 0 0 23 5

合計 169 17 2 24 1 21 2 2 5 21 5 11 49 9

【別表２－４】
被害者が１８歳未満の児童である場合における罪名別・被害者と被疑者の関係



身体障害 2
0
(0)

0
(0)

0
(0)

1
(1)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

1
(1)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

精神障害 26
0
(0)

1
(0)

0
(0)

4
(4)

11
(10)

2
(1)

3
(1)

12
(12)

0
(0)

0
(0)

0
(0)

13
(10)

0
(0)

知的障害 25
0
(0)

0
(0)

2
(1)

8
(6)

3
(2)

2
(2)

4
(2)

8
(6)

0
(0)

1
(0)

0
(0)

7
(2)

0
(0)

発達障害 7
0
(0)

0
(0)

0
(0)

1
(1)

0
(0)

0
(0)

1
(1)

2
(2)

0
(0)

1
(0)

2
(0)

1
(1)

1
(1)

合計 60 0 1 2 14 14 4 8 23 0 2 2 21 1

【別表３－１】

障害の内容ごとの嫌疑不十分の理由（犯人の特定・犯罪の成立要件）

被害者の
総数
（名）

犯人の特定・犯罪の成立要件（複数該当あり）

被疑者不明
犯人性の認
定に難あり

具体的事実の
特定に難あり

性交等の認
定に難あり

暴行・脅迫
の認定に難
あり

同意誤信の
可能性，心
神喪失等の
認識を欠く
可能性あり

年齢の認識
の認定に難
あり

（※）各欄の括弧書きは，被害者供述の信用性に疑問が残るとされた件数（内数）である。

暴行・脅迫
の程度の認
定に難あり

心神喪失・
抗拒不能の
認定に難あ
り

同意の可能
性あり

監護者性の
認定に難あ
り

淫行「させ
る」行為該
当性の認定
に難あり

「淫行」等
該当性の認
定に難あり



身体障害 2 1 1 1 0 0 0

精神障害 26 12 7 2 1 7 5

知的障害 25 4 2 5 4 1 2

発達障害 7 0 1 2 1 1 2

合計 60 17 11 10 6 9 9

供述内容が被害に遭った
者の言動として不自然

【別表３－２】

障害の内容ごとの嫌疑不十分の理由（被害者供述の信用性）

被害者の総数（名）

被害者供述の信用性（複数該当あり）

捜査協力・供述を得られ
ない

客観証拠等と整合しない
虚偽供述の動機・記憶変
容の疑い

供述に看過し難い変遷あ
り

あいまいで具体性を欠く



身体障害 2 0 0 0 0 0 0 0 0
2

（注３）

精神障害 26 1
5

（注１）
2 2 1 2 1 1

11
（注４）

知的障害 25 2
1

（注２）
0 0 0 4 0 4

14
（注５）

発達障害 7 0 0 2 0 0 0 1 1
3

（注６）

合計 60 3 6 4 2 1 6 2 6 30

【別表３－３】

障害の内容ごとの被害者と被疑者の関係

被害者の総数
（名）

被害者から見た被疑者の地位等

面識なし
出会ったばかり
の者

交際相手・元交
際相手

母親の夫・交際
相手

その他の関係

（注１）ナンパしてきた者，ＳＮＳで知り合った者等
（注２）いわゆる出会い系アプリで知り合った者
（注３）被害者が日常的に利用していた送迎タクシーの運転手・障害者学校の同窓生
（注４）過去に入院していた精神病院の看護師，入院先病院の別の患者，入所施設の別の入所者，同僚，隣人等
（注５）入院先病院の別の患者，交際相手の友人，友人の交際相手，インターネットを通じて知り合った者等
（注６）教育実習生・発達障害者サークル内の知人・出会い系アプリで知り合った者

雇用主・勤務先
の上司

配偶者 実父母，養父母 その他尊属



諸外国の性犯罪に関する罰則（概要）（注１） 別紙１２

日本
アメリカ

（ミシガン州）
アメリカ

（ニューヨーク州）
イギリス

（イングランド及びウェールズ）
フランス ドイツ 韓国 フィンランド スウェーデン

①暴行・脅迫
／不同意等

【強制性交等罪】
○暴行・脅迫を用いた場合
→5年以上の有期懲役刑

※死傷させた場合は，無期又は6年以上
の懲役刑（強制性交等致死傷罪）

【第三級性犯罪】
〇強制又は抑圧を用いた場合
→15年以下の拘禁刑

※身体傷害を負わせた場合は，無期又は
有期拘禁刑（第一級性犯罪）

【第三級強姦罪】
〇同意なく性交した場合
→1年6月以上4年以下の拘禁刑

※強制的強要による場合は，5年以上25
年以下の拘禁刑（第一級強姦罪）

【強姦罪】
○被害者の認識可能な意思に反して性交
した場合
→2年以上の自由刑

※行為者が凶器等を携帯したことや，行
為により被害者を死亡の危険にさらしたこ
となどは，加重事由となる。

※少なくとも軽率に被害者を死亡させた場
合は，無期又は10年以上の自由刑

【強姦罪】
○暴行又は脅迫による場合
→3年以上の有期懲役刑

※致傷の場合は無期又は5年以上，殺害
の場合は死刑又は無期，致死の場合は無
期又は10年以上の懲役刑

※被害者が身体的・精神的な障害がある
者の場合や，被害者が13歳未満の場合，
被害者が児童・青少年（19歳未満の者を
いう。但し，19歳に到達する年度の1月1日
を迎えた者は除く。）の場合，行為者と被
害者との間に一定の親族関係等がある場
合などは，加重事由となる。

【レイプ罪】
○暴力又は暴力を行使する旨の脅迫によ
り強要した場合
→1年以上6年以下の拘禁刑

※重篤な傷害，重篤な疾病又は生命の危
険に関わる状況が生じた場合は，2年以上
10年以下の拘禁刑

②抗拒不能
等

【準強制性交等罪】
○心神喪失・抗拒不能に乗じ，又は心神
を喪失させ，若しくは抗拒不能にさせた場
合
→5年以上の有期懲役刑

※死傷させた場合は，無期又は6年以上
の懲役刑（準強制性交等致死傷罪）

【第三級性犯罪】
〇被害者が（精神的）心神喪失者，（物理
的）心神喪失者又は身体的無力である者
であることを知っていた場合
→15年以下の拘禁刑

※身体傷害を負わせた場合は，無期又は
有期拘禁刑（第一級性犯罪）

【第一級強姦罪】
〇被害者が意識を失っている，又は身体
的に行為に不同意であることを伝えられな
いために同意能力を欠く場合
→5年以上25年以下の拘禁刑

【第二級強姦罪】
〇以下の事情により，同意能力を欠く場合
　・被害者が自己の行為の特性を評価す
ることができない精神病又は精神障害に
罹患していること
　・被害者が同意なくして投与された麻薬
若しくは中毒性物質の影響により，又は同
意なくしてなされたその他の行為により，
一時的に，自己の行動を評価又は制御す
ることができなくなっていること
→2年以上7年以下の拘禁刑

【強姦罪】
○反対意思を形成・表明できない状況や，
身体的又は精神的な状態に基づき，意思
の形成・表明が著しく限定されている状
況，驚愕の瞬間，又は抵抗した場合に重
大な害悪が生じる恐れがある状況を利用
した場合
→2年以上の自由刑

※行為者が凶器等を携帯したことや，行
為により死亡の危険にさらしたことなど
は，加重事由となる。

※少なくとも軽率に被害者を死亡させた場
合は，無期又は10年以上の自由刑

【準強姦罪】
○心神喪失・抗拒不能の状態を利用した
場合
→3年以上の有期懲役刑

※致傷の場合は無期又は5年以上，殺害
の場合は死刑又は無期，致死の場合は無
期又は10年以上の懲役刑

※身体的・精神的な障害により，抗拒不能
又は抗拒困難な状態にあることを利用し
た場合や，被害者が13歳未満の場合，被
害者が児童・青少年（19歳未満の者をい
う。但し，19歳に到達する年度の1月1日を
迎えた者は除く。）の場合，行為者と被害
者との間に一定の親族関係等がある場合
などは，加重事由となる。

【レイプ罪】
○意識がない状態，疾病，障害，畏怖状
態又はその他無力な状態のため，被害者
が自己防衛又は意思の形成・表明をする
ことができないことに乗じた場合
→1年以上6年以下の拘禁刑

※重篤な傷害，重篤な疾病又は生命の危
険に関わる状況が生じた場合は，2年以上
10年以下の拘禁刑

④いわゆる
性交同意年
齢（注３）

【強制性交等罪】
○被害者が13歳未満の場合
→5年以上の有期懲役刑

【第一級性犯罪】
〇被害者が13歳未満の場合
→無期又は有期拘禁刑

【第三級性犯罪】
〇被害者が13歳以上16歳未満の場合
→15年以下の拘禁刑

【第一級強姦罪】
〇被害者が11歳未満の場合
〇行為者が18歳以上，被害者が13歳未
満の場合
→5年以上25年以下の拘禁刑

【第二級強姦罪】
〇行為者が18歳以上，被害者が15歳未
満の場合
→2年以上7年以下の拘禁刑

【第三級強姦罪】
〇行為者が21歳以上，被害者が17歳未
満の場合
→1年6月以上4年以下の拘禁刑

○被害者が13歳未満の場合
→最高で終身刑

【子供に対する性的虐待罪】
〇行為者が18歳を超え，被害者が14歳未
満の場合
→2年以上の自由刑

【未成年者に対する姦淫】
○被害者が13歳未満の場合
→3年以上の有期懲役刑

【児童に対するレイプ罪】
○被害者が15歳未満の場合
→2年以上6年以下の拘禁刑

（注１）　本表に掲げた各国の罰則は，処罰対象となる行為に性交を含む規定の一部を掲げたものであり，性犯罪に関する罰則を網羅的に掲げたものではない。

（注２）　イギリスでは，この罪以外の罪においても，行為者が，被害者の年齢の要件に当たらないと合理的に信じていなかったこと（ただし，被害者が13歳未満であることによって成立する罪については，行為者の認識は要件とされていない）や，行為者が，被害者が精神障害を有していることを知っていたと合理的に期待し得たことなどを要件としているが，本表ではそれらの記載を省略した。

（注３）　本表における「④いわゆる性交同意年齢」の欄には，一定の年齢に達していない被害者との性交自体を犯罪とし，その法定刑が「①暴行・脅迫／不同意等」又は「②抗拒不能等」の欄の罪と同じかそれ以上のものを記載した。

【未成年者に対する性的侵害】
〇暴行，強制，脅迫又は不意打ちを伴わ
ず，行為者が成人（18歳以上），被害者が
15歳未満の場合
→7年の拘禁刑及び10万ユーロの罰金刑

〇暴行，強制，脅迫又は不意打ちを伴わ
ず，被害者が15歳以上の未成年者（18歳
未満）である場合で
　・行為者が尊属者又は被害者に対して
法律上若しくは事実上の権限を有する場
合
　・行為者が職務上付託された権限を濫
用した場合
　→3年の拘禁刑及び4万5000ユーロの罰
金刑

【一定の関係のある者に対する性的虐待
罪】
〇被害者が16歳未満であり，教育・職業
教育・生活上の世話が行為者に委ねられ
ている場合
〇被害者が18歳未満であって，行為者に
教育，職業教育又は世話上の世話が委ね
られており，行為者が教育上，職業教育
上，世話上の関係と結びついた従属性を
濫用した場合
〇被害者が18歳未満であり，行為者と被
害者との間に一定の親族関係等がある場
合
〇被害者が受刑者等であり，その監督・
世話等が行為者に委ねられている場合
に，行為者がその地位を濫用した場合
など
→3月以上5年以下の自由刑

【親族との性交】
○相手方が血族かつ卑属の場合
→3年以下の自由刑又は罰金
○相手方が血族かつ直系尊属の場合
→2年以下の自由刑又は罰金

○心神微弱者に対し，偽計・威力を用いた
場合
→5年以下の懲役刑

○身体的・精神的な障害がある者に対し，
偽計・威力を用いた場合
→5年以上の有期懲役刑

○未成年者（19歳未満の者）に対し，偽計
又は威力を用いた場合
→5年以下の懲役刑

〇行為者が19歳以上，被害者が13歳以
上16歳未満であり，被害者の窮迫した状
態を利用した場合
→3年以上の有期懲役刑

○業務，雇用その他の関係により，保護
又は監督を受ける人に対し，偽計又は威
力を用いた場合
→7年以下の懲役刑又は3000万ウォン以
下の罰金

○行為者が法律により拘禁された者を監
護する者であり，被害者がその拘禁され
た者である場合
→10年以下の懲役刑

【性的虐待罪】
○以下の場合において，行為者が自己の
地位を悪用し，被害者に対し，性交に応じ
させ，又は性交の対象となるよう誘引する
などした場合
　・被害者が18歳未満であって，学校等に
おいて行為者の権限・監督下にあるか，そ
れと同等の従属関係にある場合
　・被害者が18歳未満であって，未熟さ，
行為者との年齢差のため，性行動に関す
る自己決定能力が行為者よりも本質的に
低い場合において，行為者がその未熟さ
に乗じたことが明白な場合
　・被害者が病院等において治療を受けて
おり，疾病，障害又はその他の虚弱によっ
て，自己防衛又は意思の形成・表明をす
る能力が本質的に低下していた場合
　・行為者に特に依存する者であって，行
為者がその依存性に乗じたことが明白な
場合
→4年以下の拘禁刑又は罰金刑

【児童性的虐待罪】
〇被害者が16歳未満の場合
→4月以上6年以下の拘禁刑

※悪質な児童性的虐待については，1年
以上10年以下の拘禁刑

【児童に対するレイプ罪】
○被害者が15歳以上18歳未満であり，か
つ，被害者が行為者の実子，養子若しくは
それと同等の関係にある児童，又は当局
の決定に基づき行為者が養育又は監督
責任を負っている児童である場合
→2年以上6年以下の拘禁刑

【卑属との性交罪】
〇実子又はその卑属と性交した場合
→2年以下の拘禁刑

【兄弟姉妹との性交罪】
〇実の兄弟姉妹と性交した場合
→1年以下の拘禁刑

【レイプ罪】
○被害者が性交等に同意しておらず，か
つ，行為者が被害者が同意していると合
理的に信じていない（注２）場合（被害者が
睡眠中又はその他意識がない場合も，同
意していない場合に含まれ得る）
○被害者においてその精神障害が原因
で，又はそれに関連する理由で性交等を
拒絶できない場合
→最高で終身刑

【強姦罪】
○暴行，強制，脅迫又は不意打ちによっ
て実行した場合
→15年の拘禁刑

※身体の一部喪失又は永続的な障害をも
たらした場合や，被害者が15歳未満の場
合，被害者が年齢，疾病，身体障害，身体
的若しくは精神的な欠陥又は妊娠によっ
て著しく脆弱な状態にあることが明白であ
る場合，行為者が被害者の尊属者又は被
害者に対して法律上若しくは事実上の権
限を有する場合などは，加重事由となる。

※死亡させた場合
→30年の拘禁刑

※拷問等を伴う場合
→無期拘禁刑

【レイプ罪】
○被害者が自発的に参加していない場合
→2年以上6年以下の拘禁刑

※犯罪が重大な場合は，重レイプ罪とし
て，5年以上10年以下の拘禁刑

《参考》
【過失レイプ罪】
○被害者が自発的に参加していないこと
について著しく不注意であった場合（犯罪
の重大性が低いときは責任を負わない。）
→4年以下の拘禁刑

③脆弱性・若
年者・地位関
係性等

【監護者性交等罪】
○被害者が18歳未満の者であり，行為者
が監護者であることによる影響力があるこ
とに乗じた場合
→5年以上の有期懲役刑

※死傷させた場合は，無期又は6年以上
の懲役刑（監護者性交等致死傷罪）

《参考》
【児童福祉法違反】
○18歳未満の児童に淫行をさせた場合
→10年以下の懲役刑若しくは300万円以
下の罰金刑又はこれを併科

【青少年健全育成条例違反（各都道府県
条例違反）】
○18歳未満の者と淫行
→（都道府県によって異なるが，）最長で2
年の懲役刑

【第一級性犯罪】
〇被害者が（精神的）心神喪失者，精神障
害者，（物理的）心神喪失者又は身体的無
力である者であり，行為者と被害者との間
に一定の親族関係がある場合や行為者
が被害者に対して権限を有する地位にあ
り，服従させるために被害者を抑圧する権
限を行使した場合
→無期又は有期拘禁刑

〇被害者が13歳以上16歳未満であり，行
為者が被害者と同一世帯の構成員である
場合や，行為者と被害者との間に一定の
親族関係がある場合，行為者が被害者に
対して権限を有する地位にあり，服従させ
るために被害者を抑圧する権限を行使し
た場合，行為者が被害者の在籍する学校
等の教師等である場合など
→無期又は有期拘禁刑

【第三級性犯罪】
〇被害者が16歳以上26歳未満であり，行
為者が，被害者が特別の教育サービスを
受けている学校等の教師等である場合な
ど
→15年以下の拘禁刑

【第四級性犯罪】
〇被害者が，行為者の3親等内の血族又
は姻族の場合
→2年以下の拘禁刑若しくは500ドル以下
の罰金又はこれを併科

【第三級強姦罪】
〇行為者が州の矯正及び地域監督局の
従業員であって，かつ，被収容者に対する
直接的監督の提供を内容とする業務に従
事している者であり，被害者が当該矯正
及び地域監督局の監督に付託されている
場合
〇行為者が児童・家庭サービス事務所又
は宿泊施設の従業員であって，かつ，同
宿泊施設に付託又は配置された者に対
し，カウンセリング等の提供を内容とする
業務を自己の職務として遂行する者であ
り，被害者が同事務所の宿泊観護に付託
又は配置されている場合で，行為者と被
害者が婚姻していない場合
〇行為者が精神保健事務所等によって運
営されている宿泊施設の従業員であって，
入院患者に対する直接的監督を提供する
者であり，被害者が当該施設の入院患者
等である場合で，行為者と被害者が婚姻
していない場合
〇行為者が被害者を勾留している警察官
である場合
など
→1年6月以上4年以下の拘禁刑

〇被害者が精神障害を有しており，行為
者が被害者を誘引，脅迫又は欺罔して，
性交等について同意を得た場合
→最高で終身刑

○行為者が18歳以上，被害者が18歳未
満であり，以下に掲げるような，行為者が
被害者との関係で信頼される立場にあっ
た場合
　・行為者が裁判所の命令その他法律に
より施設に拘置された被害者を世話して
いる者であり，被害者がその施設に拘置
されている場合
　・行為者が病院，ケアホーム等に入所し
保護を受けている被害者を世話している
者であり，被害者がその施設に入所し保
護を受けている場合
　・行為者が教育機関で教育を受けている
被害者を世話しており，行為者は当該教
育機関で教育を受けていないが，被害者
は当該教育機関で教育を受けている場合
→5年以下の拘禁刑
※略式起訴の場合，6月以下の拘禁刑若
しくは罰金又はこれを併科

○行為者が18歳以上，被害者が16歳未
満の場合
→14年以下の拘禁刑

〇行為者がケアワーカー，被害者が精神
障害者であり，行為者が被害者のケアに
携わっていた場合
→14年以下の拘禁刑

〇行為者と被害者との間に一定の親族関
係があり，行為者が18歳以上，被害者が
18歳未満の場合
→14年以下の拘禁刑

〇行為者が16歳以上，相手方が18歳以
上の者であり，行為者と相手方との間に
一定の親族関係にあった場合
→2年以下の拘禁刑
※略式起訴の場合，6月以下の拘禁刑若
しくは罰金又はこれを併科。




